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現下の都市零継続模事業体の生成過程と労働力構成
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Tha Process of Formation and the Labour Organization of the Small 

Business in the Contemporary Japanese. 

自

岩城

酒井

'て会 _J，/，

フ己 "'-

恵真

次

1.はじめに………一…...・H ・-……H ・H ・H ・H ・H ・.....・H ・.....・H ・-・……………...・H ・..・・ 141

2. 零細事業体の形成と事業支の磯庭変遷..，・H ・-…....・H ・-…...・H ・..…………....・H ・..・… 147

(1) 零細毒事業体形成にみられる産業部門的特性……‘H ・H ・..…・.......・H ・-…・.....・H ・..……・ 147
(2) 零細毒事業体形成と事業主の職綬変遂の特質…一...・H ・......・H ・......・H ・......・H ・.....・H ・..149 

(3) 事業主の産業部門・職種間移動の特質と零細事業体の今後……...・H ・..…・…………..159 
3 零細事業体の従業者機成と労働条件……・・…・・……………・......・H ・-……・・…........・ 170

(1) 零細事業体と労働力構成………...・ H ・-…・……………・・…・…一一……………・…..170 
(2) 零細事業休の従業者規模とその内部傍成……………...・H ・..……...・H ・-……...・ H ・...171 

(3) 従業者の性及び年令別構成……..........・H ・......……………………日…………........175 

(4) 労働条件lとみられる特質'"・H ・-・一・-…・…………・-…...・H ・-…H ・H ・H ・.....・H ・..……・・ 179
4. 零細事業体の労働力構成類裂にみる特質と疑問方向…….........・H ・..……......……..191 

(1) 零細事業体の経営ーとの磁路………-…-・…ー…・…H ・H ・a・...…・・・・…・ ......…… …-・ 191

(2) 零細事業体の継続と継承……・・・・…・…………………・……...…一ー・ ………・-…..194 
(3) 零絡事事業体の労働力構成と家族員の多就業イt.............……H ・H ・..........…一……..198 

(4) 零細事業体と労働力者奪成類型の基本的性格…・・…・・…....・H ・-一日……・………一..201 
5. おわりに...・H ・..…………..'・H ・…...・H ・.....一一………........…日………口…..208 

1.はじめに

戦後日本資本主義の高度化、すなわち資本の強蓄積化に相応した産業諸組織の変容過程の進展は、

あきらかに地域間不均等発展そのものとして、また都市一村落問の構造的変容としてたちあらわれて

きている。そ ζには、巨大独占を中心とする「頂点への資本集中メカニズムJ1)の定着化および統合、

系列、下請イ七を基軸とする企業的連関ぬ重層的な機構整備の遂行がみられる。

われわれ研究グループでは、かねてより 1960年代のいわゆる「高度経済成長J以降の地域社会変

動の過程を上記の観点から、地域産業組織の資本主義的解体及び発撲を軸として、全関レベルの地域

構造の変容過程そしてまた、とりわけ北海道地域社会における変容構造を実証的にとりおさえてきたわ
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そ ζにおいてわれわれは、かつてはいわゆる f自営業者層Jの範鴎でくくられた従業員 1-4人規模

層という都市零細事業体がたしかに「高度経済成長J期の初期には、すなわち 1965年頃までは大巾

に都市的事業体の中での構成比を減らしつつあるという乙と、すなわち、いわゆる都市零細事業体の

資本主義的解体という窓味において「近代化J過程が看取できた ζ と、しかし、 1965年以降、農村

部においてはかかる傾向がひきつづき看取できるにもかかわらず、都市部(とりわけ大都市)におい

ては、乙の 1-4人規模震の零細事業体が増加ないし、構成比を増大しつつあるという ζ と(表 1ー

し表1-2参照)、しかも、全閣を都道府県レベルで市部・郡部別にみても若干の地域を除いて、

おしなべて ζ うした傾向が看取できる ζ と(表 1-3参照)、か』る意味において、金盟的規模にお

表 1-1 従業員規模別事業体の推移(民営、非幾林) 一全国一

1-4人 5-9人 10-29人 3ひ~49人 50-99人箇
100- 300人 計
299人 以上

111332年 2，712，580 432，139 236，665 38.∞9 22，428 11.549 3，656 3.457，026 
構成比 78.0% 13.0~ち 7.0% 1.腕 0.6% 0.3勉 O.l~ぢ 100% 

(35-32) 十 12，466 +30，358 + 33601 十10，923 十 8，211 句ト 4品2 十 1.410 十101，311
増分% 12.39ぢ 30.05お 33.2% 10.8% 8.1% 4.39詰 1.49ち 1009ち

昭35年 2.725，046 462，497 270，266 48，932 30，639 15，891 5，066 3，558，337 
構成比 76.6勉 13.05る 7.65あ 1.4% 0.9労 0.4必 0.17ち 1005ぁ

者葬
(38-35) 十203，666 十51，514 十 54，671 十13，987 ート 9，396 十 4，383 十 894+338.511 

業 増分% 60.19ち 15.2% 16.2% 4.19ち 2.8% 1.39ぢ 0.39話， 、l∞Pぢ

所 昭38年 2，928，712 514，011 324，937 62，913 40，035 20，274 5，000 3，896，倒8

数
構成比 75.2% 13.29ち 8.3% lβ9ぢ 1.0% 0.5% 0.2% 100% 

(41 38) +152胤3 十92，314 + 62，375 + 11，350 + 7，844 十 3，7321. + 491 十330却9. 
増分% 46.15詰 28.05る 18.9% 3.45彰 2.49ぢ 1.1% 1

I 
0.17ぢ l∞必

構 招 41年 3，081.175 606，325 387，312 74，269 47，879 24，006 6，451 4，227，417 

成 構成比 73.0% 14.3% 9.1% 1.85揺 1.1% 0.69ち 0.19ち 100% 

比
(44-41) 十279，030 十80，714 一ト 43，お7 + 9，631 十 5β60 + 3，480 十1，126 ベト423，078
増分% 66.0% 19.0% 10.29ち 2.~あ 1.4% 0.8% 0.39話 100% 

昭44年 3，360，205 687，039 430，549 83，9∞ 53，739 27，486 7，577 4，650，495 
構成比 72.2% 15.0劣 9.3% 1.85ち 1.0% 0.65毎 0.19ち 1009ぢ

(47-44) 十315，411 十75，475 十 51，214 ート 9，616 + 7，174 + 3，690 + 648 +463，228 
増分 9彰 68.1% 16.35ち 11.15ぢ 2.1$匙 1.55ぢ 0.8% 0.15ち 100% 

問 47年 3，675，616 762，514 481，763 93，516 60，913 31.176 8，225 5，113，723 
構成比 71.9% 14.9% 9.49ぢ 1.85毎 1.25話 0.6% 0.2% 100% 

3 2年 99 93 87 77 73 72 72 97 
指 数 35年 100 100 100 100 100 100 100 100 
3 5年z 38年 107 1 11 120 128 130 127 117 109 
100 4 1年 113 131 143 151 156 151 127 118 

44年 123 148 159 171 175 172 149 130 

4 7年 135 165 178 191 199 196 162 144 

3 2年 88 71 61 51 46 48 56 81 
f訟 数 3 5年 88 76 69 65 63 66 78 84 
4 1年田 3 8&手 95 84 83 84 83 84 92 92 
100 4 1年 100 100 100 100 100 100 100 100 

44年 109 113 111 112 112 114 117 110 

4 7年 119 126 124 126 127 130 127 121 

出典:事業所統計(昭44、lll347) 
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いて、現段階iζおける相対的過剰人口の地域的海在形態が変容しつつある点をすでに指摘した 3) 。

とζろで、本稿の主題はかように現盟独資体制下、全国的規模でみられた都市部における、そうし

た増加傾向が看取される 1-4人規模の都市的事業体について、その形成過程ならびに労働力構成等

にわたって、その内実を明らかにする点にある。

さで、 ζれら 1-4人規模の零細事業体については、従来、社会学において、島崎稔iζみるように

都市社会の基礎過程を分析する視角として f近代的階級関係の生成したがって、中E産霊的営業者層 (οωj

生産老、小商人)の分解J結果による階級・階層構成における動態的な慈礎構造の究明 4)という立場

から捉えうるいわゆる、階級分解・階層分化を分析の葱軸枠にした構造分析があった。 ζ うした見方

そのものは、都市社会構造に関する言重要な分析視角を提起した点で示唆的ではあるが、そ ζには第ー

に1960年までのデーターに基づく一地方都市の動向分析である乙との(それ以降の変容が跨題とな

る〉、第こに階級分解を展開するためには、 ζれら自営業者痛の内部構成のより精細な階層的分化・

変容過程の分析がより以1:.究明される必要があるという問題が残る。そ ζでそういう反省にたって、

われわれの研究は設定されている。それにしても、殆んど数少ない ζ 行した社会学的研究成果の中で、

島崎の提起した視角は、継承ざるべき契機を有している。

他方、社会学のかような現状iζ対し、経済学あるいは社会政策論の分野では、かなりな研究を積重

ねてきている。いまそれらの特徴を大きく四つに分けてみると、第一は、中小零細企業を独占資本に

よる収奪の客観的対象として原環的iと位霞づけ、それを促進せしめてきている政策的要国の電要性を

指摘する論的、第二は済成忠男によるいくつかの実証研究に基づく零細企業への参入、その形成過程

における特徴から、その新!日t世代交替のローテーションにみられる社会的対流現象を、むしろ「近代
化Jのあらわれとして評価する論7)、そして第三は、井村喜代子に代表される、その「停滞的過剰人

口jの存立基盤としての小経営の問題を、 1-4人零細事業所の統計的動向から解明しようとする論@

最後に、第四として、社会構成の構成国子たる社会階層の分析から、いわゆる、貧間化の実態を究明

すべく、例えば自営業者層の時系列的変化を分析し、その階層的性格の変容ならびに階層間移動を精

細に究明しつつある江口英一等の論 9)である。 ζれら諸論は、それ自体、分析すべき課題領域の多様

性を示すとともに、その分析視角が内包せる対象規定(即ち零細企業という)とそ ζからの立論に室長

途がみられる。H!lち、第一の場合にみられる対象の外在的規定そして第二の場合にみられる対象その

ものの閤有な様態に特化させた属性分析は、それぞれ対象そのものの外的・内的条件にもとづく規定

からの立論が強い。もとより政策的要簡を無視するのではないが、政策それ自身はつねに資本に対す

る事前の「誘導J的役割とともに事後の f後追いJ合理化的役割を強くもつものと考える。また第こ

のような思有の属性分析をそれのみに特化させて分析するととは、全体的な産業諸組織構成の変容を

解明すべき統一的な産業構造分析が欠落する危険を有す。次lζ、第三、第四のそれは、分析すべき諜

題(例えば過剰人口、貧困化といった〉解明のための実体的対象として零細企業が措定されている点

前ニ者と異なる。われわれのいう零締企業を対象としてとらえる仕方は、後者iζ近し、。郎ち、小零細

企業の増加を「単lζ消極的な『残存Jというより、より正確には絶えざる『発生』と『消滅Jの反復の
過程で一定の階燈として定着しているl旬、事実を、とくに都市部におけるその内実として究明する必

要があるという ζとである。しかし、その ζとから直ちに過剰人口の存夜碁盤・形態を一元的に導出

するのではなく、零細企業自体の形成過程ならびにそれら企業を支える従業者属性とともに労働力構

成の特質を克明に分析する中で、一つの社会階層としての都市自営業の存在変容にみられる分化的特

徴を明確にし、従来の「無償労働組織jのみには依存しえないという"Jl.Pち「家業j的経営自体の現段階
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表1 2 従業員規模別事業体の推移(民営、非農林) 北海道一

jむ 海 道 札

(機成比) 1-4人 5-9人 10人計以上 10-29人 30人以上 計 1-4人 5-9人

昭和 35 年 71.8 15.5 12.7 138，908 60.1 19.9 

35 - 41増分 52.6 20.6 26.8 37，672 57.1 19.3 

昭和 41 年 67.7 16.6 15.7 11.1 4.6 176，580 58.8 1告.6

41 - 44増分 62.6 18.3 19.1 15.0 4.1 16，563 72.2 13.1 

昭和 44 年 67.3 16.8 16.0 11.4 4.6 193，143 61.5 18.4 

44 -47増分 74.2 10.4 15.4 11.0 4.4 22，957 78.1 11.9 

41 - 47増分 69.3 13.7 17.0 12.7 4.3 39.520 75.5 12.4 

昭和 47 年 68.u 16.1 15.9 11.4 4.5 216，100 64.8 17.1 

({$び!ii)

41 / 35 119.7 136‘。 157.3 127.1 170.2 171.7 

44 / 41 108.7 110.3 111.4 112.7 108.4 109.4 130.2 116.4 

47 / 44 113.1 Wf.4 115.tJ 111.5 111.4 111. 9 131.5 116.1 

47 / 41 122.9 118.5 124耳 125.6 120.8 122.4 171.3 135.2 

出典:事業所統計(昭35、紹41、昭44、昭47) 

表 1-3 従業員規模別・市部郡吉s55IJの事業所の伸びよりみた都道府県数 閉
山全

80-100 

1 8 

4 
G 

計
一
刊
付
付

市・君告別

(伸び本)180-1001 10←109 1 110 - 計

1 - 4人 19 127  146 

5-9人 5 141  146 

l O人-1 8 1 374  6 

(設〉 伸びは昭和41を100とした穏和44の指数
出典:事業所統計(昭和41，昭和44年)

における変容をまづ問題にしようとするのが、本稿での狙いである。そのために、まづもって ζれら

零細食業の内実に特化した分析手法が設定されており、その限りでの属性分析がなされている。確か

に、 ζ うした問題解明は、 ζれら階層以外の諸階層との構造的連関分析が次には当然必要なわけで、

いうまでもなく島崎の提起し階級分解に伴なう階層分化の実態にまで究明される論理をわれわれは内

包している。そしてまた、そのためには、境事業体経営と披得(あるいは家族)構成の電閥的関係か

ら離脱的関係への変化といった多就業化の進震に伴なう家族構造自体の変容ならびにそれと事業体存

立の問題をも射程に入れざるをえず、したがって、既にいわれている相対的過剰人口の存在基盤・形

態の問題をもより精細に実証に基づく内実的なおい上げ作業によって究明される必嬰があると考える。

そうした研究的課題の広がりの中で、本稿の焦点は、既にのべた 1-4人規模という零細事業体

を対象iとするわけだが、従来、乙うした事業体が郎自営業者層であるという社会階層的位霞づけの再

険討が必要であるという観点にたつ Q 即ち、都市lζ累増化してきている ζれら事業体自身、厳しい消

滅・転換・再生・新生といった対流化を加速させつつ、その量的増加は新たなる賓的変容をもたらし
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幌 タ 張

10人以上
令-29人 30人以上 計 1-4人 5-9人 10人以上 10-2告人 30人以上 計計 言1・

つ0.0 17，949 61.1 21.5 17.4 1， 719 

23.5 13，255 108.6 -19.7 -11.1 162 

21.5 1b‘u 6.6 31，204 65.2 17‘9 16‘9 10.6 6.2 1，881 

14.7 10.2 4.5 7.680 28.6 157.1 -85.7 -92.9 7.1 14 

20.2 14.0 6.1 38，飽4 65.0 18.9 16.1 9.9 6.2 1，895 

10.1 6.8 3冒2 9，661 93.8 -87.5 -106.3 -40.6 65.6 -32 

12.1 8.3 3.8 17，341 188.9 -33.3 -255.6 -144.4 -111.1 18 

18.2 12.6 丹日 必8，545 67.7 17.8 14.5 9.3 5.2 1.863 

186.9 1 (3.8 116句7 91司3 106.2 109.4 

116.8 116.8 116.7 124.6 100.3 106.5 96.2 93.5 100.9 1∞‘7 
112.4 112.1 113.0 124.8 102.4 92.2 R8.9 93.0 82.2 98.3 

131.2 130.9 131.9 155.6 102.8 98.2 85.5 87.0 82.Q 99.0 

てきているのではないかという問題である(例えば、本稿でも問題にした l人規模!習の名呂的自

者層という意味の捉え直しは少くとも従来の中小零細企業論の中では十全に分析されえていないとい

った問題)11)。その意味で一様に 1-4人規模事業体を直ちに従来の自営業者層と規定するのではな

く、その形成過程、とりわけ労働力構成での質的内実を究明する作業を通しての再険討の必要がある。

ζのことは従来の都市社会の基礎構造後分析する場合の社会階層論的アプローチをより深化させる側

街をも手干しており、とりわけ島崎のいう階級分解・階層分化の内実に即してとりおさえる意味をも有

しているものと考える。

さで、そのための基礎的な前提視角として本稿の分析は以下のように限定される。即ち、まず第

一iζ、乙れら零細事業体の形成過程の特質を、とくに事業主の職歴変遷を基軸にしたその産業部門・

職種的・地域的特性の変容過稼の解明から行ない、第ニは、そうした企業が現状で、いかなる労働力

構成上の特質を有し、その乙とが現在の従業者属性や労働条件ならびに、経営上の随路と深く関わり

ながら、今後の事業継続・継承の点で、どのような展開方向を志向しているかを究明し、一定程度、

労働力構成の質的差異に藻づく分化的様相を提示しようとするものである。もとより、 ζ うした分析

は、いまだ端緒lζついたばかりであり、われわれ研究グループが主題にしている地域社会構造変動に

伴なう住民の生活逸程分析の研究的深化とともに、より発展されねばならないと考えるめ。

さて ζのように、本稿の分析枠は上記のこつを軸として矯成された。 ζ うした分析枠に基づき、

われわれは以下のような手!績で具体的な調査を実施した。

く調査方法〉

(イ)方式一事業主に対するメイルによる自計方式。

(ロ) サンプワング

母集問一昭和47年度事業所統計調衰の基本調査区内事業所名襲撃(札幌市、夕張市)。
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上記母築関たる名簿より ijzのような操作を行なった。

① 産業大分類は建設業割、製造業刻、卸売業・小売業G)、サ ビス業L)の4部門IL限定@

② 事業所の形態では自家用倉庫、自家用油機所と農林漁業兼業を除外。

③ 経営組織では外沼会社、会社以外の法人、法人でない間体を除外。

④ 従業員規模では 1-4人に限定。

⑤本所、支所の5JIJでは支所・支社・支肢を除外。

⑥ 札幌市は中央、皇室平、白石の 31Riζ限定。

{ハ) 発送、回収販問

昭和48年9月25臼発送〈昭和48勾o9 !j 20臼現在で記入)-昭和48年11月3013問状完了。

なお、 10月、 11尽に各々 I回ずつ、督促ハガキ発送主主びiと.昭和49年3月iとは霊童話による欠落部分の内容

衝の補充。

(斗回収状況

a b c答不完全数回 d e a/ a.{-b d/ 
有効的答数 不明返送数 金主主答数 サンプjレ数 e 巴

中央区 1 5 9 7 3 1 5 247 777 20.5 22.6 31.8 

豊平IR 6 5 3 4 2 101 2 6 1 24.9 28.6 38.7 

白石区 6 1 24 2 8 7 263 23.2 25.5 33.1 

夕張市 122 2 3 1 1 1 5 6 464 26.3 27.7 33.6 

計 407 154 30 591 1， 7 6 5 23.1 23.5 33.5 

なお、回Jj)Z2ドを他の機関のものと比べてみると、①製造業、欽食業、その他卸・小売業一製造業29人以

下、商業9人以下、 2万発送- 9.34% ( r小規模企業lとおける労働実強』 一東京都労働局、昭45)、@
鈴・小売業、サービス業- 5人以上、 7，856発送 2.27% ( r卸売業・小売業およびサービス業におけ
る労働笑銭]東京都労働局、昭47)の如く、 ζζ でみる限り、 20%程度の回収率は必ずしも低いとはい

えない。

なお、本調査での対象地援の中で、札幌市三地域の性絡としては中央区は都心であり最も ζれら

事業体の集積の高いところ、霊堂平区は!日市街地が都心の影響をうけつつ現在、再編過程にあると乙ろ、

白石区は郊外の宅地化の進展lζ伴ない人口憎の著しい新興開発のと乙ろといった特色を有し、夕張市

は、石炭産業の衰退lζ伴ない人口減の激しくみられると ζろである。

設

1)伊藤岱吉「現代日本中小企業問題の構造J(r臼本労働協会雑誌J2号、 1971.13本労働協会) 9頁、
なお池EIliE孝も f高度成長」における独占体による企業再編の特賓として f独占資本を頂点とした階層

別系列別集団のピラミツド型j とのべている o r独占企業のド請け系列再編の動向J(r経済J1968. 
9，) 51 Jt 

2) 布飽鉄治・岩城52之・小林甫・JII崎実「現段階における都市一農村の構造的変容に関する一考察j

( r村落社会研究j第9築、村落社会研究会編、橋書房 1973 )参煩
3) 布施ほか前渇『村蕗社会研究iとくに68Jt以降参照
なお、 ζζ で指摘した事業体の推移に関する詳紛な事実分析は布施鉄治、岩城完之、小林帯、 )11締実、

「地域社会変動構造犯援に関する基礎的分析方滋q:jJ(r北海道大学教育学部紀翻 21号、 1973)参照
4) 島崎稔「都市社会研究の方法J(r現代日本の都市役全i鳥崎稔、北川隆吉編著、三一望書房、 1962) 
44頁-45Jt、 110頁

5) 佐藤智雄綴『地方都市一糸魚川市の実態j1961.東京大学出版会参娘

6) 北原勇「中小企業の発展と中小企業労働問題J (ri経済評議] 1960.10) 
岩尾絡純 f資本三主義の全般的危機と中小金業問題J(r経炎] 1965. 6) 
渡辺陸 f中小企業の F近代イはと『構造改養』の新段階J(r経済J1968. 9) 
石坂教 f流滋『合潔イ叫政策の新段階J(r緩演J1969.10) 
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渡辺縫「発展する中小企業政策J(r経剤 1971.7)等
7)清成忠男 F臼本中小企業の構造変動'J1970.新評論
清成忠男 f零細企業激増は逆行現象かーそのメカニズムと実態J(r経済評論JI1970. 3) 
8)井村喜喜代子「相対的過剰人口をめぐる若干の問題ーとくにその『停滞約形態』を仁川、として-J 
( U講座現代賃金利 2. 高木管夫他編 1968.青木書底)なお、その他、高木管夫向本資本主義と
賃金問題Ls1974.法政大学出絞会 参照
9)江口英一・山崎清何本の社会有毒成の変化について一都市lとおける-J (u臼本労働協会雑誌j
Nu22、1961.1) 
江口英一・高節簿「小零細企業における「蓄積jの分析J(u中央大学経済研究所年制第2号 1971)
1①渡辺膝 f中小企業の構造変化J (r現代日本の中小企業i市)1/弘勝編幸子、 1968.新評論)27:& 
1D名底的g営業者の概念については、前掲の江口英一等の論文参照
12)その君主論的フレームlと自書する一端は、布施、岩城、小林 f生活過程と社会構造変動1C関する一考察J

( r社会学詳言制 Vol25、No3. 1974.12)で控室関している。

2 零細事業体の形成と事業主の職歴変遷

(1) 零細事業体形成にみられる産業部門的特性

われわれは、都市における 1-4人規模といった零細事業体の多くは、たゆまぬ生成、発授、消

滅の過程をくりかえしながら、特定の事業体がかなりの期間にわたって存続し、その中で零細事業体

が累矯しているという構図をまず描く ζとができる1)。本節では調査時点において存立していた 1-

4人規模事業体の存立期間を問題とするが、 ζの作業は以下展開する本論にとっての標本の吟妹、す

なわち、その標本の社会的性絡をあきらかにするという意味をもつだけではない。すなわち、われわ

れは本節において地域でとくにその現存事業体の存続期間における産業部門的特性の分析をする ζ と

によって、そζlζ都市的諸機関の蓄積の相違に粉応した一定の産業部主門的特性による累主主パ亨ーンの

相違が存ずる ζとをあきらかにする。都心部(札幌市中央底)、新興住宅地区(札幌市白石区)、都

市の拡大iζ相応しての!日市街地再開発地区(札幌市豊平民)、人口減lζ伴なう都市的機能衰退地域、

〈夕張市)(一以下、記述の上で f区J、 f市jは省略一)といった諸地域における都市的諸機関の

蓄穣の相違、また総体としての都市的機能の相違、さらにその機能の鳩加傾向、減少傾向といった地

域自体のもつ特性に応じて、 1-4人規模事業体の産業部門どとの累生パヲーンには、あきらかに問

題とすべき相違が存在する点に着目した。

そζでまづ、それら事業体の形成lζ関し、その創業年次の違いによっていかなる産業部門の事業

体が現存してきているかをみると(表 2-1 )、中央、夕張で古い事業体がサービス業で目立つ。 だ

が、全体として中央が戦前から戦後にかけて漸矯傾向をたどり、昭和30年代をピークにして、その後

創業された事業体の構成比iζ大きな相違がないのに対し、夕張では、昭和20年代をピークにして、そ

の後は鈍化への傾向を示している(乙の傾向は卸売・小売業に典型的にみられる)。他方、それら二

地域iζ比べ比較的、事業体の新しい豊平、自;fiの場合、昭和30年に入ってからの急増化は、昭和41年

以降も増加させ、それはとくに豊平の卸売・小売業〈昭和30年代〉、白石のサービス業(昭和30年代〉

に顕著にみられる。 ζ うした動向は、昼間人口の増加に支えられた都心部の中央にみられる堅実な漸

矯イヒに対し、石炭産業の衰退化K伴ない昭和31年以降、低落化への様相を示してきている夕張を両極

の対照地域として、その中間に都心の隣接周辺地域における定住人口の矯加に伴ない!日市街地を中心

とした事業体自体の質的変容をもたらしつつ(農平)、又新興の宅地化の進展によって全く新しく形

-147-



教育学紀要第24号

表 2-1 業体の創業年

金 {本 卸売・小売業 サ ピス業

中央 皇室平 白石 夕張 中央 豊平 白石 夕張 中央 登玉手 白石 夕張

昭20年以自IJ 18.3 10.8 9.8 23.8 16.5 10.8 7.7 22.5 20.0 8.4 6.7 29.7 

昭21年-30年 22.6 7.7 8.2 29.5 23.0 5.4 12.8 31.3 17.5 12.5 22.2 

昭31年-40年 30.9 36.9 39.3 22.9 27.5 45.9 38.4 23.8 42.5 20.8 466 22.2 

昭41年-48年 28.4 43.1 42.6 23.8 32.9 35.1 41.0 22.4 19‘9 58.3 46.7 25.9 

不 明 1.5 2.7 

計 159 65 61 122 1ω 37 39 80 40 24 15 27 

成されつつ(白石)ともに昭和30年代に入って念、矯化を示す二地域の特性がみられるというように、

その地域的条件の違いにもとづく特性を示す。だが、乙うした特性を示しながらも、産業部門的にみ

ると昭和41年以降の中央にみられるサービス業ならびに義平の卸売・小売業の低迷というように部門

間でその増加に不均等性がみられる点は注目すべきである。却ち、従来からの人口矯(昼間人臼、定

住人口を含めて〉に伴なってそれら部門の事業体は群生してきたが、もはや今までと間程度の場加水

準を維持しようとした ζ とによる事業体の過多現象は、それら部門創設に阻止的作用として働いてき

ているものとみられる。そういう意味では未だ部門間の不均等椴加を示さない白石の場合は中央、登

エドが以前に経験した人口鳩にみあう設的キャパ、ンティが未だ白地域に存していることを示している前

段階にあると ζろと考えられる。

以上、事業体創設の地域的特性でみる限り、その大きな傾向は看取しえても、量産業部門的には、

乙れら零細事業体の性格とかかわって、その形成過程にはいくつかの注gすべき特質がよみとれる。

そζで、部門内容をより細かな業種にまでおりてみると、まづ、創業年次毎の業種数では卸売・小売

業で重量王手、白石の昭和31年以降の量的増

表 2-2 毒事業体の創業主ドと産業部門の業種数

~ 昭21- 昭31- 昭41-
昭20年 紹30年 昭40年 昭48年

中央
卸売小売業 8 7 7 6 

サービス業 5 4 6 6 

長5豆怠一 Rτ 7 
卸売小売業 2 1 6 5 

サピス業 2 3 2 6 

白石
卸売小売業 3 6 4 

サービス業 1 。 4 4 
夕張
卸売小売業 5 5 5 7 

サービス業 5 4 2 2 

大iζ伴なう多業穣化の動きを当然として

各地域ともに概して 5-7業種iζ限られ

それほどの差をみせないのに対し、サー

ビス業では夕張のみ業種は減少し、とく

に昭和31年以降はニ業種に線られる。乙

の乙とは、前述の如く、例えば中央のサ

どス業、豊平の卸売・小売業のように

ある特定期間のみの量的低下が必ずしも

業種部門を斑ちに狭路化せしめるもので

はないが、夕張の如く、かなり長期間の

量的低溶化をよぎなくされてサーどス業

にみられるように、業種部門の質的構成を狭!溢化せしめざるをえない ζ とを示す。一方、卸売・小売

業では、札幌三地域のように必ずしも、量的に低下してないために、業穏部門の質的狭!嘩さはみられ

ないとはいえ、とくに昭和41年以降では、ある特定業稜部門〈例えば、中央、豊平、夕張の「飲食16J

白石の f飲食料品小売業J)に特化した構成上のかたよりを示してきている点は注目しなくてはなら

ない。 ζのζ とはさきの特徴に加えて、サービス業についてもいえる(とくに中央を除く三地域の、

「洗たく・努議・浴場業Jにみられる昭和41年以降の肥大化の如く〉。 ζ うした動向は、他方、当然
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にも創業件数を減少させてきている部門(中央の卸売業、中央、豊平、白石の fその他小売業J -

ζの中には薬活、時計・賞金属活、印主主業を代表とする業穫を含んでいる一豊平、白石、夕張の、

f織物、衣服、身廻品小売業J)があるわけで、昭和30年中頃からの高度経済成長期以降のスーパ一、

デパートの進出、小売j苫のチェーン化の進展等により、従来まで ζれら零細事業体が営業しえた部門

が徐々に狭められてきている事情を物語っている。

かくして、 ζれら事業体の形成過複を量的な累増化と共にとくにその霊的内容にまでたち入って

みてきた ζとによって、農業部門上の特性から以下の諸点が明白になった。第一花、人口士慢に伴なう

需要にみあう事業体の増加傾向には、一定の段階がある。長pち、白石のような新開地の場合は、各産

業部門ともに一様の増加を示すが、一定の妓存事業体の集積をもっ中央、重量平の場合は、もはやそう

した一様ではなく、いづれかの部門にかたよった矯加(部門間不均等矯加)を示しはじめ、部内内で

の再編の段階lζ入る。そして夕張のような需要減iとみまわれていると ζろは、部門内、部門間での転

換・再生・新生過程を活発化させつつ、全体としての事業体の量的鈍化傾向は、またもや、部門間で

の増減を一様たらしめつつ、低率ながら累増を示しつゾけるのである。第二に、とくに昭和31年以降

をみると、急増(豊平、白石〉、湾局増(中央〉、鈍化(夕張〉といった増加パ宇一ンに対応して、よ

り細部での業穣別の動きにはある方向性がよみとれる。却ち、卸売・小売業では、急増の二地域での

多業種化の動きを特徴としつつ、各地域とも一定の業種部門を保持しているが、サービス業となると

急矯→漸増→鈍化につれて、業種を減少させはじめ(とくに夕張で典型的)、部門も限定されてくる。

第三に、やはり昭和31年代を一つの転回期として、雨量定業部門ともに業種構成の変化(多業穣化と小

業種化)の惑調は、ある特定部門(例えば「飲食底J、 「飲食料品小売J、「洗たく・海容・浴場業J

の如き)へ特化した偏俺的構成となってきたζ とである。この ζとは単なる地域的条件の差とは異な

る産業構造上の変化(より大きな毒事業体の進出によって、従来あった零細事業体の領域の減少、変更

にみられる点〉が強く作用してきており、かなり限られた部門内での過度創設による競争の激化は、

それら事業体の変更、消滅、再生、新生といった対流化現象を活発化させているものと考えられる02)

(2) 零細事業体形成と事業主の職膝変遷の特賞

前節で述べた産業部門的特性からみた事業体形成のあり方の質量的変化は、昭和30年代を潜在的

な転回知として、特に昭和41年以降、急速に顕在化してきた。 ζのζ とは当然にも、事業体を創業し

た事業主の性格〈本稿では、現事事業を創業する直前職との関係で作成した職厩類型を分析規準とする)

にも深くかかわるわけで 3)、いかなる部門、就労形態を基点とした業種によって事業が創設されたか

という点からの分析が震要となる o また、乙の ζ とは、事業主の輩出過程を、その部門・就労形態・

地域開の移動のあり方を現状において見さナゴめ、今後の事業展開のあり方を探る上で重要な手だてと

考えているからである。

表2-5でみると、各地域ともに「継家jのものが、非常に少ない。そしてむしろ、異・同産業

部門の雇用者からの転換が全体で、約50-68%もある ζ とに気づく。もう少し細かくみると、大きく

は中央の同部門雇用者、夕張の異部門麗用者、そして、農平、白石の異部門自営業者の高位が、それ

ぞれ各地域を特徴づけている。そして、 ζの特徴を部門別でみると、中央のみ、両部門でさほど差を

みせないのに対し、皇室平・白石の異部門自営と、夕張の奥部門雇用のものは卸売・小売業で目立つ反

閥、中央を除く三地域では同部門雇用のものは、サービス業で高位になる。すなわち、都心部たる中

央の場合は、職歴変遷の面で、両産業部門それぞれ、かなりパ亨ーン化した一様性を示すのに反し、
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表 2-3 事業体の創業年と室長業部門業種内容(卸売・小売業)

中 央 E霊 平

翁]売・小売業 昭21年 問3ふ1年 総41年
昭あ年 昭30年 昭年 昭島年 昭J時

昭2301年
隠年
昭mj3o1 年年 昭昭4島1年年

昭do年

40-41 卸 7士百 業 16.7 12.5 6.7 2.7 15.4 

42代理商・仲立業 一

43各稜街庖小売業

44 織物・衣服・身廻り品小売業 5.6 12.5 20.0 5.4 50.0 23‘5 33.3 i 
45 飲食料品小売業 11.1 29.2 23.3 8.1 100.0 11.8 23.1 66.7 

46 欽 食 底 5.6 12.5 30.0 73.0 35.3 38.5 

47 自動車・ 自転車等小売業 5.6 5.9 
48 家具・建具等小売業 11.1 4.2 33 一 5.9 7.7 

49 その他の小売業 44.4 29.2 16.7 10.8 50.0 17.6 15.4 

計 18 ~ L~O 37 4 2 一一17 13 3 

表2 4 事業体の創業年と産業部門業種内容(サーピス業)

tt 央 重量 平

サー どス業
昭3201年
刊昭40年年
昭41年

昭m3p0年 昭昭3401年年
昭昭み41年年
昭J伴昭20年 昭20年昭年 JlB48年

75 旅館・下宿業等 5.9 12.5 7.1 

77 洗たく・理容・浴場業 25.0 28.6 41.2 25.0 50.0 60.0 57.l 100.0 

78 その他個人サービス業 25.0 14.3 12.5 33.3 40.0 

80 娯 楽 業 7.1 

82 El 動車整備 等 25.0 7.1 

83 そ の 他 修理業 12.5 5.9 12.5 50.0 

85 広告・務まま・情報サービス 一 5.9 33.3 

86 その他事業サービス業 5.9 

87 専門サー ピス業 12.5 28.6 35.3 12.5 14.3 

88 医 療 業 25.0 28.6 33.3 7.1 

91 教 育

計 8 7 17 8 2 3 5 14 

他地域では、部門によって、その変遷過程にかたよりがみられ、少なくとも、全く異なった部門から

の参入はサービス業より卸売・小売業の方が容易である ζ とぞうかがわせる。 ζの乙とは、奥部門雇

用者の前職部門をみると、かなりはっきりする。さすがに中央のみ大分類でいう卸売・小売業雇用者

から間部門への転換が高いのに対し、製造業(重量平〉、サービス業(白石)、鉱業一全て石炭産業

の労働者(夕張) ーがそれぞれ最も高い比率を示し、その各地域的条件による、多様な部門からの

転換がみられるO'特に夕張の若炭産業労働者のほとんどが卸売・小売業の自営業主へと転換した比率

が極めて高いのが、注目される。と ζろがサービス業となると、白石の公務を除き、中央、夕張では

間部門内での転機が高いように、かなり、卸売・小売業と比べ、部門間移動範囲の狭さに気づく。 ζ

うした、間部門の違いは、労働力の費(サーどス業にみられる資格、技能、知識取得条件等)の違い
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自 石

昭2301年
昭31年
昭昭島41年年

昭年 昭i時
13.3 5.9 

13.3 一

100.0 26.7 47.1 

29.4 

13.3 

6.7 

26司7 17.6 

4 15 17 

自 石

昭3子0年
昭年
紹間4301年年 間昭4481 年年

42.9 57.1 

一

一 一 14.3 

14.3 

一

14.3 14.3 

一 一 14.3 

28.6 

7 7 
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タ

昭J伴
昭3F0 
E召年

5.6 

一 一

27.8 28.0 

44.4 28.0 

5.6 16.0 

4.0 

16.7 24.0 

18 25 

タ

昭20年
昭昭2JO1 年年

25.0 

25.0 16.7 

12.5 33.3 

一 一

12.5 

25.0 33.3 

16.7 

8 6 

張

昭31年

l1B年

21.1 

21.1 

26.3 

5.3 

26.3 

19 

張

内40向
昭年

83.3 

16.7 

6 

昭4481年
昭年

5.6 

5.6 

5.6 

5.6 

44.4 

11.1 

22.2 

18 

昭5B4481年

85.7 

一

14.3 

一

7 

によってもたらされる ζとはいうまでも

ない。すなわち、前節でふれた飲食践の

ように、小資本で手っとり早くでき、比

較的に単純な労働におうと ζろの高い部

門の創業件数の高まりは、 ζ うした参入

の容易さを物語っていよう。

だが、そうした職歴変遷のあり方自

体、特に昭和31年以降、大きく変容して

いる点ぞ採る必要がある(表 2-7)。

すでに述べた職歴類主主AJの地域的特性に

対応して、戦後漸増の傾向をみせるのは、

間部門雇用〈中央一特に昭和31年以降

一)と奥部門自営(豊平〉のみで、他

の二地域は、基調としてむしろ、同部門

雇用からの転換が、最近年次ほど多くな

って来ており、夕張で高率を示した巽部

門雇用とて、昭和30年代をピークにして、

その後は、低下しており、また白石の奥

部門自営も、戦後ずっと漸減傾向をみせ

ている ζ とである。すなわち、特徴的な

ζとは第ーに、各職歴ノレートを通じた多

様な自営業主の意出過程は、徐々に狭く

なり、全体的には輩出門雇用者からのも

のK収数する傾向を示してきた ζ と。第

二に、産業構造の激変にみまわれ、全般

的な衰退化をたどる夕張の場合、石炭産

業労働者からの転換とて、.昭和30年代の

ような流動化を示しえず、そろそろ鈍化

に転じっ』あると ζろであるo ζの間部

門雇用を基調としてきている点について

は、第一に創業時の資金調達方法をみても(表2-8)、全体では業主自身あるいは血縁者からの個

人的資金によるものが70労以上と高率を示しつ』も、類型別では同部門雇用の場合、自己資金以外で

は、親・兄弟・親戚といった近親善まならびに知人・開業者等の援助に一番めぐまれており、その意味

では家族・親族・向業者といった社会関係的ネット・ワークによる創業時の資金的安定度が同類型K

は一番高くみられるという点とも深く関係する。また、第二iζ、将来の自営業主への志向iともとづい

て、比較的若い年令}習の時lζ間部門麗用者となり、当該事業を実地iζ知り尽した者が、あらたに事業

体を創設していく、最も典型的な ζれら零細事業体策出の傾向にも、端的にうかがえる ζ とである。

(ζの点について事業主の創業時年令をみると、 30-60労近くの者が、同部門雇用者からのものであ

り、奥部門自営業者、奥部門麗用者の場合は、 30才代、 40才代へと高令化し、そ乙で前者と約1O::t以
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表2-5 事業主の職歴類型(AIと地域ならびに産業邸内

全 体 卸売・小売業 サーどス業

中央 豊平 白石 夕張 中央 豊平 白石 夕張 中央 愛平 白石 夕張

前 君主 な し 11.3 4.6 8.2 9.0 12.8 8.1 7.7 8.8 10.0 13.3 14β 

継 求 7.5 1.5 8.2 11.5 5.5 5.1 13.8 7.5 4.2 6.7 3.7 
間部門産主用 30.8 21.5 27.9 22.1 30.3 10.8 10.3 11.3 30.0 41.7 66.7 44.4 
異部門自営 8.8 26.1 29.5 6.6 9.2 27.0 41.0 2.5 10.0 25.0 6.7 7.4 
異部門雇用 33.3 35.4 21.3 45.9 33.0 35.1 28.2 57.5 37.5 29.2 6.7 25.9 
そ の 他 3.1 4.6 3.3 0.8 3.7 8.1 5.1 1.3 2.5 
不 明 4.4 6.2 1.6 4.1 4‘6 10.8 2.6 5.0 2.5 3.7 
計 1哩 65 I 61 122 I 11哩よ 37 39 80 40 24 15 27 

(註〉①前療なし(主婦又学生で部職経験のないもの〉、②継承(前職経倹なくて先代より引きついだもの〉、

@間部門雇用〈馬産業分類部門に麗用されていたもの)、④異苦E門自営(興産業分類邸内の自営業主から

転換したもの)、⑤異部内藤用(異産業分類部門lと耳重用されていたもの〕、⑥その他(阿部門を他地域か

ら移設したもの等〉、なお、怒門の区別は事業所統計(昭'44)の中分類を規準とした。但し、卸小売の、

「飲食料品小売Jr飲食!日 「その他小売jとサービス業の「洗たく・潔容・浴場業Jのみ小分類を士気準
とした。

ζ 乙での類型は、主として就労形態(とくに濯用か自営〉をまま較にして設定されたもので、その他、わ

れわれは産業部門・機種内容閣の移動を基軸にした類裂をもう一つ設定している〈詳細は後述)。そ ζで

前者を職歴類型TJとし、後者を戦目主類型B)として区別する。

表 2-6 異部門雇用者における王見事業体の産業部門と前職事業体の産業部門

現部 在門 卸 ヲτ全百=今 . 売 業

前職 農 林 漁 鉱 建 軍基
薬卸売業
金融業 不 運輸業 電・ サ 公 不

動 気水
設 造

産
. 
ガ-選業

ピ 計. 保 通 ス
部門 業 業 業 業 業 業 険 業 イ言 ス 業 務 明

中央 一 8.3 8.3 8.3 27.8 5.6 111 2.8 8.3 19.4 36 
隻平 一 30.8 23.1 一 15.4 7.7 7.7 15.4 13 

白石 一 一 18.2 -1 18.2 27.3 36.4 11 

タ芝-1 2.21 二~・o 1 4.3 110.旦10.丸一」二 4.3 4.3 6町5 6.5 46 

現部 門在 サ ど ス 業

農 林 漁 鉱 建 製
業卸売業売 議業

不 運機業 電気水・
サ 公 不

前職 動
設 造 . 

霊安
. 

ガ-道業
ビ? 計

部門 . 
保倹 通 ス

業 業 業 業 業 業 業 信 ス 業 務 明

中央 一 6.7 6‘7 一 20.0 26.7 20.0 20.0 15 

豊平 28.6 一 14.3 14.3 42.9 7 

白石 100 一 1 
夕張 一 14‘3 42.9 28.6 14.3 7 
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表2-7 事業体の創業年と事業主の職歴類型(A)

中 央 E豊 玉ド

~紹20年 昭21-30 昭31-40 昭41-48 ~昭20年 昭21-30 昭31-40 昭41-48

前 E置なし 24. 1 5. 7 6.1 13.0 40.0 3.4 
継 承 41. 4 一 14.3 

間部門雇用 6.9 37. 1 32. 7 39. 1 14.3 40.0 17.4 24.1 

築部門自営 6.9 8.6 10.2 8. 7 20.0 26.1 34.5 

察官官 r~ 麗用 13.8 37. 1 44.9 30.4 42.9 39.1 34.5 

そ の 他 5. 7 4. 1 4.3 8. 7 3.4 
不 明 6.9 5. 7 2.0 4.3 28.6 8. 7 

言f 29 35 49 46 7 5 M 28 

自 石 タ 張

~昭20年 昭21-30 昭31-40 昭41-48 ~昭20年 昭21-30 問31-40 昭41-48

前歴なし 4.2 15.4 10.0 5.6 17.9 3.6 
継 主堂 66. 7 20.0 46、7
同部門雇用 20‘O 25.0 38.5 13‘3 25.0 14‘3 35. 7 
奏部門自営 33‘3 40.0 29.2 26.9 6. 7 8.3 7倶 1 3.6 
異部門麗用 33.3 19.2 16. 7 52.8 60. 7 53.6 
そ の 他 一 8.3 2.8 一
不 明 20.0 6. 7 5.6 3.6 
計 6 5 24 26 30 36 28 28 

上の差がみられる 表 2~ 9参照一 )ζ のζ とは、表2-11のサービス業にみられる特定業種

( f洗濯・潔容・浴場業jなかでも環美容が代表的)への集中化が、特iζ同部門麗用のものに最も高

くみられる ζ とに端的にいえる。他方、サービス業iζ比べ参入が容易とみられる卸売・小売業の場合、

異部内雇用者からのものについてみると、他類型のものと比べ、相対的に多業種化している乙とに気

づく。確かに、特定業種(r飲食料品小売業J、 「飲食居Jrその他の小売業J)への集中度は相対
的に高いとはいえ、他類型と比べ、その他の業種にも広がる分散性を示している点が特徴的である。

だ、がこのととは、すでに、業穫の創業年次別変化でみたように(表2-3.参照)、業穣構成が狭磁化

一特定業種へ集中した偏侍的構成ーしてきた ζと、ならびに、昭和31年以降、異部門麗用者から

の転換カ王、漸減へ転じてきている ζ とをあわせて考えると、一見、多業種化しているようで、その内

実は、創業しうる業穫を狭めつつある厳しい状況をうかがわせる。以上の諸点から、次の ζ とが明ら

かにいえる。第一に、乙れら零絡事業体の性絡にかかわって、その形成過程も、漸次、同部門雇用者

から業主化への傾向が全般的iζ強まり、その限りでの各業種部門をかなり閉鎖的に充足せしめつつあ

る乙と。第二iζ、巽部門自営とて、従来の自営業経験iζてらして、、許容しうる範間内での転換を志

向する〈ζのζ とは特に、卸売・小売業でほとんど特定業種ー 「飲食品小売業J、 「飲食時J ー

への集中化iとみられる点のように〉傾向を強めており、その ζとが、第三K...巽部門麗用者が進出し

うる業穣の可能性を狭めつつ、表面的に多業種イとをみせつつも、内実的には、特定業種への進出志向

を強め、限られた業種部門での過多現象による競争を激化させてきている ζ とである。だが他方、第

四iζ資格・技能・知識の取得による経験を生かした業種への進出として、専門サービス業(たとえば

険事→法律事務所、地方自治体土木部職員→建築事務所、税務士学絞長→税務会計事務所、その他司
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表2 8 職歴類型(A)と創業時の資金調達方法

中 央 差是

自 親親 行銀金融 知ィト総合
そ 不 自 続親 銀行金融 知人紐合

そ i
己 -せ 己 -せ

資
兄き
費lJ者業

の 計
資
兄弟き 町-者業

の
弟

金 の {也 明 金 . の 他

前震な し 60.9 8.6 13.0 4.3 13.0 23 75.0 25.0 
卸 継 承 44.4 22.2 11.1 22.2 9 一
売 向部門雇用 519 24.1 7.5 11.1 3.7 1.9 54 50.0 一 33.4 . 奥部門自営 57.1 14.3 21.4 7.1 14 41.2 29.4 17β 11.8 

異部門雇用 53.8 25耐O 9.6 7.7 3.8 52 43‘5 13.0 21.7 8.6 4.3 
売 そ の イ也 83.3 -1 16.7 6 60.0 20.0 20.0 一
業 不 明 55.6 11.1 22.2 11.1 9 25‘。 25.0 25.0 25.0 

計 55.1 19.8 11.4 7.1 4.8 1.8 167 45.8 18.7 15.3 13.6 1.7 

言音波なし 25.0 50.0 12.5 12.5 8 一
総 承 66.7 33.3 3 一 一 一サ
向部門薦問 57.1 23.8 4.8 14.3 21 55.6 27.8 16.7 

異部門自営 100.0 4 71.4 一28.6 一ヒホ
異部門援用 56.5 21.7 17.4 4.3 23 55.6 11.1 11.1 

ス
そ 他 100.0 の

業
不 明 -1100.0 l 一
きT 55.7 23.0 11.4 8.2 1.6 61 57.1 17.1 5.7 8.6 2.9 

前歴なし 51.6 19.4 12.9 6.5 9.7 31 75.0 25.0 
調妻 承 46.7 13.4 6.7 一 33.3 15 一

全 同部門雇用 55.0 23.8 6‘3 11.3 2.5 1.3 80 54.2 20.9 20.8 
異部門自営 66.7 11.1 16岨7 5β 18 52.0 20.0 20.0 8.0 
奥部門庫室用 53.2 泊.1 12.7 7.6 2.5 79 50.0 11.1 13.9 8.4 5.6 

体 そ の 他 85.7 14.3 7 60.0 20.0 -1 20.0 

不 明 54.5 9.1 27.3 9.1 11 25.0 25.0 25.0 25.0 

計 55.2 1 20.4 1 11.2 7‘5 3.3 2‘5 241 51.5 17.2 11.1 12.1 2.0 
(設) 集計は主主件数でとっている。

表 2-9 職歴類型(A)と事業主の創業時年令

中 央 重量 平

前 継

部悶門麗
実部門営自 奏pE部重q 

そ .:F 前 継
部同 奥部 巽 そ

歴
の

歴
震門 門自 部門麗 の

な な

し 承 ffl 用 他 明 し 承 用 営 用 他

20 才未満 5.6 一 一33.3 
20 - 29 才 50.0 30.6 7.1 24.5 16.7 42.9 42.9 11.8 30.4 

30 - 39 才 27.8 28.7 35.7 39.6 16.7 42.9 66.6 -150.0 41.2 30.4 

40 - 49 才 11.1 22.5 35.7 20.7 50.1 7.1 29‘4 17.3 33.3 

50 - 59 才 一 2.0 7.1 9.4 33.3 -111.8 4.3 33.3 

60 才以上 5.6 一 2.0 7.1 3.8 16.7 一 一 5.9 4.3 
不 明 2.0 14.3 一 4.3 

非 該 昨当 100.0 2.0 7.1 1.9 一 100.0 8.7 

計 18 12 49 14 53 6 7 3 14 17 2313 
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玉v- 自 石 タ 張

不 自 毅・せ親 銀行・金融業 知.人1総メ口ミ
そ 不 自 親綴 録1)金 知イト総合

そ 不

己 己 -せ
町・業者融計

資
兄き

者室長方

の 計
資
兄き の 計

弟 町者 弟
明 金 . の 他 明 金 . の 他 明

4 20.0 40.0 20.0 20.0 5 50‘。 12.5 37.5 8 
50.0 50.0 2 52.9 29.4 17.6 17 

16.7 6 44.4 55.6 9 47.1 23.5 11.8 17.7 17 
17 78.9 10.5 10.5 19 33.3 33.4 16.7 167 6 

8.7 23 52.9 17.7 17.6 11.8 一 17 47.1 21.4 15.7 11.4 4.3 70 
5 66.7 33.3 3 50.0 50.0 一 2 
4 100.0 一 1 50.0 33.3 16.7 一 6 

5.1 59 58.9 21.4 12.5 5.4 1.8 56 47.6 21.5 15.9 11.9 3.2 126 

50‘O 50.5 一 2 60.0 40.0 5 
100.0 -1100β 1 一100.0 l 
18 43.8 25.1 18.8 6.3 6.3 16 21.1 47.4 26.3 5.3 19 
7 100.0 66.7 33.3 3 

22.2 9 50‘。 50β 2 50.0 20.0 10.0 10.0 10.0 10 

100.0 一
8.6 35 45.5 22.7 18.2 4.5 4.5 4.5 22 38.5 35.9 17.9 2.6 5.1 39 
4 28.6 28.6 28.6 14‘3 7 53.8 23.1 一23.1 13 

lOO.O l 60.0 40.0 5 45.0 40.0 15.0 一 20 
4.2 24 43.8 40.7 9‘4 3.1 3.1 32 36.2 34.0 14.9 10.7 4.3 一 47 
25 70.8 12.5 12.5 4.2 一 24 37.5 18.8 25.1 12.6 6.3 16 

11.1 36 55.0 20.0 15.0 10.0 一 20 47.1 21.2 15.3 10.6 5.9 85 
5 66司7 33.3 3 50.0 一 50.0 2 
4 100.0 l 57.1 28.6 14.3 7 

6.1 99 54.3 24.0 13β 5.4 1.1 2.2 92 44.2 26.3 15.3 10.0 4.2 190 

自 E タ 張

不 前 継
部同 異部 奥部

そ 不 富5 継
伺書門雇名
異部 吉巽宮

そ 不

E霊

雇内用 営内自
麗門
。〉

歴

営門自
F号 の

な な
庭用

明 し 承 用 他 明 し 承 用 他 明

一 一 20.0 

50.0 20.0 35.3 5.6 15.4 -1100.0 53.5 59.2 25.0 21.4 20.0 

-140.0 41.2 38.9 38.5 50.0 18.2 22.2 12.5 41.1 100.0 20.0 

20.0 17.6 27.8 38.5 50.0 27.3 11.1 12.5 17.8 一
25.0 20.0 一 5.9 16.7 7.7 一 3.7 12.5 7.2 20.0 

5.6 12.5 3.6 一
25.0 一 一 3.7 20.0 

一 100.0 5.6 9.1 100.0 25.0 8.9 一
4 5 5 17 18 13 2 1 11 14 27 8 56 5 
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表2-10 事業主の職歴類型LA)と産業部門内容〈卸売・小売業)

中 央 重量

喜吉 継

部同門雇
奥部 異部

そ 不 前 継
部同 異

歴 E霊 部

門営自 内麗
の

麗門
営門自な な

し 承 用 用 他 明 し 承 用

40-41 1m 7世百 業 一 33.3 9.1 11.1 一
42代理商 . 仲立業
43 各種商底小売業

44 織物・衣服・身廻り品小売業 18.2 11.1 20.0 20.0 10.0 

45飲食料品小売業 21.4 16、7 12.1 10.0 22.2 40.0 66.7 25.0 30.0 

46 欽 食 活 42.9 27.3 60.0 38.9 40.0 60.0 33刷3 40.0 

47 自動車・自転主主等小売業 7.1 一
48 家具・建呉等小売業 7.1 16.7 3.0 10.0 25.0 

49 その他の小売業 21.4 33.3 30.3 20.0 16.7 20.0 50.0 20.0 

計 14 6 33 10 36 5 5 3 4 10 

表2-11 事業主の職歴類型(A)と産業銘門内容(サービス業)

中 央 重量

前 藤幸
岡部 5都妻 5都妻 そ 不 前 継 部同 異

歴 主主 部

門慮 内 p巌q の p麗q 
営pg q な

営自
な

し 承 用 用 他 明 し 承 ffl 

75 旅館 . 下宿業等 8.3 6.7 一 16.7 
77 洗たく・理容・浴場業 25.0 33.3 41.7 33.3 100.0 100.0 60.0 50.0 

78 その他個人サーピス業 25.0 33.3 8.3 25.0 10.0 

80 誤 楽 業 16.7 

82 自 動 主事 事き 備 等 一 8.3 25.0 10.0 一
部そ の 他 修 潔 業 33.3 8.3 25.0 

85 広告・調査・情報サービス 8.3 16.7 

86 その{也事業サービス業 6.7 一
87 専門サー ピス業 25.0 8.3 25.0 46.7 

88 医 療 業 25.0 8.3 6.7 100.0 20‘O 

91 教 予著 一 一
計 4 3 12 4 15 1 10 6 

一一一-'-一一一一L..

法書士など)，ζ集中してみられる中央や、他地域での医療業(たとえば、勤務医→開業医など)のよ
うに、知的専門職的事業体に特化した転換が乙れら奥部門麗局者に特徴的であるととである。だが、

ζれとても産業部門では異なるとはいえ、職種内容では、ほとんど間ーか類似のものである ζ とに注

目しなくてはならない (ζの点は後述〉。
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‘ 
平 自 石 タ 張

異 そ 不 詰E 総 同 異 異 そ 不 前 継 同 異 異 そ 不
童話 控室 部 部 部 t主 部 書官

部門麗p緩q の P号 門 F~ の F~ 
pF占自a古号， 

の
Tょ 震

苦g言 震
な 濯

用 {也 明 レ 承 用 用 {也 明 し 承 用 用 {也 明

15.4 12旬5 50.0 9.1 2.2 

一 一 一 2.2 

7.7 33.3 75.0 一 6.3 9.1 50.0 一 14.3 18.2 33.3 19.6 -1 50.0 

15.4 33.3 33.3 100.0 75.0 50.0 27.3 一100.0 14.3 36.4 33.3 50.0 23.9 
30.8 25.0 33.3 12.5 18.2 42.9 9.1 11.1 50.0 23.9 -1 25.0 

-1 33.3 18.2 

7.7 9.1 一11.1 4.3 -1 25.0 

23.1 -1 333 25.0 18.8 18.2 28.6 27.3 11.1 23.9 100.0 

13 3 4 3 2 4 16 11 2 1 7 11 ヨ 2 46 4 

平 白 石 タ 張

異 そ 不 前 継 同 5要 異部 そ 不 前 継 間 異部
5嬰 そ 不

苦苦 置霊 吉宮 部 E霊
苦F麗F 号

部
門 の 円 門 門 の p~ F守 の
産霊 な 産室 自 麗 な

戸品自込ゐ 麗
用 f也 明 し 承 用 営 用 {也 明 し 承 用 用 イ也 明

一 一 一 25.0 50.0 一 一
28.6 50.0 l叩.0 50.0 100.0 一 25.0 100.0 91.7 -1 14.3 

28.6 一 一50.0 28.6 -1100.0 
一 一

一 一 -1 10.0 一 一
14.3 一 100.0 一

一 一 一 一
一 -120.0 一 一

28.6 -1 10.0 一 一 -1 14.3 
50.0 -1 10.0 一 50.0 一 8.3 -1 28.6 
一 一 一 -1 14.3 

7 2 10 4 1 12 2 7 

かくして、主として就労形態上の変化を中心にした職歴類型 (A)の部門的特性の分析を行なっ

たが、それとの関連から、職歴変遷iζ伴なう地域的移動の問題に若干ふれよう。表 2-12がそれであ

る。間部門雇用→異部門自営→異部門麗尽になるにつれて、札幌三地域の場合、札幌以外からのもの

が多くなる。特Iζ豊王手、白石の場合、 30-38%のものが、道内市町村から流入・創業したもので占め
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表 2-12 事業主の職歴類型(A)と前職地

中 失 霊童 平

前 事時 部同
巽書p臼官q 
異 そ 不 前 継 部同 異 異部

麿 部 授 部

円雇
用内雇
の P護守 門自 門産霊な な

し 承 用 営 f通 明 し 承 用 営 用

札 線 市 71.4 64.3 54.7 16.7 71.4 64.7 56.5 

タ 張 市 一
選 内 市 部 6.1 9.4 14.3 14.3 17.6 17.4 

道内町村部 7.1 3.8 7.1 5宮 13.0 

道外 . 外地 4.1 一 11.3 7.1 8.7 

不 明 18.4 28.6 20.8 83.3 85.7 -1 11.8 4.3 

言十 49 14 53 6 7 14 17 23 

か

域

を

も

と

門
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で

を
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と
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の
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が
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の
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約

で

ス

一

か

聞

に

り

て

ざ

思
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ど
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表 2-13 奥部門麗用者の前職地

卸売・小売業 サー どス業

中央 塁塁王手 白石 夕張 中央 翠玉手 白石 夕張

札幌市 52.8 69.2 54.5 16‘7 60.0 42.9 100.0 
夕張市 54.3 71.4 

遅室内市部 11.1 15.4 1~.2 2.2 6.7 28.6 14.3 
道内町村部 5.6 7.7 18.2 2.2 14.3 
道外・外地 13.9 10.9 14.3 
三ド 明 16.7 7.7 9.1 26.1 33.3 一14.3 
計 36 13 11 46 15 7 1 7 

石)、サービス業〈豊平)では、札幌以外の地域から、 30-50~ぢ近くも流入してきているのに対し、

夕張では両部門とも、札幌三地域の 1/2もしくは%のみしか他地域から流入していない
ζ とである。

卸売・小売業と比べ、サービス業は、産業部門ならびに地域的移動の面からみた織態変遷のあり

方がそれぞれ狭臨iとして、それほど流動的でないのに対し、卸売・小売業の方は、部門も相対的に多

様化しているとはいえ、特に昭和41年以降はむしろ、特定業種への集中化をみせていながらも、地域

的移動では、一定の広がりを有している。 ζ うした特徴も、中央、夕張を対極地域とする各西地域の

条件の違いによって、必ずしも一様の傾向を示すとはいえない。

そうした点をより深めるために、次節では単なる就労形態上の変化に基づく職歴類型wではな
く、産業部門と職種内容を絡み合わせた職歴類型 (B)を設定し、就労形態の変化が、 ζれら、部門・

職種間の移動にどうあらわれ、いかなる特徴を示すかを、まずみる ζとにする。そして、そ ζでの諸
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自 石 タ 張

そ 不 前 継

間部門緩

奥 そ 不 前 継 間 異 異 そ 不

震 部 歴

書

部 部
の

営p自q 
の

営門自
F号 の

な な
雇用イ也 明 し 承 F詩 他 明 し 承 イ也 明

33.3 25.0 70.6 72.2 53.8 50.0 一 7.4 25.0 3.6 

48.1 62.5 55.4 一

23.5 5.5 15.4 50.0 11.1 5.4 一

一 16.7 23.1 3.7 1.8 100.0 
66、7 5.9 

係
_1 8.9 一

75.0 5.5 7.7 一 100.0 12.5 I 25.0 100.0 

3 4 17 18 13 2 l 81 56 5 

特徴にみられる傾向が、 ζれら零細事業体の今後iζ、どう影響しているかをさぐる ζ とにしょう。

(31 事業主の産業部門・職種開移動の特質と零細事業体の今後

すでに前節でのべた就労形態上の変化を特にした織歴類型(A)では、未だ産業部門・職種内容の

細部まで解明しえなかった。悶・異産業部門といっても、部門的にど ζ まで同一、どこまで異質なの

か、又、奥部門とはいえその職種を生かしつつ転換をはかりえたこともありうる。そうした細かな質

的変化をみきわめるために、本節ではとくに、産業部門・職種面での移動の特質を明らかにするため、

職歴類型 (B)が設定された。その内容は表2-14の通りである。 ab…… hへいくにつれて産業部門

では段階的に異質なものになってし吋。そして、それぞれの各部内内で職種の同一性もしくは異質性

の規準が組み合わされて構成されている。又、職歴類型 (A)の同部内藤周は、ほほ同一部門と類似部

門が対応し(ほiまといったのは卸売・小売業の三三業種、サービス業のー業種は間一部門とのみ対応、

他は類似部門まで含めている一表 2-5の註参照〉、異部門麗用は異業部門、異質産業大分類部門

iと対応する。そして異部門自営は、前自営業主に全て対応する。

さて、前雇用者について当類型の地域的・部門的特性で気づく ζとは、第一iζ、全体として同一

職種のものと、異質産業・翼賛職種iζ大きく二分され、両者で 7割以上iとなる。その場合、同一産業

部内内では、同一部門→類似部門→異業部門の績で、部門の興費化の段階iζ応じ漸次、減少していく

ζ とである o ただ、し、それを全て同一職種を基調とした動きである ζ とが注目される。即ち、産業部

門では異質でありながらも、夕張を除く札幌三区の場合、全て半数以上が職種の間一牲に基づく転換

である ζ とである(同一職種の比率は中央-55.4%、 -54.0%、白石一76.7%、夕張-39.7労〉。

た Y夕張についてそうでないのは、とくに卸売・小売業における異質産業・異質職種(殆んど石炭産

業労働者)のものからの転換が大きく作用しているからである。第この点iま、部門知jでは卸売・小売

業iζ比べ、サーピス業の方が同一産業内での転換(中でも間一部門・間一職種〉の比が高く、したが

って当然にも間一識穏の経験を生かした転換も高く、白石、夕張のこ地域ではその動きがとくに目立

つ。 ζのサービス業の動向は、前節でのべた当該部門が需要する労働力の費と深く関係している ζと

はいうまでもない。そして第三としては、前自営業主の場合、異業部門と異質産業の自営業主からの

-159-



教育学部紀婆第24号

表 2-14 事業主の職歴類型(8)表

産 業 分 類 職業分類

I 同 一日一-t!(J't1l-7Hî&$f~) c:= 同 職種

異質 " 
$分類同一性(類似分類部門) [一一一一一一-地dc 同 職務

異質 /1 

大分類同一性〈異業分類部門)仁二宮 同一職種

奨質 11 

n 異質産業大分類部門
Lー:

同一軍車種

異質 " 

班 その他〈前歴なし+継承+筒部門移設)

(詮〉 産業分類は事業所統計(昭44)の小分類による o 例えば、間一分類部門とは fずし屋j→ fすし援J
類似分類部門とは「すし屋j→「食堂・レストランj、異業分類部門とは「飲食j苫j→「飲食料品小売

業J'c転換したような場合である o
織業分類iま国勢調査〈昭45)の中分類によって筒ーか、巽質かを区別したo例えば、異質織穏とは、

「一般事務従事者J→「商品販売従事者JIC転換したような場合である。

表 2-15 事業主の職歴類型(BJと地域ならびに産業郎内

会 体 卸売・小売業 サービス業

く前雇用者〉 中央 重量平 白石 夕張 中央 豊平 白石 夕張 中央 豊平 白石 夕張

同一度草壁・同一部門・関職穣 34.0 37.8 60.0 27.7 31.4 23.5 26.7 12.7 40.7 58.8 90.9 63.2 
11 . " . ~毛職種
/1 -類似部門・向織種 10.7 6.7 8.4 12.9 13.3 7.3 3.7 10.5 

" 
. 11 異職種 1.2 一 1.8 

11 -異業部門・同署員穫 4.9 10.8 3.3 3.6 7.1 23.5 6.7 3.6 一
1/ . ノノ . ~聖職種 3.9 2.4 2.9 3.7 10.5 

異質産業・関職穣 5.8 5.4 6‘7 1.4 13.3 一 14.8 11.8 

" -要急車車種 40.8 45.9 23.3 56.6 44.3 52.9 40.0 74‘5 37.0 29.4 9.1 15.8 

計 102 37 30 83 70 17 15 55 27 17 11 19 

<前自営業主>

同一産業・類似部門・関職種 7.1 5.9 5.6 37.5 10.0 6.3 167 
11 . 1/ -異職種
11 -異業部門・符織積 7.1 23.5 50.0 25.0 10.0 40.0 56.3 100.0 一 一
1/ . 11 5要職種 50.0 60β 25.0 

異質産業・向車車種 7.1 一 25.0 一
11 -巽職種 28.6 70.6 44.4 37.5 20.0 60.0 37.5 50.0 83.3 100.0 100D 

計 14 17 18 8 10 10 16 2 4 5 2 

転換が多くみられ、したがって中央・登平のように必ずしも職種の関一性をも十分保持しえない地域

もみられだすように、前麗用者と比べ部門聞の移動範簡が相対的に拡大しているととである。前事業

安維持する上での困難をつぶさに経験した乙とによって、かえって奥質な事業へと転換をはかる傾向
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がある ζとと思われる。第四には前雇用者の場合と比べ、部門では逆にサービス業lζ異質産業の自営

業主から転換したものが高いという特徴をみせる。

乙のように、前雇用者の場合は、問ーもしくは額似といった部門の近接伎と同時に以前の職種経

験を生かしうる範圏内での事業経験を志向しつつ、なお全く異質産業部門のしかも異なった職種から

の転換といったニつの方向性がみられた。 ζのζ とは創業した事業体の特質とも深く関係するわけで

ζの点は後述する。他方、前自営業主の場合、少くとも異業部門のように近接よりやや速い部門(よ

り近接的な類似都内を中間iζ介在させて)での職種経験を生がしうる事業体を志向しており、従来か

ら古い事業体集穣のある中央、夕張では、異質産業部門からの転換が、他の三地域iζ比べ少ないとい

う傾向もみられるととである。そして前自営業主について注目すべきは、職種の異質性の高さから、

転換のフレクシピ 1)ティをみれば、中央→号室平→白石→夕張の!綴で低下していく乙とである(異質職

穏の比は中央:78.6 %、豊平:70.6 %、自6:必4%、夕張:幻.5%)。

ζのように、単に産業部門の異質伎の程度と範留のみならず、職種の向一経験を生かしうる程度と

範簡の問題が現実に転換をはかるうとする場合、言重要な事だといえる。しかし、 ζ うした職療の特質

も漸次、様相を変えつつある現伏に着尽する必婆がある。表2-16がそれである。前雇用者について

みると、特徴的な ζとは、各地域ともに、昭和30年から昭和40年代にかけて、同一部門・間一職種か

らのものが増加し、逆iζ、異質産業・異嚢職種からのものが減少し(ただし中央のみやや矯力的、そ

して中間の類似部門・異業部門からのものはともに減少あるいは停滞を示すζとである。いいかえれ

ば同一部門・間一戦種からのものが、昭和31年以降一般化し、大勢を示してきており、 ζのζ とは、

識経類型(A)でふれた同部門襲用者の大勢化とほぼ軌をーにしている(しかも同部門といっても最も

狭い同一部門・陪ー職種からのものに限られてきつつある乙とに注目)。少なくとも、昭和30年代ま

では異質産業部門からの転換が情勢を示したにも拘らず、昭和41年以降になると、それら部門からの

転換は減少しはじめ(とく κ夕張のそれは顕著)、全体として昭和41年以降、部門間移動が硬直化し、

狭臨化してきている事実を物語るといえよう。少くとも、高度経済成長期における昭和30年代にみら

れた ζれら事業体の比較的移動の範間も広いといった特徴をもった対流化現象は、昭和41年以降、よ

り狭騒な範囲と程度を特徴とするものに変化してきている点が指摘できる。 ζのように、昭和40年を

墳とする事業体創業の特質上の途いから、とくに昭和40年以降ζれら事業体の創業ならびに経営にと

って厳しい環境がつくられてきたといえよう。

つぎに、そうした年次別推移に伴なう一定の傾向性をふまえながらも、現実には職歴類型(B)で

みる限り同一部門・同一職種、異質産業・異質職種(前雇用者)ならびに異業部門、異質産業・異質

職種(前日営業主)はとくに主要な転換の型を示しているわけで、それらの裂は当然lζも、事業体の

業種的役絡と深く関係する。したがって、前述した ζ ともその関係の変化としてより綿かな業種内容

にまでおりて検討する ζ とが必要となる。表2-17、表2-18はそれぞれ卸売・小売業ならびにサー

ビス業の両部門を業穣内容別に職歴類型(B)と関連させたものである。 ζζで気づく ζとは第一iζ、

前麗用者を中心にみると、卸売・小売業の場合、その地域的特性から中央に f卸売業jの創業が比較

的いくつかの類型に分散的にみられる ζとである。だが中央の当業種とて、すでに第一節でふれた創業年次別

の動向でみる限り、漸減傾向をたどっており、より規模の大きい事業体の進出による卸売部門の集中

・再編の進展が、 ζれら零細企業体に大きな影響を与えつつあるにとを物語る。だが、そうした大勢

下でもやはり、末端の卸売部門が創業しうる地域は中央やせいぜい重量平lζ特化してあらわれていると

とは控目したい。そして第二は同一部門といった最も狭い範鹿内での移動についてみると、中央のよ
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表 2-16 

中 央 重量 玉手

昭21年 昭31年 紹41年 昭21年 昭31年 昭41年

昭20年 昭30年 昭40年 昭48年 昭20年 昭30年 1lB40年 昭48年 昭20年

く前雇用者〉

同一産業・同一部門・同職種 33.3 18.5 37.8 43‘8 25.0 100.0 28.6 43.8 
グ . 11 . ~毛職種
λF -類似部門・同職種 22.2 8.1 6.3 
11 . 11 . ~亀職穣
グ -異業部門・筒職種 16.7 7.4 5‘4 14.3 12.5 
11 . 11 . ~毛織稜 11.1 2.7 

異質産業・関職種 11.1 5.4 3.1 12.5 
11 - 奥職穣 50.0 29.6 40.5 46.9 75.0 57.1 31.3 

計 6 27 37 32 4 2 14 16 

く前自営業主〉

同一霊長業・類似部門・同職種 25.0 10.0 
〆， . 11 -異磯種 一
〆〆 -異業部門・向車車種 33.3 50.0 10.0 50.0 
11 . が -異職種 50.0 33.3 60.0 50.0 

異質産業・同職種 20.0 一
11 -異職種 50.0 33.3 20.0 25.0 1∞.0 50.0 80.0 50.0 
計 2 3 5 4 一 l 6 10 2 

うな都心部では一定の技能・技術を要するか、あるいは地域的密度の高い 〈例えば官公需要の大

いさ等)Iζ対応した f欽食f苫Jくすし屋)、 「その他小売業J(時計屋、印家屋)が自立ち、白石の

ような新開地や夕張になるにつれて、そうした間一部門だけでなく、巽業部門、異質産業・異質職種

の類型でそれほどたいした技能・技術を要さないもので、しかも、比較的小地域の需要に対応した菓子

屋、米屋、青果居、鮮魚屈といった業穫が目立つ (ζの傾向は主に前雇用者の場合だが、前自営業主

でも、異業部門、翼賛産業・異質職種で同様の ζ とがいえる)。他方、第三三としてサービス業につい

てみると、中央・豊平の如く一定の人口増加ならびに人口流動量の大いきに支えられて、美容業(間

一部門)ならびに知的専門職的事業体(建築事務所・法律事務所一乙れらは巽質産業・同職穣一)

が目立ちはじめ、白石・夕張になるとむしろま理容業に特化してくる。ただし、中央の場合、異質室長業

・異質職種という全く別の部門からの転換では、むしろ白石・夕張の同一部門でみられたものと問じ

潔容業へと変ずる ζとである。

ζのように、各地域的条件に対応して、例えば中央にみられる間一部門の場合は、その産業部門

内容を熟知した技能を有する専門的な職人的担イプのものの転換としてあらわれ、異質産業・詞職種

の場合は、その地域にある官公庁といった主要結節機関との関係より生ずる特化的需要に適合した事

業体創業がみられる(例えば知的専門職的事業体の如く)。一方、郊外地の白石や夕張となると、仁科

央にみられた傾向以外応、前職部門の異質性とはとく κ関係なく主義人としても新規に開業しうる程度
の業穣が強くみられるといった特震がよみとれよう。 ζのζとは、人口や諸機関の質的構成あるいは

量的関係、交通機関、そして間業部門の進展度等、その地域的諸条件にかなり規定された形で、事業
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令

自 石

昭21年 昭31年 昭41年

昭30年 昭40年 紹48年

100.0 42.8 66.7 

13.3 

14.3 

14.3 一
28.6 20.0 

1 14 15 

14.3 

50.0 42.9 57.1 

50.0 57.1 28.6 

2 7 7 

現下の都市零細規模事業体の生成過程と労働力構成

タ

昭21年

昭20年 昭30年

44.4 25.0 

11.1 14.3 

3.6 

11.1 3.6 

33.3 53.6 

9 28 

50.0 33.3 

33.3 

50.0 33.3 

2 3 

強

間31年

昭40年

14.3 

4.8 

81.0 

21 

50.0 

50明。

2 

昭41年

昭48年

36.0 

8.0 

4.0 

4.0 

48.0 

25 

100.0 

l 

体創設がはかられ、又、それら諸条件

の変化が、事業体経営に大きく作用し

うるととを物語っているわけで、少く

とも、それら事業体の対流化にみられ

る一定の方向ならびに範囲が当然にも

想定されるものと考える。

だが、 ζ うした事業体の創業・転

換・消滅・再生といった展開過程自体

がもたらす対流化現象の骨格はさぐり

えても、現実にはそれら骨熔をつよく

っき動かし、その変容をせまる諸条件

はあるわけで、例えば、夕張にみられ

る石炭産業衰退化に伴なう排出労働力

の自営業主化の動きは特定部門(r飲
食自J • r飲食料品小売業Jにみられ
る)への過度集中となってあらわれ、

既存事業体部門全体の構成lζ大きな変

化を与える。そして ζのζとは常に ζ

れら事業体内部あるいは相互間の質量

的構成変容の契機として考えられると

問時に、これら事業体を含めたより全

体的な康業諸組織構成自体の変容が大きな影響をもたらしているのは当然である。既lζのべた「織震

類型J(A)での狭磁化傾向(間部門雇用の大勢化)ならびに業種部門構成の儒街化と特定部門への集

中化をもたらしつつある因として考えられるより大きな事業体の浸透作用(具体的には系列化・

化・チェーン化・集団化等の動き)は、その端的な動きとして看過しえない ζとである。そして ζの

ζ とは、乙れら多様な職歴経験を担いつつ、現lζ事業を経営せざ、るをえないとれら事業体の今後の見

通しに深い影響を与えている ζ とはいうまでもない ζ とである O

その点をさぐるために、今後の事業継続ならびに継承の見通しについてみてみよう(表 2-19)， 

継続の意志については中央、夕張で f現状維持jの漸減化と f規模拡大Jの漸増化の傾向に対し、重量

王手、白石では逆lζf現状維持jはとくに昭和31年以降、漸矯している。だが住目すべきは、中央、夕

張のこ地域で転業イとを忠向するものが昭和31年以降漸矯しはじめ、その傾向は夕張でとくに目立つ。

少くとも古い事業体を多く有する中央・夕張の場合、一方では仰んとか現状よりの拡大を閉ざしつつ

も、他方、事業内容そのものの転換を迫られてきている事業体も僧えてきている点は看過しえない。

とくに ζの傾向は昭和41年以降のものになると各地域とも10銘を上まわる比率を示している ζとに注

倒したい。すでに職歴類型(B)の推移に関してのべた ζれら事業体存立のための条件が、かなり厳し

さをましてきている ζ とと深く関係している ζとはいうまでもない。とはいえ、いづれにしても、現

事業を現状のままにしろ、拡大を，志向するにせよ、全体で80勿以上のものが存続の意向をもっているに

も拘らず、子供への事業継承見通しとなると、各地域とも多くて30%程度しかみられず、他はその見

通しさえもちえないでいる現状がよみとれる。その傾向はとくに札幌の場合、最も新しく創業した事
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表 2 17 事業主の職膝類型(8)と 部門内容(卸売・小売業j

節 代
各種 物織趨り

欽食料品

飲 員等
家等

浬
具小商 活R筆 . ロロロ lj[小

7t E . 衣小 金 . . 
イ中

7業小七念Er 
服売

F E事業
建売

立 -業 7t U 
業 業 身 業 1苫 兵業

も

40-41 42 43 44 45 46 47 48 

中央 4.5 36.4 22. 7 
.. 

重量 平 25.0 25.0 
間一産主業・同一部門・隠悪霊種

白石 75.0 

夕張 42.9 114.3 14.3 14.3 

中央 33. 3 55.0 loqq. q) 
11.1 

重量 平

向一産業・類似部門・同職種
白石 000.0) 

50.0 

夕張
25.0 25.0 50.0 

中央

主主 平

同一産業・類似部門・奥車車種
白石

夕張 100.0 

中央 000.0) 
20.0 20.0 20.0 

霊童 平
(50.0) (50.0) 

25.0 25.0 25.0 
向一産業・異業部門・局職種

白石
(22.2) (11.1) (33.3) (11.1) 

100.0 

夕張 (50.0) (50.0) 

。。‘O
中央 06.7) ¥.00. 1) 

豊平

同一産業・異業部門・異職種
白石

夕張

中央 100.0 一
差是 平 司 F

巽 震度業・同職種 白石
50.0 

タ強

中央
(50.0) 

6.5 16. 1 16. 1 45.2 3.2 

重量 平
06.7) (16.7) (33.3) 

公2.2 11.1 33.3 11.1 
異質産業・奨職種

白石 一
(66.7) 06.7) 

16.7 50.0 16.7 16. 7 

夕張 2.4 2.4 19.5 24.4 19.5 4.9 
拘輪開鳴い伽網開欄哨嶋嶋-

〈 主主( )内のものは前自営業者、 ( )のないものは前雇用者で上段が前自営業者、下設が
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計の

他 f町、

の 実

" 
業小売 数

」ノ

49 

‘ 36.4 22 

50.0 4 

25.0 4 

14.3 7 

(1) 
9 

(0) 
1 

50.0 2 

一
4 

O 

一 O 

一 O 

一

(1) 
40.0 5 

25.0 
(2) 
4 

(22.2) (9) 
l 

一 {2 2) 

l〔o16o-Oij (6) 
2 

O 

O 

O 

一

一 。
50.0 2 

一
Jl 

(50.0) (2') 
12.9 31 
(33.3) (6) 
22.2 9 
(16.7) (6) 

6 

26.8 41 

前雇用者である。

現下の都市等総規模事業体の生成過程と労働力構成

左記t:t分類の中で、比率の高いも
のの小分類別内訳

数字は実数

IJ、分類部門数/中分類部門数

⑩寿司盤竹⑩時計活% 印章展%

⑮鮮魚底%米麗句

@洋服仕立飯売ちる

⑮米屋%

@米屋ちち 菓子屋弘 豆腐屋もな一部自営ー

⑬食堂% 一前自営一

⑩食堂尽/14 酒場号/14. 喫茶阿4. パ-2/14 

@喫茶、そば%

制曾画睡菓菓文食子具肉子屋、青も3/f果bZq1一/03 前鹿川一 申酒屋2/3
庭 鮮L魚前3 米 2/10.
3/11.薬局2/自1/1営，1小一O.鳥2/屋11.時計2/11.
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業体でかえって継承不可能

( r自分の代かぎりJ)を
訴えている点に如実にみら

れる。 ζの事業体の継続意

志と継承見通しの間の大き

な議離・矛盾はもはや資産主

継求を基調とする家業的経

営が、かなり沼難となって

きている ζ とを想定させる

ものといえる。少くとも長

い歴史を刻みながら、一定

の需要lζ支えられている当

該地域に定着してきた事業

体は、大きな変動を直接ζ

うむらぬ限り、ともかく存

続可能性をもちえても、そ

うでない場合、現状のまま

では、継承が殆んど困難iと

なってきている様相がよみ

とれるのである。乙の問題

を職歴類型(A)とかかわら

せてみると、どうであろう

か。(表 2-20)。概して卸

売・小売業について気づく

ζとは、奥部門雇用者から

のものに継承見通しがもて

ない傾向が強くみられ、全

体としても間類型iζその傾

向が反映している。しかし、

ζのζ とは継承のものある

いは同部内藤用者からのも

のとて決して、継続・継殺

の閣に議離がないをいうの

ではなく、各類型おしなべ

て継承の低佼そ示している

ととはいうまでもない。だ

が、とくに奥部門雇用者か

らのものが、相対的に;jji;離

が強くみられる点は、同類
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表 2-18 事業主の職歴類型(8)と産業郎門内容(サービス業)

館旅 dt;浴 そサ 娯 自 そ 広.&.報 そサ
Tこ

の i 動 の の i. く 車 {也
.サ

-場 他ど 楽 潟! 他ピ
理 整 {度 ま筆ヒF 億ス。廿， 倒ス 備 理
-業 入業 業 等 業 情ス 人業 司ル

75 77 78 80 82 部 85 86 

中央 45.5 9. 1 9.1 9. 1 9. 1 j. 

主主 王手 60.0 10.0 10.0 一
同一産業・問一部門・商事車種

白石 50.0 10.0 一 20.0 

夕張 91. 7 一

中央 一 100.0 

愛平
000.0) 
一 一 一

間一産業・類似部門・同職種
白石 一 一 一

夕張 一

中央 一

釜平 一
同一産業・類似部門・異職種

白石 一

夕張 一

中央

重量 王手
同一産業・異業部門・間職種

白石

夕張 一

中央
(100.0) 

4・
豊平 一 一

同一産業・異業部門・輿織穣
白石 一

夕張 一 50.0 一

中央
000.0) 

25. 0 一

重量 平 一 一 一 一
異質産業・同職種

白石 一 一 一

夕張 一 一 一 → 

中央
(50.0) 

10‘。 40.0 ー 一 一 一 10.0 

豊平
(20.0) (40.0) (20.0) (20.0) 
40.0 40.0 10.0 

異質産業・異毅種
白石

(100.0) 
一 一 一 100.0 

夕張
(50.0) (50.0) 
33.3 33.3 
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専門 医 教 計

サ
，-、

左記中分類の中で比率の高いものの小分類の内訳
療

実

ピ?
数 数字は実数

ス ) 

〈小分類部門数/業 業 育
中分類部門数

87 88 91 

9. 1 9‘1 11 ⑫美容業% 洗たくもち 理容業勺

20.0 10 ⑫美容業% 理容業% 洗たく Lも

10.0 10.0 10 柳容業% 美容業匂

8.3 12 ⑫理容業向1 美容業与/11

一 1 
( 1) 

一 O 

50.0 50.0 2 

。
。
O 

一 O 

O 

一 O 

O 

一 O 
(1) 

100.0 1 

O 

O 

50.0 2 

75.0 
(1) 
⑧土木建築サービス% 法律事務所4 

100.0 2 ⑧司法誉士、会計事務所%

O 

O 
(50.0) (2) 

⑫理容業九 @湾法養士、会計事務所%30.0 10.0 10 
(5) 
⑫美容業弘 理容業弘 一前自営業一5 

(I) 
l 
(2) 

33.3 3 

ヴ

tno 
t

，A 
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表 2-19 事業体の創業年と事業継続ならびに事業継承の見返し

中 央 重量 平 自

昭21年 昭31年 昭41年 昭21年 昭31年 昭41年 昭21 年年| 

昭20年 昭30年 昭40年 昭48年 昭20年 昭30年 昭40年 昭48年 昭20年 昭30

現状維持 82.8 77. 1 63.4 60.9 71. 4 40.0 70.8 75.0 100.0 60.0 

規模拡大 10.3 17. 1 26.5 28.3 20.0 20.8 10. 7 40.0 

転 業 6.9 5. 7 10.2 10.9 28.6 40.0 4.2 10. 7 

廃 業

不 明 4.2 3.6 

継承済み 24.1 22“9 2.0 4.3 20.0 4.2 20.0 

継承期待 13.8 11. 4 14.3 13.0 14.3 4.2 14.3 16. 7 

子供の自由 34.5 28.6 53.1 37.0 14.3 20.0 75.0 50.0 50.0 60.0 

自分の代かぎり 27.6 37. 1 30.6 43.5 71. 4 60.0 16. 7 35. 7 16‘7 20‘O 
不 明 2.2 16.7 

計 29 35 49 46 7 5 24 28 6 5 

表 2-20 事業主の職歴類型(A)と事業紘続ならびに事業継承

一①く全体> @く卸

中 央 皇室 玉手 自 石 タ 張 中 失

現状 継承継承 現状 語 現状 産承主継 現状
継承済継殺期

現状
継承済継承期

持維
済耳耳

持維 維 済期承
持維 持維み待 持 み待 み待 み待

自立療なし 33.3 38.9 33.3 33‘3 100.0 81. 8 27.3 21. 4 28.5 

継 承 100.0 8.3 100.0 100.0 100.0 85. 7 35. 7 100.0 16. 7 

間部門雇用 61. 2 24.5 78.6 7. 1 52.9 17.7 40. 7 37.0 57.6 27.3 

奏部門自営 78.6 35. 7 70.6 17.6 94.4 32.4 50.0 25.0 70.0 50.0 

奥部内藤周 66.0 22.6 69.6 8.6 30.8 15.4 58.9 26.8 66. 7 16句7

不 明 85. 7 28.6 75.0 25.0 40.0 20.0 80.0 

一③くサー ξス業>

前経なし 75.0 75.0 100.0 75.0 50.0 
継 承 100.0 100.0 100. 0 100.0 100.0 100.0 
同部門雇用 75.0 16.6 80.0 10.0 60.0 10.0 45. 7 33.3 
奥部門自営 100.0 50.0 33.3 100.0 100. 0 50.0 
異部門罪事用 66. 7 33.4 57. 1 14.3 71.4 57.2 
不 明 100.0 100.0 } 

主主の事業存続の点に限ってみても、その不安定さを物語っているといえまいか。 ζ うした類型間

比較での相対的な事業存続の安定度の途いはあるとはいえ、いまや、家業継承を慈謁とした存続可能

性の菌難は、全般化してきているものといえよう。 ζの乙とは、従来の自家労働力に依存しながら存

続してきた ζれら事業体存立のあり方が、家族構成の変化(とくに夫婦家族化の進展)ならびに家族
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石 タ

昭31年 明41年

昭40年 昭48年 昭20年

66.7 65.4 70.0 

16. 7 23. 1 10.0 

8.3 11. 5 20.0 

8.3 

4.2 20.0 

29.2 7. 7 16. 7 

45.8 46.2 33.3 

20.8 462 26. 7 

3.3 

24 26 30 

売・小売業>

重量 玉F 白

現状 継承継本 現状

総 済期 維
持 み待 持

33.3 33.3 100.0 

100.0 

75‘O 50.0 

80.0 10.0 93.8 

84.6 7. 7 36.4 

75.0 25.0 

現下の都市零細規模事業体の生成過稜と労働力構成

昭21年 昭31年

昭30年 沼40年

58.3 57.1 

19.4 28.6 

16. 7 14.3 

2.8 

2.8 

16.7 10. 7 

13.9 25.0 

22.2 25.0 

47.2 39.3 

36 28 

石 タ

継承継承 現維状

み済待期
持

85. 7 

90.9 

50.0 55.6 

31.3 50.0 

9. 1 58. 7 

50.0 

張

昭41年

昭48年

50.0 

28.6 

21. 4 

7.1 

10.7 

57.1 

25.0 

一

28 

張

継家継承

済み待期

14.3 

27.3 

33.3 

19.5 

25.0 

成員の役者j個人化とその地位変化あるいは多就

業の一般化、就労形態変化の流動化(賃労働

者の自営業主化、自営業主の賃労働者化)そし

てζれら事業体の量的増大にも拘らず他部門か

らの参入の質的狭酪化の進展等の諸条件が現出

してきた中で、もはや家族と事業体との表裏一

体的電層性は失われ、その分立的電層性から離

脱的分離への過程をたどりはじめつつあるもの

と考える。

最後に、われわれは本主主で指摘しえた諸特

徴を大きな慈調としてとらえ直し、上記で分析

してきた諸事実を位霞づけ一定の結論とする。

その第ーは、地域的条件に対応した ζれら零細

事業体の最的矯加傾向には、産業部門間で一様

の矯加を示す段階から部内閣不均等増加へと転

じ、やがて需要減のような地域的条件の大きな

変化にみまわれると、逆lζ漸士脅から停滞そして

漸減へと転じ、またもや縮少再生康的な部門関

の一様な増減傾向を示すというように、段階的

な事業体の集積にみられるその質的な構成変客

をもたらすというととである。第こには自営業

主の輩出過程をその職震類裂(B)でみると、確

かに産業部門ならびに職種内容の同一性を十分

生かしうる事業への転換が主要な流れとなりつ

つも、逆lζ全く異なる産業部門からの転換をみ

ても、少くとも前の職種経験を生かしうる程度

と範囲が考慮された部門間移動としてたちあら

われる傾向がみられたο その ζ とは、とくにサ

ービス業iとみられるように、産業部門の業種的性格iζ深く関連した動きを示す ζとである。そして第

ーには、昭和30年代を転居期としてとくに昭和41年以降になると、職歴変遷も同部門雇用者(しかも

間一産業・間一職穣へ特イじ)が大勢を示しつつある ζとが、より顕在化してきたわけで、その変遷内

容もより狭磁化一硬護化してきた様相をみた。そして、 ζのζ とは問時に就業しうる業種部門もその

構成が偏侍的となり、却ち、特定部門への集中化をますます強めてきた ζ とと深く対応した状況が生

みだされつつあり、乙のように昭和41年以降、 ζれら事業体の創業ならびに経営にとって厳しい環境

が生みだ、されてきた点である。したがって、第四として、 ζ うした動きに大きな影響をもたらした全

体的な産業諸総織の変容に規定されて、事業体創業にあたっての事業主の職歴類型聞に一定の定着・

安定化の程度と範囲よりみた変動的差逮が類型間の梼造連関として構成されつつある ζ とである。乙

のζとは、とくに奥部内藤用者からの動きに注目した捉え方で示した点である。そして、乙うした梼

造連関の低位性は、従来の ζれら事業体にみられた対流化現象の形態における変化を考える上で、主義
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要な鍵を提供しうるものだと考える。そして、最後に、以上からして、事業体の今後を考える上で、

事業継続と継承の議離・矛盾の深まりは、当然にも従来みられた家業的経営の体質を変えつつあり、

世帯(あるいは家族)と事業体の積層的関係自体を大きく変化させてきている事実を十分ほりさげる

必要性がある。そして、 ζの問題は、次章以下でとくに現状の労働力構成のあり方とかかわる分析か

ら深める乙とになろう。

註

1) ζの点については、すでに石原孝一・布線鉄治「地域開発と地域社会変動構造J(r北海道大学教湾学
部産業教育計E題研究権設研究報告書J6 間施設 1966.10，)の中で、苫小牧市』とおける事業体の推移
を克明に分析している。

2) ζζでの対流化現象については清成忠男のいう f中小企業は下降・消滅の側面を有するとともに、問時

IC発生の上昇の側面を有するのであって、とのこつの側蔚が合成されて社会的対流現象が生ずるのであ

るJという綴点から、示唆をうけた。済成忠男『臼本中小企業の様造変動JI1970.新評論 2J{o 
3) ζうした前織と浅草誌との組み合わせによる職歴変遷の分析手法については、既に以下の諸論文で種々の

士気撃によってなされている α

f小零総会業の存立条件一小零細金業の生成・3蓄積・分解ーJ (財)九州経済調査協会. 1968. 
江口英一・松尾昌子 f小商業の構造と労働一小売業におけるーJ (nig民金融公節調宝正月報j1967.4) 
清成忠男 f零級企業激増は逆行現象かーそのメカニズムと実態-J (ri緩済評論] 1970.3，)、 ζの中で
九州経済調変協会の調査では、われわれの分析結果よりやや低いが、やはり「中小企業労働者が、小零

紛怠営業主の最大の供給基盤J(同議60Jむといわれており、また、上記、清成論文でも「開業中小企業
従業員j出身のものが、 63.4必とかなり高さを示す(再論文 37頁〕、しかし、江口等の上記論文では、

商業主の場合、 「他の諸階層と区別された一つの階層としてうけつがれて再生産されてきた部分と誰で

も容易に参入出来る鍔分とがあるととJというように、参入の業種的特震にふれており、との指摘は、

本稿での分析結果と、かなり似た数値を示す(間察、 34-35頁)。

3 零細事業体の従業者構成と労働条件

(1) 零細事業体と労働力構成

従業者規模が 1-4人という零細事業体の形成とその業主の職歴変遷について、 ζれまで述べて

きたが、以下においては ζれら事業体の内実;とおりて、その存在の現実的状態を更に追求する。

とζろで、従業者 ]-4人規模の事業体は、単lζ零細事業体としての意味だけではなく、いわ

ゆる家族従業者と若子の使用人を有し、家族単位の労働をお ζなう自立営業(者)一自営業という社

会階層としての性格をも与えられるものであった1)。しかしながら、一口K自営業の規模範域が 1-

4人規模震に妥当するといっても業主1人だけの従業者の場合においては、内容的にいって自営業と

しての実質を備えているかという点では疑問が残る 2)。又閉じ従業者規模を示したとしても、その規

模を構成する就業者の地位、性格とその構成内容はかならずしも閉じものであるとはいえない。

との事業体は零細規模であるが故にそ ζで就労しているもの一人一人の地位、性絡のちがいや、

去就は事業体iζ直接的で規定的な影響を与えるであろう。つまり自営業に関しての現実的な規定は従

業者の規模κよってなされるよりも、そ乙での従業者の構成内容如何κよってなされるべきものであ
るという ζとである。それ故、 ζの1-4人規模という零細ではあるが、その内部を構成している地

位、性格の巽る従業者の構成の仕方によっては、 ζ れら事業体の性格規定も異ならざるをえない。そ
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ういう意味から、 1-4人規模事業体が、いわゆる自営業としての規模基準の内容的妥当性が示され

ているという ζ とがいえるのかどうか、又妥当するとして自営業層といわれるものの今日的段階にお

ける特質や存在形態や意味がいかなるものであるのかという点が、その事業体の内実において検討さ

れる必要があろう。

乙ζではそのような点からいわゆる自営業・零細規模事業体(1-4人規模)の内実を示すもの

として、従業者の内部構成一労働力構成による差異に者自して、その特質を明らかにする ζ とから、

1-4人規模事業体の内実にせまり現実的性格を明らかにしようとするものである。

とζろで、現実の 1-4人規模の事業体は三つの奥った就業上の地位をもつものによって構成さ

れている。つまり事業主、家族従業者、雇用者又は使用人のまつの層であるが、事業体の従業者は、

ζれらの複合的組合せによって構成されている 3)。 ζれをいくつかの分類規準を用いる ζ とによって

1-4人規模の従業者の内的繕成による差異を示した詳細な分類・類型化が可能となる。それを示し

たのが表 3-1であるが、 ζれは、第一花、事業体iζ麗用者を入れているかいないか、第二lζ、基本

的iζ性格の異る三三つの従業者の複合的組合せの仕方によるちがい、第三には、全従業者数によるち

がい、第四には、事業主が、男であるか女であるかという、四つの分類基準によって得られたもの

である。それぞれ第一の区分による大分類では 2つのタイプが、第二の区分を加味すると中分類とし

て5つの空イプ、第三の区分を買に入れると小分類として10の安イプ、そして第四の区分を加え純分

類になるとそれは26のタイプにわけられる。

以下零細事業体の基本的特震をさぐり出す上で、 ζの従業者の複合的総合せによる内部構成一努

働力構成の差異に着目して検討する ζとにしたい。なお以下における倹討は分類基準が第一と第二

の分類によるものを主とし、必要に応じて第五、第四のものにも言及しですすめていくω

(2) 零細事業体の従業者規模とその内部構成

1-4人規模事業体を零細規模といってもその中身は1人から 4人までの従業者人数の差異があ

り、また人数にとどまらず、それを構成している従業者の性格においても差異を内包している ζとは

すでに述べて来た 5)。それでは1-4人層といわれるものの内部構成がいかなるものになっている

かを更に検討する。表3-2は従業者規模別の構成比をみたもので地域別、産業部門別構成比である。

ζれによると、全体的には2人規模が最も多くて、各地域ともほぼ3苦手jを占め、中でも白石では

46%と半数に近い割合を示していた。次いで、 1人と 3人規模が2苦手jずつで、 4人はわずかに 1割に

すぎない。乙のようにみると 1-4人規模事業体の内部構成は2人規模に鷺心をおき、それ以下の 1

人規模安加えると、その 6密jを占める。全体としては、 2人規模に近い構造をなしているといえよう。

ちなみに、各地域毎の一事業体の平均従業者規模は中央で2.51人、豊平2.32人、白石2.31人、夕張2.

57人と若干の地域による差臭はあるにせよすべて 2.5人台を越すものではなかった。

また、産業部門別では、卸売・小売業よりはサービス業の方が若干従業者が多いようであるが、

地域による差異もあり同一ではない。

とζ ろで ζれは、昭和44年度の事業所統計調査による北海道における 1-4人規模内の構成比と

ほぼ関様の傾向を示すものである(表3-2，表3-3参照)。つまり、全産業部門では、 2人規模

は35労にものぼる割合を示し、 1人と 2人規模のあわせた割合では68郊を占め、いかに2人以下層が多

いかを示している。 ζζではかなりの産業開の差異がある。建設業、サービス業では 1人規模が最も

多いのに対して、製造業や卸売・4清業では2人に集中的であるというちがいがみられるが、我々が対象

-171-



教湾学部紀委第24号

表3-1 労働力構成類型のカテゴリー

大類型 中 類 裂 小類型 約 類 主主
コード 全従業者数ナンノマー

A !挙 身 主主
A -=:ご
ド善寺(f;o ① 1人

I ト夫(男) ② 1人

望支 B 夫 I議 型 B 夫+妻 ③ 2人
族

労 C 家族労働力依存型
C
1 
-=:ご
トr 著書+家従(1) ④ 2人

働 ト~夫+家従(1) ⑤ 2人
カ

の レ/姿+家従(2) ⑥ 3人
み C2ぐト夫+家従(2) ⑦ 3人
の ト¥夫十著書÷家従(1) ⑧ 3人
も

の レ/委十家組3) ⑨ 4人

C3 ~ ←失+家従(3) ⑬ 4人
ト¥夫十妻十家従(2) @ 4人

D 家族労働力・援用混合型
D1
可ご←t 委+家従(1)十康問(1) ⑫ 3人

ト~夫十家従(1)+濯用(1) ⑬ 3人

E v姿十家従(日用(1) ⑭ 4人

震

D2 ~ 
夫+家従(2)+雇用(1) ⑮ 4人

!ft ←一夫噌÷家従(1)十雇用(1) ⑮ 4人

労 R軒家従(1)十雇用(2) @ 4人

働 夫+家従(1)+震用(2) ⑬ 4人

カ

を E 雇用労働力依存型
E
1 
<: 
ド著書十震!ft(1) ⑬ 2人

手す ト~夫÷庭用(1) ⑫ 2人
す

る レ/知新開(1) @ 3人
も E2 ~ トー姿+薦問2) ⑫ 3人
の ¥夫十震用(2) ⑮ 3人

/夫+善幸十雇用(2) ⑧ 4人

E3 ~ 一委十穫期3) ⑧ 4人
¥夫十雇用(3) ⑧ 4人

一一一一

とした卸売・小売業と、サービス業では 4人規模ではほぼ同じ割合を示していた。

乙のように、 1-4人規模事業体の内部構成は 2人規模以下に電心のある構成をなしている ζ と

がわかる。かように 1-4人規模層といっても実際的には 3-4人という規模を構成するにいたらな

いという事業体が多く一層の零細牲が指檎できる。

次にζれらの従業者規模を構成している従業者の就業上の地位別構成についてみる ζ とにする。

すでに一事業体当り平均金従業者数については、地峻別にみたが、事業主を除く家族従業者と雇
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表 3-2 従業員規模別構成樹

全従業員数
全 体 卸売・小売業 サービス業

中央 主主平 白石 夕張 中央 愛王手 白石 夕張 中央 愛王手 白石 夕張

l 人 19.5 27.7 18.0 24.6 20.2 32.4 12.8 25.0 20.0 25.0 26.7 33.3 

2 人 37.1 33.8 45.9 32.0 35.8 40.5 53.8 35.0 40.0 29.2 26.7 25.9 
3 人 22.6 16.9 24.6 18.9 23.9 10.8 25.6 20.0 22.5 25.0 33.3 18.5 

4 人 13.8 15.4 9.8 13.1 13.8 13.5 7.7 8.8 12.5 20.8 6.7 14.8 

5人以上 6.9 6.1 1.6 11.5 6.4 2.7 一 11.3 5.0 6.7 7.4 

計(実数〉 159 61 61 122 1的 37 39 80 40 24 15 27 

表 3-3 1-4人規模4仕事業所中に占める規模別事業体 用者の割合及びその平均

人員は表3-5、表3-

6の如くである。これに

よると、中央、豊平では

雇用者の割合が若干高く、

白石、夕張では家族従業

者iζ比主主が高くみられた

が、 ζれも産業部門では、

卸売・小売業で家族従業

者が占める割合が高いの

の割自問 (北海道)

晶子寸竺!1-4人 l人 2人 3人 4人

全 E霊 業 100 32.8 34.9 19.5 12.9 

重量 設 業 100 32眉7 27.1 20.3 19.9 

製 if旨 業 100 17.3 34.6 26.5 21. 6 

卸小売業 100 24.6 40. 7 21. 4 13.3 

サービス業 100 37.0 30.4 19.6 13.0 

出典:昭和44年事業所統計調査

表 3-4 1'-4人規模事業所数・従業者数・常雇数以)(北海道)ζ対して、サービス業で

全産業 建設業

全産業・全事業体

毒事 業 所 207.422 12，001 

従業者総数 180，535 234，512 

ウチ 常 雇 1， 426， 615 173，426 

事業所 135，852 3，561 

1-4人 従業者総数 2槌，670 8，096 

ウチ常麗 99，695 3，364 

事業所 44，512 1， 166 
1人
ウチ 常霊童 5， 785 82 

事業所 47，349 964 

2人 従業者総数 94，698 1，928 

ウチ常藤 20，239 508 

事業所 26，504 722 

3人 従業者総数 74，512 2， 166 

ウチ常麗 34，356 1， 023 

事業所 17，487 7的

4人 従業者総数 69，948 2，836 

ウチ常雇 39，315 1， 751 

出典:昭和44年事業所統計調査

製造業

14，349 

298， 775 

245， 734 

4， 799 

12，111 

3， 773 

832 

53 

1，659 

3，318 

460 

1，271 

3，813 

1， 280 

1，037 

4， 148 

1， 980 
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卸小売業

1∞，920 

533，471 

348，172 

73，285 

163，710 

46，553 

18，049 

906 

29，812 

59，624 

8.852 

15，659 

46，977 

16，号04

9，765 

39，060 

19.891 

サービス業

54，320 

383，260 

305，115 

37，892 

79，042 

35，518 

14，026 

3，455 

11，503 

23，∞6 

7，691 

7，442 

22，326 

12，021 

4，921 

19，684 

12，351 

1ま麗用者の割合がか

なり高く 7割lζ達す

ると ζろもみられた。

全体としては産業部

門的な差異を内匂し

てはいるが、ほぼ業

主を除く家族従業者

と同じ程度か、それ

以上の割合で雇用者

が存在する ζ とが示

されている。 ζれを

従業者規模別にみた

全従業者〈業主を含

む)Iζ対する雇用者

の割合では、ほぽ2

人規模で10鎖、 3人

規模では30弟、 4人

では50%が濠用者に

よって従業者が構成
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されているという傾向がみられる。 4人規模κおいては雇用者の割合が無視出来ないものである ζ とが
わかる(表3-7参照)。と ζ ろで ζれについても先にみた昭和44年度の事業所統計調査による北海

山 6)
道の 1-4人の事業体の全従業者に占めるめ麗 の割合を 1人から 4人の規模別にみたのが(表3-

8)である。 1-4人規模事業体全体では全従業者の35労が常雇である。中でも建設業、サービス業

では40%を越える割合を示しているが、反閥、製造業と卸売・小売業は30%以下となり、産業部門に

よる大きな差異がみられた。 ζれを規模別でみると、 l人から 4人へと大きくなるに従って常震の割

合が高くなっており、建設業、サーどス業では3人規模で常震が半分を占め、製造業、卸売・小売業

でも 4人規模で常震が半分を占めている。乙れを更に一事業体の平均常藤数をみると、 1-4人事業

体全体では 1人に支らないものの、建設業、サービス業ではほぼl人がいるととになるが、規模では

3人規模事業体ではすべての産業部門で一事業体あたり 1人以上の常雇がかならずいる ζ とκなり、

全従業者3人中 1人が常震で、その地位別構成は業主、家族従業者 1人そして常態 I人という内容と

なる。更に ζれが4人規模になると常雇は全産業の平均で2.25人と金従業者の過半数以上となり、特

iζ建設、サービスの両部門では 2.5人と金従業者の 6割を常濯が占めている。

ζのようにみると、少なくとも 4人規模事業体においての業主を除く家族従業者の全従業者に占

める割合は全産業では20%足らずで、建設業やサービス業においては109彰台へと更に低下する。

かくの如く、 4人規模事業体においては、事業体の労働力を構成する上で、家族長の労働力はかなり

低い割合しか占めておらず、その大半は雇用者(常雇)に依存している ζ とが指檎できょう。

以上みてきたように 1-4人規模事業体の内部構造はその労働力構成においてかなりの差異をも

っている ζ とになるし、更にその乙とは}-4人規模という零細事業体であったとしても、それを

支え構成している従業者は、その大部分を家族員のみに依存しているわけではなく、雇用者に依存

して事業体の維持・存続をはかつている部分が少なからず存在する ζ とを示したものとみる ζ とが出

来よう。

さて、すでに従業者規模の構成と従業者の費的構成についての検討をして来たが、それらを更に

労働力構成類型と関連させて、先に指摘した傾向について追求してみよう(表3-10参照〉。

まず中分類による規模との比較をしてみると、すでに類型設定においてA及びBは構成上それぞ

れ 1人、 2人という規模が確定している。次にCの亨イプでは各地域ともほぼ90.......100労で2人又は

3人に集中しており 4人そ数える ζ とは少ない。 D亨イプは中央の50絡を最低として 4人規模に集中

しており、 E亨イプは 3人規模の割合が一番多く、ほぼ半数を占め残りを 2人と 4人のと ζろでほぼ

25必ずつわけあうという構成である。 Dのヲイプが一番規模的には大きく、次いでE、そしてCのi頓

になっている。

乙れを雇用者がいるかいないかでみた大分類によると雇用者のいない Iのタイプの事業体では事

業体の90%以上は 2人以下の規模であるのに対して、護用者のいる Eのタイプの75-85%が3人以上

に集中してきている。

以上、みてきたように 1-4人規模事業体が自営業の規模規準の内容に妥当するとはいっても、

純粋に家族労働力にのみ依存している事業体はその規模においては 2人以下に限定されており、 3人

以上の規模をもつものはきわめて限られている ζ とが示される。勿論、 1-4人規模の金事業体の構

成内容は確かに2人規模以下に比震をもち、 1-4人規模全体の性格は乙の麗に規定されようが、その中

でも少なからぬ部分が家族員によってではなく、かなりの部分を雇用者によって労働力構成会とっ

ているものもある ζ とに注目する必要があろう。それをもっともよく示す中分類のEヲイプでは、幸喜
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現下の都市零細事業体の生成過稜と労働力構成

表 3-5 家族従業者と雇用者の平均人組人J 業主以外の従業者は震局者であり、それも

2-3人という雇用者依存によって専ら労

働力が構成されている形態も多くみられ、

乙ういう場合は、襲用者が単lζ家族従業者

の不足分を補充するものとか、擬制的家族

従業者という性格としてのみ位霞づける ζ

とは出来るのかどうか疑問が残る。少なく

とも業主以外の家族従業者を広汎に結合して

事業体の労働力構成をなしているとはいえ

ず、家族的経営体としての性絡を脱したも

一平事均数業家族体従当事り 一事均業体当り 一平事均業金体就業当者り王手 震用者人
者人 数 数

中央 0.69 0.82 2. 51 

豊平 O. 60 0.72 2.32 

白石 0.75 0.56 2. 31 

夕張 0.80 O. 77 2.57 

(家族従業者は業主を除く)

表 3-6 家族従業者と雇用者の構成出鈎

中央

全 皇室 王手

体 白石

夕張

中央
卸小
皇室 王手

売売
-業 白石

夕張

サ 中央

ピ
重量 平

業ス 白石

夕張

家族従業者

45.8 

45. 3 

57. 5 

50.8 

50. 0 

60. 0 

66.0 

60. 0 

35. 1 

31. 4 

47.6 

30.6 

雇用者

54. 2 

54.7 

42.5 

49. 1 

50.0 

40.0 

34. 0 

40. 0 

64.9 

68. 6 

52.4 

6Q.4 

のとみる ζ とは出来ないであろうか。乙れらにつ

いては要lζ結論で再度ふれるとして、以下では従

業者に関する検討を加える ζ とにする。

(3) 従業者の性及び年令別構成

零細事業体を構成している労働力は業主とそ

の家族従業者そして雇用者によっているが、 ζの

事業体の労働力iζおける性絡の質的内容や、経営

体のもつ特質を知るうえで、それぞれの基本的属

性を把握する必要があろう。 ζζでは、それを性

と年令においてみられる特性を検討する。

(家族従業者は業主を除く)
① 性別構成

署長 3- 7 全従業者lζ対する

麗用者の答日制矧

ヰ廻 中央 霊平 白石
2 人 12.5 5.4 12.0 

3 人 33.3 35.6 46‘2 

4 人 50.0 50.0 46.9 

夕張

11.8 

30.4 

47.2 

性別構成を従業者地位別にみると(表3-11

参照)、まず業主では、札幌の三地域で男子が3

1ζ対して、女子 Iの割合になっているが、夕張で

はやや女子の割合が高く表われており、特lζ、卸売・小

売業ではほぼ札幌なみの構成比を示しているのに、サー

ビス業では、男女が閉じ比率を示しており、夕張におけ

るサービス業の女性業主の高きが目立っているo

次iζ家族従業者では業主とは逆iζ女子の割合が圧倒

的に高く、とりわけ 白石の二地域では9割近くと

女子でほとんどが占められている。中央や夕張はややそ

れよりも女子の都合が低く、若干の男子家族従業者の存在が認められるものの、それも2割程度にすぎ

ない。産業部門的にはサービス業で一層女子のおめる割合が高くなっており、 ζの部門での女子化が

特徴としてうかがわれる。

ζ のように家族従業者はその大部分を女子でしめている乙とになるが、その家族内の続柄をみると、

それは男子の業主に対する奏という続柄が大半で、白石、豊平では家族従業者の 7割以上にもなって

いる。中央・夕張では、妻は6割と若干低くなるのに対し、子供というのが、 3刻、父母・兄弟とい

ったその他の家族民も 1割ほどみられた(表3-12参照〉。
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常雇用/
/従業者数

表 3-8 金従業者中lζ占める常麗者の割合路)(北海道)

産\業~\規\模\J.lIJ (1-4人) 人 2 人 3 人 4 人

全 E霊 業 34. 5 (13. 0) 21. 4 46. 1 56.2 

建 設 業 41. 6 ( 7. 0) 26.4 47. 2 61. 7 

製 造 業 31. 2 ( 6. 4) 13. 9 33. 6 50. 9 

卸売・小売業 28.4 ( 8. 4) 14. 9 35. 9 50.9 
サービス業 44.9 (24. 6) 33.4 53.8 62‘8 

昭和44年事業所統計認査より作成

常雇用/

表 3-9 l事業体さきり平均常雇人数(人) (北海道)
/従業者数

ぶ内壁!!(1-4人) 1 人 2 人 3 人 4 人

会 産 業 。‘ 73 (0. 13) O. 43 1. 30 2.25 

建 設 業 0.95 (0. 07) O. 53 1. 42 2.47 

製 造 業 。‘ 79 (0. 06) 0.28 1. 01 1. 91 

卸売・小売業 0.64 (0. 08) 0.30 1. 08 2.04 

サービス業 0.94 (0. 24) 0.67 1. 61 2. 51 

昭和44年事業所統計調査より作成

牲と続柄からみ

て、家族従業者の女

子とは、業主に対す

る というものが大

主幹で、子供といった

ものの続柄も若子の

割合を占めてはいる

が、主要な労働力を

構成しているとはい

ず、むしろ、夫婦に

よる労働力構成が基

本である ζ とを示す

といえる。 ζのζと

は家族労働力は家族

員の複合的構成をも

つてなりたっている

というよりは、夫婦

を単位とした単純な

構成をしている ζと

を示す。かように奏

というものの位霞は

他の家族員とはちが

って、自家営業への

貢献と密着の度合が

高い乙とが指摘出来る。従来、委は家族従業者として他の家族員と一括して扱かわれて来たが、 ζ う

いった点からもある意味で他の従業者と区分された存在として考える必要があると思われる。

次lζ藤局者についてみると、中央・豊平のニ地域では、男子と女子の割合がほぼ同じであるのに

対しで、白石と夕張で女子の割合が高くなっており、特iζ夕張では、 80労が女子と、札幌の三地域と

表3-10 従業者規模別事業体構成比率儲)

L詮¥ tt 央 重量 平 自 石

1人 2人 3人 4人 1人 2人 3人 4人 1人 2人 3人 i
A l∞.0 100.0 100.0 

B 100.0 100.0 100.0 

C '44.4 44.4 11. 1 25.0 50.0 25.0 57. 1 42.9 

D 50.0 50.0 33.3 66司7 一
E 30.2 41. 5 28. 3 25.0 50.0 25.0 15.0 60.0 

計 20.8 39.6 24.2 15.4 27.4 38. 7 21. 0 12.9 20‘O 45.0 25.0 

I 36.9 51. 2 9.5 2.4 43.6 48. 7 5. 1 2.6 30.8 61. 5 7. 7 

E 剖 6 43. 1 32.3 一 21. 7 47.8 30.4 14.3 57.1 
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現下の都市零細事業体の生成過程と労働力構成

は、はっきりとした地域差を示している。夕張では、 ζの規模における雇用者は、女子によってうめ

られている ζ とがわかる。これを産業部内部にみるとより特化した様子がうかがわれる。中央では卸

売・小売業とサービス業では男子と女子の割合は半々であり全体傾向に変化はないものの、豊平は卸

売・小売業で男子が56%と過半数をおめでいるのに対して、サービス業は33%と減って女子iζ道をゆ

ずっている。白石では全体で約H却を男子がおめていた、卸売・小売業とも 3割にもいたらず、 ζζ

でほ両部門とも女子化が進んでいる ζとになる。 ζれが夕張にいくと全体で 2割あった男子麗用者が

卸売・小売、サービスの二部門とも 1苦手jにまで下り、南部門の雇用者は女子のみによっているといっ

てもいい。

以上の如く、従業者の地位別に性別構成をみていえる ζ とは女子従業者依存の高いととで、全従業

者の男女比は、中央・豊平で若手男子の割合が高いもののほぼ同数、白石・夕張では女子の方が高い

割合を示し、特lζ夕張では約6密jが女子労働力に依存している乙とが目立つ。自営業腐といわれる l

-4人規模事業体の内実は女子労働力に大きく依存した構成となっているとみていいのではないか。

勿論、業主、家族従業者、震用者の地位男IJ特徴は異なるし、また労働市場的差異とみられる地域差も

あるが、札幌という大都市域内においても夕張のような衰退的中小都市に似た傾向を示すと乙ろもあ

る乙とは、 ζの零細規模事業体の労働力の内的構成は、今後の方向として、経営環境が厳しくなる中

で、一層の女子化が進展するものと予想される。

② 従業者の年令別構成

従業者の基本属性として次に年令別構成をみよう。各地域の業主、家族従業者、雇用者別の年令

別構成は表 3-131ζ示す通りである。

業主については、中央と夕張、豊平と白石のニブロック iζわかれた特徴がみられる。すなわち、

中央・夕張が業主の80勿以上は、 40才代以上の中高年令層によって占められており、とりわけ50才代

以上は50%近くになっている。 ζれに対して、愛平・白石は中央などと比べて業主の年令腐は比較

的若く、 30-40才代で60-70%を占め50才代以上は25-35%にすぎない。 ζれを男女別にみると、中

央では男子より女子の方が若く、 30-40才代で60%を越え、夕張も40才代以下で55%を越している。

しかし、夕張では50才代以上のものが44;;ぢと男子並の高令者の存在も無様出来ない。霊堂平、白石は男

子とそれほど変った構成をとってはいない。 ζのように業主の年令は、男子と女子で若干の差異は認

められはしたが、すでにみて来た如く、夕張のように事業体の創設が古いと ζろでは業主年令が高く、

愛平、白石のような都市域の拡大に伴って比較官犠近になって創設が多くみられる地域では、中央な

タ
4人 1人 2人 3人

100.0 
100.0 

45.5 45.5 

22.2 

25.0 25. 7 45. 7 

10.0 27.3 35.5 20.9 

45.5 45.5 7.6 

し笠.61 二 2り~

~ 
4人

9.1 

77.8 

28.6 

16.4 

1.5 

38.6 

どよりーまわり務い年令!習に集中している、というよう

な地域的特性の差異によるちがいが尽立つ。

家族従業者についてもやはり、全体としては中央

と夕張が間じ傾向を示し、 20才代-50才代までほぼ20

%台で分散的な傾向であるのに対して重量平・白石は、

30-40才代に集中している。男・女別では、男子の家

族従業者は各地域とも過半数が20才代であるのに対し、

女子では中央・夕張では30才代-50才代まで20%ずつ

分散している。豊平・白石が30才代に過半数が集中し

ている。 ζの地域の家族従業者の70%が奏である ζと

を考えると、ほぼ事業主の年令構成と一定の差をおい
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表 3-11 性別構成(捌

中 央 重量 耳Z 台 石

家族 昔十 家族 き十
業主
家族

震F持者業主 雇用者 業主
従業者
藤用者
(実数) 従業者

fを 体
従業者 (実数)

男 74.2 19.1 53.4 209 73.8 12.8 51.1 77 77.0 13.0 38.2 
女 25司8 80.0 46.2 189 26.2 87.2 48.9 74 23.0 87.0 61. 8 
不 明 0.9 叫

計(実数〉 159 110 130 399 65 39 47 151 61 46 34 

不明

計(実数〉

不明

計(実数)

表 3-12 家族従業者の続柄比率防) て表われているためであろう@男子の家族従

業者で20才代に多かったのは、継承を予定し

た息子遼と考えられるが、年令が40才代を越

えているものは一部に夫が女性業主の中で従

業者となっているものと、業主の高令化によ

って息子が実質的経営主でありながら父親が

夕張

54.6 

29.9 

15.4 

妻

子 供

その他の家族員

業主のままになっているといったケースである。

次に雇用者については、札幌と夕張ではきわだった差異をみせており、地域差がはっきりと出て

いる。まず全体的には各地とも20才未満が若干みられたのは業主、家族従業者でみられなかった乙と

であるが、中でも夕張は20%~í3も 10才代である ζ 」こが自立っている。これに対して、札幌三地域では

20才代が過半数近くを占めているのに夕張では25箔とかなり少ない。乙うしたちがいを含めて、札幌

では20才代、 30才代に雇用者の年令が集中するのに対して、夕張は10才代-40才代までが20%以上の

割合を分散的に構成している。 ζれは麗用者の大半を占める女子雇用労働者の年令別構成を示してい

るが、 40才代以上が30%以上を占め中高年令の雇用者の存在を示している。 ζの傾向は中央において

若子弱められてみられ特に女子における40才代以上が愛平・白石で 5%にもならないのに30%1[.近づ

いている ζ とはみのがせない。以上の年令別構成をみるに、札幌の三地域の雇用者が20-30才代に集

中的に依存して若子男子をも雇用しているのに対し、夕張はより若い中卒の10才代の女子に依存しつ

つ、 30才f¥:，40二tf¥:の中年主婦}習にも依存しているという構成がみられる。

とζろで、 ζれらを労働力構成類型毎にみるとどういう特徴がみられるかを検討してみよう(表

3 -14参照〉。

まず類型別の男・女別業主割合では、 A9イプが女子業主の割合がきわめて高く、豊平の 6割弱

をトップに各地域とも 5割を越えているのが目立つ。他の類型でも中央のDの如く 62労というのもあ

るが、ほぼ309ぢを越える程度で、 Aの平均した高い割合が目立っている。又雇用者に依存したタイプ
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現下の都市零細規模事業体の生成過程と労働力構成

次iζ年令では50才代以上と30才代以下のこつの君草花

わけてみると特徴が一層明瞭になる(表3-15参照〉。

50才代以上ではA脅イプが白石以外のと ζろで50%以上

を示し、 Bでは中央と夕張で50~ぢ以上が豊平・白石は20

%台に下る。 Cでは札幌三地域で70-1∞%ときわだっ

て高い割合を示したが夕張は65%~SJ と低い。 DIま白石を

除いて次いで高い割合を示していたo 又Eでは、豊平・

夕張が65%と高く、中央は若干イ尽く、白石は20%と最も

低い。 ζ うみると夕張では各類型とも50才代以上の業主

によってその 6割が占められている ζ とになり、かなり

の高年者によって構成されている。又白石は逆iとC以外

は50才代以上は20%にすぎず、夕張の高年令構成iζ対し

て対照的である。次いで中央が年令騒が高くとりわけC

とDの世イプで高く、豊平ではC'Dともにそれぞれ、

100 %である。又Eの者イプは重量王手を除く三三地域万30%前後が30才代以下という高い割合を示してい

るのも呂立った特徴である。以上のように全体的に高年令者によって大部分は各類型とも構成されて

いたが、中でも、 Cとひの空イプはその割合で例外なく高いものであったがそれは次のような理由に

よるものと思われる。それはすでに類型の構成上、妻以外の家族従業者一主として子どもが何らの型 a

で従業者として確保され家業に従事しており、業主は労働力化しうる年令に達した子供を保有してい

る年代である ζとによるものである。そういう意味では、 ζの類型は、業主家族の生活周期からして

後半において形成されるものであり必然的に業主年令が高くなるととを示している。

以上の如く類型別にみた性と年令の構成上の特質をあげるならば、まずAタイプの女性業主の割

合がきわめて高い乙と、 C'Dの空イプの大部分が50才代以上の高年令業主によって構成されている

ζ と、又各類型ともかなり地域差がみられ、事業体の参入形成のかかわりもあろうが、白石を除くと

ζろでは全類型で50才代以上の業主によって過半数を占めている ζと、その中にあってEのタイプは

30才代以下での割合が309ぢを占めて、 ζの空イプの比較的若い点などがあげられよう。

1-4人規模事業体の年令別構成は、業主の高年令が一方にあり、家族従業者がそれに次いで、

雇用者は20才代に集中的という構造をもっており、従業者年令におけるこ極集中形態は、以上のよう

な分化の中で構造化されている。その一方では、女子従業者がまず家族従業者において一般化し、次

いで地域差、産業部門差はあるも、藤局者ならびに業主に関し、 A者イプのような類型においてます

ます憎加の動きがみられ、一方ではそれが、中高年令化しつつある。

タ 張

計 家族
雇用者

計

(実数)
業主
従業者 (実数)

66 70.5 23. 7 19.1 127 
75 28. 7 76.3 80.9 185 
0.8 1 

し141 122 97 94 313 
綱島

η
t
の
r
U
4
1
F
A
U

η
t

つゐ

nu

t

i

n

4

 

19 
44 

63 

である Eの場合も20-35%と少なからぬ割合を示してい
~~ 

，~。

(4) 労働条件Kみられる特質

零細事業体は、乙れまでしばしば自営業として家を単位とした労働力の総体として性格づけられ

自づとそ ζで働く従業者においても、家業従業者又はその擬制的存在でもって構成するものとして位

霞づけられ、その労働条件の確定においても労働者としての独立した内容を持たぬものとして説明が

なされて来た。しかしそれはかつてのように家父長的家族制度の影響のもとに営業をしていた ζとに
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表 3-13 従業者の年令別構成倒

中 央 主主 平 自

(全 体) 業主 家殺従業者 雇用者 業 主 廃用者 業 主 家族従業者

20 才未満 一 5.4 一 10.6 

20 ~ 29 才 3. 1 22.0 54.6 3. 1 17.9 44. 7 1.6 13.0 

30 ~ 39 才 18. 2 28.4 19.2 23.0 43.6 31. 9 32.8 39. 1 

40 ~ 49 才 28.9 20.2 10.0 36.9 17.9 8.5 39.3 30.4 

50 - 59 才 20.1 19.3 5.4 15.4 15.4 4.3 9.8 13.0 
4‘ 

60 才以上 28.2 10. 1 5.4 21. 5 5. 1 16.4 4.3 

不 明 1.3 一 一
(努)

20才未満 一 一 2.9 4.2 

20 - 29 才 4.2 42.9 55. 7 2. 1 60.0 41. 7 2. 1 50.0 

30 - 39 才 13.6 33.3 27. 1 18.8 20.0 33.3 36.2 

40 - 49 才 28.0 14.3 4.3 41司7 20.0 12.5 34.0 33.3 

50 - 59 才 21. 2 4.8 5. 7 14.6 8.3 10.6 

60 才以上 33.1 4.8 4.3 22.9与 17.0 16町7

不 明

(女)

20才未満 8.3 17.4 

20 - 29 才 17.0 53.3 5.9 11. 8 47.8 7. 5 

30 - 39 才 31. 7 27.3 10.0 35.3 47.1 30.4 21. 4 45.0 

40 - 49 才 31. 7 21. 6 16.7 23.5 17.6 4.3 57. 1 30.0 

50 - 59 才 17.1. 22. 7 5.0 17.6 17.6 7. 1 15.0 

60 才以上 14.6 11. 4 6. 7 17.6 5.9 14.3 2.5 

不 明 4.9 一 一

表 3-14 業主年令と労働力構成類型倒

イ‘

中 央

一安業陸主軍主容 20 代 30 代 40 代 50 代 60 才 不明 女業性主主事事 20 代以上

A 53.6 3.2 12.9 32.3 19.4 32.3 58.8 5.9 

8 5. 7 17.1 詑.9 17.1 37. 1 

C 33.3 5.6 16. 7 33. 1 48.9 5.6 

D 61. 5 16.7 16. 7 16‘7 50.0 33.3 

E 26.9 1.9 28.3 34.0 20.8 13.2 1.9 35.0 

計 25.8 2. 7 18.8 27.5 20.8 28.9 1.3 26.2 1.6 

自 石

A 50.0 25.0 50.0 8.3 16. 7 53.6 6. 7 

8 5.0 40.0 40.0 10.0 10.0 4.0 

C 28.6 14.3 14.3 71.5 41. 7 

D 100.0 一 11.1 

E 20.0 35.0 45.0 15.0 5‘O 25. 7 8.6 

計 23.0 1.6 31. 6 40.0 10.0 16.6 28. 7 6.4 
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石

農用者 業

8.8 

38.2 5. 7 

41. 2 13. 1 

11. 8 27.9 

28. 7 

23. 7 

一 0.8 

7. 7 

30.8 5. 7 

38.5 12.5 

23. 1 25.0 

30.7 

25.0 

一 1.1 

9.5 

42.9 5.9 

42.9 14.7 

4.8 35.3 

23.5 

一 20.6 

豊

30 代 40 代

23.5 23.5 

22.2 55.6 

一

35.0 

24.1 38. 7 

タ

6. 7 23.3 
12.0 20.0 

9. 1 27.3 

22.2 
20.0 45. 7 

11. 8 30.0 

現下の都千百零総規模事業体の生成過程と労働力構成

タ

主家族従業者

26.0 

21. 9 

20.8 

25.0 

6.3 

47.8 

21. 7 

8. 7 

8. 7 

8. 7 

一
18.9 

21. 6 

24.3 

29. 7 

5.4 

' 一 一一

王手

50 代

17.6 

5.6 

50.0 

66.7 

50.0 

12.9 

張

26. 7 

56.0 

18.2 

11.1 

17.1 

28.2 

張

雇用者

19.1 

24.5 

22.3 

22.3 

5.3 

4.3 

2.1 

11.1 

27.8 

27.8 

16. 7 

5.6 

11.1 

21.1 

23. 7 

21.1 

23. 7 

5.3 

2.6 

2.6 

6以0 才上

23.5 

16. 7 

50.0 

33.3 

15.0 

20. 9 

30.0 

8.0 

45.5 

55.5 

8.6 

21. 8 

よって生ずる性格であるとしても、今日の段階において

も相変らず、そのような家族制度に規定された事業体を

形成しているかどうかは疑問である。

そ'の点の問題を以下、給与ならびに労働時簡を中心

に検討してみよう O

①給与

毎月の給与の確定の度合は、無償労働として労働の

代償を必婆としなかった家族従業者iζ対する有償化の一

つの指標となるであろう(表 3 16参照)。

まず業主及び家族従業者のそれぞれの給与確定度合

をみると、業主においては中央の25%を筆頭に20%

以下となり夕張においては、わずか15労にすぎない低い

確定度を示す。一方家族従業者は札幌の三地区では、 60

9仰とも達し、過半数を占めていたが、夕張ではわずか30

%程度と札幌の半分になるというきわめて大きな地域絡

差がみられた。しかし、乙れは乙れら零細規模事業体に

おいても税金の青色申告の普及による専従者控除の適用

によって家族員に対する形式的、名目的内容に近いもの

であったとしても、給与として何らかの客観化がなされ

賃金形態の形成に対する一定の役割をはたしている ζ と

は指檎出来るであろうし、今後は専従者の給与所得制度

の適用という方法もとられていくであろうから、ますま

す有償化の形態が進むものと思われる。しかし、現実に

は、その所得が家族の所得として、所得が他人化する ζ

となく家計lζ一括組み入れられているととも予想される

不明

5.9 

1.6 

6. 7 

一

1.8 
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し、その給与額も決して一般震労働者並を保証

されているわけではない。その意味では有償化

といっても家族従業者の場合、かなり制約され

ている ζ とはいなめないが、無償労働として、

労働の対価が何ら客観化されていなかった状態

からは数段進んだとみていいのではないか。

次に以上においてみられた従業者地位上の

差異や地域差の他に労働力構成類型上どのよう

な差があるかをみてみる(表3-17参照)。中

分類において、特にきわだった特徴はみいだせ

ないものの、 A類型ではやはり業主の磯定度が

低い乙と、 B類型では家族従業者が他の類型IC

比してf尽く、 E類型では業主の確定度が偽と比

して高く中央では全体で25労弱に対して40%を



越える高い比率を示していた。又中央や白石、

少し比率は下るが豊平といった札幌の三地区で

は、 CとDにおける家族従業者の確定度が高い

のもみのがせない点であろう。

ζれを大分類でみると傾向は一層明確にう

かび上る。つまり業主、家族従業者ともにあき

らかに雇用者のいる盟の類型で確定度は高く、

とりわけ業主の場合の開きが大きく、 I類型と

E類型では確定度lζ2-4倍の開きがみられる。

それは中央、夕張の二地誌に事きしてみられた ζ

とで、号室主字、白石ではそれほど明瞭に差はない。

第24号教育学部紀婆

業主年令と労働力構成類型閣

(50代以上、 30ft以下)

表3-15 

中央 豊平 白石 夕張

A 51. 7 50.1 25.0 54.5 
50 
B 54.2 22.3 20.0 66.0 

代
C 82.0 100.0 71. 5 64.0 

以
D 67.0 100.0 66.6 

上
E 41. 2 65.0 20.0 65.0 

A 16. 1 24.4 25.0 13.4 
30 
B 12.8 22.2 40.5 16.0 

代
C 5.6 14.3 9. 1 

以
D 16. 7 O O 11.1 

T 
E 31. 2 。 35.0 28.6 ともあれ業主においては全体として確定度がそ

もそも低い ζともあって地域によってはその絡

差が大きくみられたが、一方家族従業者の方はもともと全体として確定度が高いζ ともあって雇用者

のいる方が確定度は高いものの I空イプと Hずイプの開きは大き〈みられなし、。以上の ζとは、業主

及び家族従業者においても麗m者がいる ζ とによって経営体としても、給与を出す以上それは一定の
経営費用の一部であり、これは家族員にも妥当するものとして、麗用者の存在が家族従業者の労働

条件に対し一定の影響を与えている ζ とを示すものといえよう。と ζろで、家族従業者といっても、

それはすべて同じ性絡をもつものでない乙とはすでに指摘した通りであるが、 Bの聖イプをみてもわ

かることであるが、給与の確定においても委という地位は他の家族員とでは大きな開きがあり、 その

賃金確定・形態・金額刻

中 央 重量 平 自 石 タ

業主
家族
緩用者 業主

家族
震局者 業主

家族
麗F持者 業主

確 定 従業者 従業者 従業者

決まっている 27.0 59. 1 

¥ 
23. 1 51. 3 

!¥ 
18.0 63.0 

¥ 
17.2 

決まってない 57.2 31. 8 52.3 23. 1 82.0 34.8 54.9 

不 明 15. 7 9. 1 24.6 25‘6 2.2 27.9 I 

16 表 3

& 

態
一
給
給
総
明
一
額

間

形
一
月
日
時
不
一
金

な し 3.8 1.5 一
2万円未満 3.8 3.0 1.6 9.0 4.3 10.6 15.8 2:9 

2 - 4万円 7. 7 42.4 23.3 9. 1 30.4 29.8 5.3 48.3 41. 2 12.1 

4 - 6万円 15.4 28.8 25.6 18.2 47.8 23.4 10.5 48‘3 32.4 18.2 

6 - 10万円 13.4 13.6 32.6 31. 8 17.4 14.9 21.1 3.4 23.5 33闘3
10万円以上 55.8 10.6 17.1 31. 7 一 21. 3 47画4 9. 1 

計(実数) 52 66 129 22 23 47 19 29 34 33 
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意味で妻が最も無償労働を支えている存在であるという ζ とになろう。そしてたとえ有償化がなされ

たとしてもその所得が偲人化しえず、結局家計の一部を構成するものとして充当される ζとは容易に

予想される ζとである。しかし、他の家主矢従業者、とくに子供の場合は委とは事情が異なり、一般賃

金水準に達するものではないにせよ、個人化した、自由処分の出来る給与として出されているものと

考えざるをえない。 ζ うした家族従業者の地位役割上の分化は、かつての零細事業体=自営業=r家J
経営共同体という性格を変化せしめている ζ とを物語るといえる(表3-18参照〕。

次lζ雇用者の給与形態をみると、 ζζでもはっきりとした地域差がみられる〈表3-16参照〕。

札幌ではほぼ7-8割で月給形態をとっているのに対し、夕張では日給と月給がほぼ向じ割合であり、日給

と時間給では605ぢにも透している O 札幌でも白石で月給形態が若干低く、かわりに臼給、時間給の割

合が高い。 ζの事はー衝で、それぞれの地域における麗用者の就業形態の差異を示している。夕張に

おける雇用者のあり方は、いわゆる臨時日麗やパートといった一時的で不安定な就労状況におかれて

いる ζ とを示すものであろう。同じ麗用者とはいっても地域的iζ質的室長巽がある ζ とをうかがわせる

ものである。

さて次に給与額についての比較をしてみる。メイルという調査方訟の限界から給与の体系的把援

をするととは出来ず、月平均給与額といったものでとらえたために、特に雇用者や家族従業者がいわ

ゆる「賃金Jとしての内実をもった給与をえているかどうかの検討にまで立入る ζとは出来ないが、

大体の傾向の指摘は可能であろう。

全体的にいずれの従業者の地位においても給与額における地域的差異がはっきりとみられるo 特に

札幌三区と夕張の格差は明瞭である。業主では、札幌は大体10万円以上の所得をえているのが、半数

近くであるのに対し夕張では、 6万円以上というのでようやく半数近くになるという状態で、中には

札幌にはみられない 2万円以下が30%もあり、全くの名目的所得にすぎないも

のも少なくない。家族従業者では 2-6万円の閣に集中しているが、 ζ 乙でも

張
一
家放
従業者 l 雇用者

34. 0 

50.5 

15.5 

37.2 

42.6 

16.0 

4.3 

2.4 

14.3 5.6 

45.2 65. 2 

16.7 20.2 

14.3 9.0 

2.4 

89 

夕張の低額集中の特徴は変らず、 4万円以下が605ぢ以上を占めている。次iζ麗

用者については、中央で 6万円以上が50労を占めるのに重量王手、白石は、 1ラン

ク下の 2-6万円に集中、夕張は更に 1つ下の 2-4万円に659ぢが集中する反

面、 6万円以上は10%にもみたないり。家族従業者と雇用者の比較では、札幌

では雇用者より 1ランク下位に給与相場がみられるが、夕張は、ほiま間じか、

若干家族従業者の方が高い。乙のζ とは夕張の自営業における麗局者が、いわ

ば給与形態において、日給・時間給という形態が支配的であるととろから、臨

時・パートという不安定就労をしている ζとのみならず、そのほとんどが女子

で、学涯の1s;い10才代や、中高年の主婦が就業の主流を構成しているという雇

用者の性格が反映しているものと思われる。いうなれば襲用者カ王、独立的労働

者としてではなく、家計補助的な地位にあって労働者・として一本立ちしえてい

ないというととである。

夕張という地域全体がもっている侭賃金環境の下でも最も不利な属性が不

利な条件の中で就労がなされている ζとを裏付けている。又家族従業者におい

て給与が毎月確定していたとしても、その額は未だ雇用者並iζも透しておらず、

いわゆる独立して生計を維持するに足るものではない。むしろ名目的性絡が強

く残っており、家族員の他就労化が進まざるをえない ζ とを暗に示している。
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表3-17 賃金確定度 一 事業主および家族世業者矧

中 央 重量 平 自 石 タ 張

事業主 家従業族者 事業主 家従業族者 事業主 家従業族者 事業主 従家業族者

A 12.9 O O 一 3.3 

B 11. 4 28.8 33.3 50.0 20.0 57.9 4.0 28.0 

C 27.8 75.9 O 62.5 42.9 70.0 18.2 29.0 

D 16. 7 93.3 O 60.0 O 100.0 11.1 23‘1 
E 41. 5 68.2 25.0 80.0 20.0 61. 5 31. 4 52.6 
計 24.8 60.4 17.7 58.3 18.3 61. 4 14.5 33‘3 
全体

E 
iml500  
36.9 I 78.4 

15415391 18016001611279 
21. 7 I 70.0 I 19.1 I 64.3 I 27.3 I 40.6 

G 卸売業・小売業

I i m 1 510 m l 50012i41600 
E 36.0 J 73.9 37.5 I 80.0 I 27.3 I 71.4 29.2 I 33.3 
L サービス業

iml 必 4 O 15711O !日 |711 20.0 
E 36.4 I 81. 8 14.3 I 50.0 I 16. 7 I 60.0 I 28. 3 80闘O

産業部門別では、

全体としてサービス業

で業主が卸売・小売業

より優位で高額者が多

いが、家族従業者や雇

用者では、卸売・小売

業の方が優位である。

ζれはいかなる理由か

はかならずしも説得的

なものをみい出せない

が、サービス業の場合

は、比較的、専門的技

術・技能による職域が

多く、業主の専門性や

経営労働における地位、

役割が高く、家族従業

者や雇用者κよっては、
補助的業務として位置づけられているからではないか、卸売・小売業の場合は、業務内容に専門的・

技術的差異をみい出すζ とは出来ず、労働内容における代替性が高いζとによるものではないか。い

ずれにしても ζれらの点を明らかKするには、業主と家族従業者、麗用者の激務分担内容の分析を必

要とするが、それが労働報酬にどう結びつくかは更に検討されねばならぬ課題である。

次に給与額を労働力構成類型でみると、家族従業者の場合、大分類ではやはり雇用者のいる Eの

担イプの方が高いウェイトがみられ、夕張ではそれが最もよく表われている。 ζの点からも事業体内

に雇用者を入れているか否かは家族従業者の給与額に、単iζ決まった額が支給されているというだけ

ではなく、額の引き上げにも作用している ζ とが認められる。雇用者の場合は、表3-19の如く、中

分類のDとgの担イプによる差は認められないが、間じ類型であっても男・女の給与格差は明瞭であ

り、特iζ中央を除いて女子はすべて6万円以下になっており、夕張は 2-4万円が与/3にも達してい

る。

以上の給与の確定度・形態・額について、それぞれみて来たわけであるが、あきらかに地域間の

格差がみられ、努女間格差と同様ほぽ一般化している。しかしそれも雇用者がいる事業体では家族従

業者に対する確定度や額において、雇用者の存在によって引上げられるという影響がみられた ζとは、

家族員の無償労働iζ対する一定の評価と客観化が徐々に雇用者を通じて形成されている ζとがわかる。

かつての家族従業者の無償性は、雇用者に対しても、家族民の擬衛IJ的存在として波及していたが、今

日の段階では雇用者によって、家族従業者の無償性がくずされていったといえまいか。但し、家族従

業者においても委という続柄はその無償性を最も根強く持ち続ける存在であり、 f砲の家族従業者とは

異った存在であるという ζ とは注目する必要がある。

② 労働時間

労働条件の第二として、 1 Bの労働時間についてみると、乙れは賃金とはちがい、地域的差異は

みい出せず、むしろ従業者の地位上の差異としてあらわれている〈表3-20参照)。
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まず業主についてみるならば、大体10-12時間にほとんどが集中し10時間以上というのは60-70

%になるo ζの場合、サービス業よりも卸売・小売業の方が長時間である。次に家族従業者では大勢

は業主とほぼ間じか、若二子ながら 8時間というのが多くみられるが、 10時間以上が大半を占めるとい

う点では業主と大差はない。と ζろが雇用者の場合は家族員の就労時間とは対照的に8時間以内の割

合が圧倒的に高い。 ζのように家族員では業主、家族従業者のぼ別なく 10-12時間という労働時聞が

標準的となっているのに対して、麗局者ではほぼ8時間労働が一般化されているという結果を示す。

しかし ζのような一般的特徴がもし現実の 1-4人規模で存在するとしても、それは一応の目安とし

ての数字であって、現実にそれが労働時間の内容を表わしているかどうかは疑がわしい。又、給与の

とζろでもみられたように時間給や臼給という縮分化おれた給与支給の形態は自ずと-Bの労働時間

に制限をもたらすζとになろう。

以上のように労働時間では、地域差というよりは、従業者の地伎による差異が明らかにあり、特

にそれは家族員と雇用者の簡にかなりの開きがみられる。零細事業体の雇用者の確保が困難

になっている中で、直接的支出負担をせまられる給与支出は低くしても、せめて労働時間においては、業

主と家族従業者による長時間就労によって、雇用者の代替をお ζなって穴埋めするという構造がある

ように思われる。又、今回は充分な把握をなしえなかったが、臨時、パート、といった一時的雇用状

態を拡大して、それによって現金支出負担を切り抜けようという動きも積極的にすすめられており、

ζれらがいろいろな形で業主及び家族従業者に様々な影響と負担を強いてくるであろう。 ζれらの ζ

とは、今日において雇用者の存在が家族労働力の単なる代替、補充をするものとして位霞づけられ、

不利な労働条件を強いる乙とは出来ず、それが出来ない場合は、完全な就労をなしえないような雇用

形態でしか雇えないζ とそ物語るであろう。その事は、雇用者の存在が経営を維持していく上で、重

要な問題点となり、雇用を強く意識した経営方策が考えられねばならなくなろう。そ乙で労働力構成

別にみた従業者地佼別の差異をみると、 CとDの類型による差奥はみられないが、業主と家族従業者

は雇用者がいるかいないかによって芳子の差奥がみられた〈表3-21参照)。すなわち、 8時間以内

においては、麗用者のいる毒事業体が高い割合を示し、 10-12時間では雇用者のいない事業体が高くな

っている。 ζれを買に中分類でみると 8のタイプで業主の長時開労働が目立ち、 10時間以上というの

が 8-9割を占め圧倒的に長くなっている。又A~ま 8 より若干短時間のものが多いものの、やはり大

勢は10-12時間K集中している。

ζのようにみると、業主及び家族員の長時間労働というのは麗用者のいる為に、その代替・補充と

いう ζ とで生ずるかのようにみえたけれど、それらは、むしろ雇用者のいないいわゆる家族労働に

よってのみ成立っている 1-2人規模の「超J零級事業体においてであって、雇用者のいる 3-4人

規模のと ζ ろでは、雇用者並とはいかないまでも 1-2人規模よりは時間の短縮傾向がみられた 8)。

以上給与及び労働時閉そ通じて不充分ながら従業者それぞれの地位別差異を検討して来たが、その

中で、雇用者の存在が、事業体において特に家族従業者iζ対する労働条件を決めるよで影響がある乙

とがうかがわれ、雇用者の存在が事業体の性格を変える要素として大きいものである ζとがほぼつか

めたのではないか。それと同時に零細事業体の雇用者の性格がいわゆる賃労働者たる条件を備えてい

ないとの従来からの問題に対しては家族従業者の擬似的存在としてのみ扱かう ζ とは不適当であり、

特に大都市における麗用者は、きわめて不安定で、劣惑な状態にあるが下層震労働者としての性格を

持ちつつあるのではないかと思われるが、 ζの点については今後より詳細に検討されるべき問題とし

て残されている。
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表3-18 給与の確定一続柄別・労働力構成類型別一(矧

塁審 その他家族従業者 計

地域 類豊富 決まって
決まって

不 現実 数決まって 決まって 不 明 実 数 決まって 決まって 不 現 実 数いる し，tょb可 いる む、なむ、 b 、る いない

B 28. 6 65.7 5.7 ( 35) 28.6 65.7 5.7 ( 35) 

C 60.0 40.0 ( 5) 79.2 16.7 4.2 ( 24) 75.9 20.7 3.7 ( 29) 

中 D 1ω。 1) 92.9 7.1 ( 14) 93.3 6.7 ( 15) 
句ゐ

E 68.2 18.2 13.6 ( 22) 68.2 18.2 13.6 ( 22) 

計 ( 29) ( 29) 5) ( 63) ( 32) 〈 4) 2) ( 38) ( 6)) ( 33) ( 7) ( 101) 

央 比 46.0 46寸O 8.0 100.0 84.2 10.5 5.3 100守O 60.4 32.7 7.0 100.0 

I 32.5 62.5 5‘。 ( 40) 79.2 16.7 4.2 ( 24) 50.0 45.3 4.7 ( 64) 

葺 69.6 17.4 13令。 ( 23) 92.9 7.1 ( 14) J 78.4 10 ー~一B 一{一3一7) 一一一一

B 50.0 27.8 22.2 ( 18) 50.0 'zlι 22.2 ( 18) 
C 50.0 50.0 2) 83.3 16、7 6) 62.5 25.0 12.5 8) 

E霊 D 100.0 II 75.0 25.0 ( 4) 60.0 20.0 20.0 5) 

E 80.0 20.0 〈 5) 80.0 20.0 5) 

計 ( 13) ( 8) 5) ( 26) 8) ( j) ( 1) ( 10) ( 2m ( 9) ( 6) ( 36) 

平 比 50.0 30.8 19.2 1∞.0 80.0 10.0 10.0 l∞.0 58.3 25.0 16.7 100.0 
I 45.0 30.0 25‘。 ( 20) 関 3 16.7 6) 53.8 26.9 19.2 ( 26) 

E 66.7 33.3 ( 6) 75日 25.0 ( 4) 70.0 20.0 10.0 ( 10) 

B 55.6 38.9 5.6 ( 18) 50.0 50ムO ( 2) 55.0 40日 5、O ( 20) 

C 1α0.0 3) 57.1 28.6 14.3 〈 7) 70.0 20.0 10.0 ( 10) 

白 D 1伐).0 II 100.0 1) 

E 61.5 38.5 ( 13) 61.5 38.5 ( 13) 

計 ( 21) ( 12) ( 1) ( 34) 6) ( 3) j) ( 10) ( 27) ( 15) ( 2) ( 44) 

石 比 61.8 35.3 2.9 100.0 6むO 30.0 10.0 l∞.0 61.4 34.1 4.5 100.0 

61.9 33.3 4.8 ( 21) 55.6 33.3 11.1 〈 9) 60.0 33.3 6.7 ( 30) 

E 61.5 L3S5 L(_13L 100.0 1) ~ 35.7 ( 14) 

B 26.1 56.5 17.4 ( 23) 33.3 33.3 33.3 ( 3) 26、9 53.8 19.2 ( 26) 

C 25.0 50.0 25.0 4) 30.8 61. 5 7.7 ( 13) 29.4 58.8 11.8 ( 17) 

タ D 1∞.0 ( 1) 25.0 41. 7 33.3 ( 12) 23.1 46.2 30.8 ( 13) 

E 55.6 33.3 11.1 ( 18) 100.0 1) 52.6 31.6 15.8 ( 19) 

き十 ( 17) ( 22) 7) ( 46) 8) ( 14) ( 7) ( 29) ( 25) ( 36) ( 14) ( 75) 

E長 土色 36.9 47.9 15.2 1∞.0 27.6 48.3 24.0 100.0 33.3 48.0 18.7 100.0 
1 25.9 55‘6 18.5 ( 'Zl) 31. 3 56.3 12.5 ( 16) 27.9 55.8 16.3 ( 43) 

E 52.6 36.8 10.5 ( 19) 23.1 38.5 38.5 ( 13) 40.6 37.5 21.9 ( 32) 

.公

表3 19 雇用者の賃金額 男・女別閥
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表 3-20 事業主、家族従業者、雇用者の労働時間 男・女別協)

時総 8 時間以内 9 時間 10吋 12 時鶴 13 時間以上
地

従家業族者 家従業族者区類型 事業主 雇用者 事業主 雇用者 事業主 家従業族者 護軍用者 事業主 家従業族者 藤F持者

A 38.7 3.2 43.4 3.2 

中 B 2町9 8.6 8.6 5.7 54.3 48ι 34.3 34.3 

C 27.8 31.0 5.6 6.9 38.9 51. 7 22.2 iO.~ 

p 50.0 53.3 80.0 8.3 6.7 6.7 33.3 33.3 13.3 8.3 6.7 

央 E 18. 9 22.7 64.7 9.4 9.1 14.1 47.2 50.0 16.5 15.1 18.2 2.4 

4。 |計 24.8 67.0 7.4 6.9 13.0 47.0 47.5 16.0 17.4 19.8 2.0 

表3-21 労働時間一従業者地位JjIJ 捌
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20.0 

4.8 



教育学部紀婆第24号

(甜零細毒事業体の問題を諭する際iζ、労働条件とともにそれらを支える経営体としての性格形態がどうあるか

はよく権擁されるととろである o ζζでは参考までに生活と経営の分離について(職場と住居の分離と売上げ

と家計費の分離を)取上げてみてみよう。

零細事業体の性格は自営業としての規定を与えられ、その自営業のもつ性格は、生活と生産(営業〕の米

分化があげられている o その例として仕事をする場所と消費生活を営む場所の未分化一職・伎の未分化、が上

げられ、それが労働時穏と生活時間を峻別せず、家族員の共同による就労をしやすくし、ひいては長時間労働

そ結果するものであるといわれている。経営と生活の分離という点では、仕事場と住居という関係はいわば、

空間的・物理的条件を示しているもので、経営と生活の分離の積極的な内容を示すものではないが、零細毒事業

体の労働環境や、存立状況を示すーっの材料であろう(註表1.2，)。今回の認ままにおいて得られた結果は、①

札幌という大都市で分離度が高く、最も市街化の進んでいる中央でほぼ 3~誌が別々で、愛平、白石は若干下る 令

が、夕張になるとそれは2割以下になるという地域差がみられる o②震用者のある事業体で分離度は高く、夕

張において最もよくみられたが、その中でもBのタイプが顕著である。反腐一人で事業を営むAタイプにおい

ても分離がみられたのは注目されるo@産業部門的に卸売・小売業の方で分般が高く、中央・夕張では半分が

白石でも全体の平均以上を占めていた。雇用者のいる卸売・小売業で最も分離度合が高かった。しかし、 ζれ

はより言字紙な業種内容においての検討が必要であるが底織の設霞が伎居と分離したと ζろでなされる度合が卸

売・小業業で多いのは、商品の保管や営業立地上の問題がサービス業よりは分離をすすめているようである。

設表 1 

中 央 笠 王手

同一様 同一敷地 分 駿 不 明 問一様 同一敷地 分 離 3ド 明

A 58. 1 3.2 35. 5 3.2 64.7 5.9 29.4 O 

B 71.4 5.7 22.9 O 72. 2 16. 7 11. 1 O 

C 66.7 5.6 27.8 O 50.0 50. 0 O O 
D 50.0 8.3 33.3 8. 3 100. 0 O O O 
E 54.0 1. 9 41. 5 1. 9 55.0 20.0 25.0 O 

I 65.5 4.8 28.6 1. 2 66. 7 15. 4 17. 9 O 

E 53.8 3. 1 40.0 3. 1 60.9 17. 4 21. 7 O 

全 60.4 4.0 33.6 2.0 64.5 16. 1 19. 4 O 

体 ( 64. 4 ) (33. 6) ( 80. 6 ) 09. 4) 

白 :& タ 張

A 66.7 8. 3 25.0 O 86.7 O 13. 3 O 
B 65.0 。 35‘O O 92.0 4.0 4.0 O 

C 85.7 O 14. 3 O 72.7 18. 2 9. 1 O 

D 100画 O 。 O O 44.4 11. 1 44.4 O 
E 65.0 10. 0 20.0 5.0 57. 1 11. 4 31. 4 0.9 
I 69.2 5. 1 25. 6 O 86.4 4. 5 9. 1 O 
E 66.7 9.5 19. 0 4.8 54.5 11. 4 34. 1 Jl. 

全 68‘3 6. 7 23. 3 1. 7 73.6 7. 3 12. 7 

体 ( 75. 0 ) (23. 3) ( 80. 1 ) 02. 7) 

次IC職往分離が、ある程度設問的、物理的で、消極的な生活と緩営の分離といえるのに対して、家計費と

売上げの分離は意識的積極的なものの例として上げるととが出来よう(註表3)。①中央・白石という札幌で

は約半数の事業体が完全に分離しているとの答えがあったが、タ猿では3割lともみたないという地域格差がみ

られた。②中分類でみるABという単独又は夫婦のみというととろでの分離が進んでおらず、とりわけAでは

いずれの地域でも全く分離していないと答えている。 Aでは職住の分離という空間約なものはあっても、経営

内容にまではそれが多んでいなかった。 ζれに対して雇用者依存のEのタイプでは、白石を除いていずれ

の童話裂よりも分離が高い比率を示していた。先にみた空間的分離とともに、経営の内容においても分離がすす
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められていると思われ、 ζの類型中最も生活と経営の分化が進んでいるのがみられた。@産業部門的には、卸

売・小売業の方がサービス業よりは分離具合はすすんでいる ζとは先の織伎の時と向じである。その中でも夕

張では、サーピス業は、雇用者のあるなしにも関係なく、いずれも10%稜度の分離がせいぜいと、きわめて低

いのは注目される。

いずれにしても、事業体の空路的・物理的分化が進む一方で、意識的・積極的に生活との分離が進んでい

ると思われるが、札幌のような大都市防いても、せいぜい全体の半分どまりで、%は全く分離が考慮され

ていない状態にある ζともみのがせないが、 ζれは主として雇用者のいない単独又は夫婦のみという形態に多

くあらわれていたζ とは示唆約である。従業者がうけとる給与が賃金として、経営の毒事業支出の中に位震づけ

られる前提として家計との分離が必要であるとしても、分離する ζとがそのまま賃金部分を経営費用の中に計

上出来るかは、又問題は別であろう。しかし、少なくとも雇用者がいる場合は、その雇用者も一定の賃金法則

の支配のc:tlζ総み入れられている存在としてあるならば、一定の賃金水準の確保を前提とした事業収支がはか

られねばならず、それが不可能な場合、 A又は8といった労働力構成による形態をとらざるをえなくなろう。

そういう意味で、外夜約IC.分離をすすめるカが働いて家計との分離は今後も進行せざるをえないと忍われる。

詮表 2 

c:t 央 豊 玉ド

同一様 向一敷地 分 離 不 明 問一棟 向一敷地 分 離 不 明

卸・小売業
I 61. 9 3.2 17. 5 1. 6 60.7 14. 3 25.0 O 

n 46.2 2.6 46.2 5.2 50.0 25.0 25.0 O 

サービス業
68.8 12. 5 18.8 O 80.0 20.0 O O 

E 68.2 4.5 27.3 O 64. 3 21. 0 O 

卸・小売業
9. 1 

89.6 

50.0 

78.6 

63.6 

n
u
n
u
一n
u
n
u

O 

O 

O 
サービス業

註表 3 

中 失 盟 玉手 自 石 タ 張

完全分離
際分的

来分離不 続完全分離
部分的

未分離 不 明完全分離 部叶分的灘 未分離スド 続完全分離 部分分的離 来分離 不明分離 ノr 離

A 29.0 12.9 54. 8 3.2 17. 6 35. 3 47. 1 50. 0 8. 3 41. 7 20. 0 26. 7 53. 3 

B 42. 9 14. 3 40.0 2.8 38. 9 22. 2 33. 3 5.6 50. 0 45. 0 5. 0 24.0 36.0 36.0 4. 0 

c 61. 1 22. 2 16. 7 25.0 25. 0 50. 0 71.4 14. 3 14. 3 27. 3 36.4 27.3 9. 1 

D 50. 0 25. 0 25. 0 66.7 33.3 1 nり9 33.3 22. 2 33.3 11.1 

E 58. 5 22. 6 17. 0 1. 9 55. 0 25.0 20.0 35. 0 25.0 40. 0 40.0 28.6 28.6 2.9 

計 48. 3 18. 8 30. 9し 2.0 I 35. 5 29.0 33. 9 1. 6 46. 7 26. 7 25.0 1. 7 I 29. 1 I 30. 0 37.3 3. 6 
全体
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D ζれについては、
江口英一・山崎清「日本の社会構成の変化についてJ(r日本労働協会雑誌jぬ22 1961. 1 ) 
中城達雄 f中小企業と統一戦線J (r;緩夜j1966.7尽号新臼本出版社)
伊東岱吉「小零細企業J(r東京の中小企業と労働者J19n所収 東京都)
などを参熊。

a江口英ーらは、 1人規模f(関しては実質的には自営業I(催しないという意味で「名目的自営業Jといい、
その自立の形態は f窮迫的自立Jであるといい、実質的には「家内労働J部分であるといっている。
江口英一・山崎清、前傷望書、江口英一・高倒博「小零総企業における f蓄積jの分析J(r中央大学経
済学研究所年報jNu 2‘ 1971. )を参照。
3) r使用人jという用穏については、江口英一・山崎清、前掲論文、山崎清 f都市社会の基礎構造j、島
崎稔「中産階級の動向一自営業者層そ中心としてーJ UtJII隆吉・島締稔綴著F現代日本の都市社会j
1962.三一番関所収)を参照。

ζζでは「使用人Jという内容であるかどうかの吟味をせず、家族長以外の従業者をすべて「雇用者J

として統一して使った。その性格については、後にふれる。

4) 零細事業体の類型化、特に労働力機成による類裂については、島崎稔前掲警の他

液成忠男 f中小企業の類型化についてJ(r中央大学綴済学研究所年報j泌 2. 1971.) 
蕊沼彬「中小企業労働者J(r東京の中小金業と労働者J1972.東京都)
五回彬「小規模企業の労働関係~労働力構成と労働時間-J(r労働教育j) Nu91 1973. 東京都労働
局〉などがあるo

5) ーロに雇用者といっても常藤、臨時濯、パート、など就業状態の羨異があるが、ととでは調査や分析の

都合上その区分をするととなく麗尽きれているもの全部を薩用者という。また家後従業者の場合、一時手

伝いなどの様助約労働にあるものを徐き、専従者のみを従業者とした。

6) 常震には「家族でも箆用者なみの賃金、給与を受けている者は常震とした。 J (事業所統計調変報告の
用語の解説による〉場合も含まれる。

7) ちなみにζれを全国ならびに北海道の水準と比べると調変時点の昭和48年での館内別・男女別・規模別

にみた雇用者の現金給与額をみると、註表4の如くである。全国平均よりは北海道の場合更に低くなるが、

10人以上とでは大きな格羨がみられるととは明らかであろう。

註表4 産業部門別・規模別現金給与額 全国・北海道

5号 女

卸売・小売業 サービス業 卸売・小売業 サービス業

千符 千汚 千舟

10-99人 部.6 (81. 2) 91. 6 ( 77.4) 49.9 (44.8) 

100-999人 95.9 ( 82.2) 105.3 (95.7) 55.7 (47.2) 

1.∞0人以上 126.7 005.2) 111. 5 (102.9) 64.2 (59.9) 

出典:賃金構造基本統計言語査一第l巻・重複5巻ー(昭48年()内は北海道

8) 零細企業の舞金や労働時間11'::関する実態については、

千円

55.7 (47.5) 

66.2 (49.8) 

80.7 (68.0) 

前掲F東京の中ノj、金業と労働者Jr小規模会業における労働実鮒 1970.東京都労働局
『東京都小規模事業所労働条件等実態調査j1972.東京都労働問

近松JI良一「小規模小売業の労働問題一労働時間についてーJ(r箆民金融公庫調ま正月報]Nu81 1967.) 
前掲、正田彬「小規模企業の労働関係~労働力構成と労働時間-Jなどがみられる。
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現下の都市零細規模事業体の生成過程と労働力構成

4. 零細事業体の労働力構成類型にみる特質と綬聞方向

(1) 零細事業体の経営土の瞳路

零細毒事業体の経営は大きくは産業構造の変化や景気変動によって規定され、それによる変動を余

儀なくさせられているが、倍々の事業体は、 ζれら経営環境の現状lζ対して、いかなる認識をもって

いるか、それぞれのかかえている問題点を知る ζとは彼らのおかれている立場を浮彫りにするであろ

うし、今後の経営体の動向そも探る上で一つの材料となるであろう。

零細事業体のかかえる問題はきわめて個別的事情の強いものであるが、出された問題点はいくつ

かの特徴としてうかひやよって来た。

表4-11ζ示したのは、各「経路j項目に該当するとした事業体の数を会事業体数で除した比毒患をあ

げたものである。(一事業体の選択数は3項目までとした。)

全体的な特徴点の第一は、項白番号1.2.1とみられたように、 「原料一仕入れ高J rもうけが少な
いJという零細経営の持つ最も弱い点についての指絡をしたものが多く、インフレ、物価高騰という、

経営環境慈化の中で、経営収入が家計費を確保する程度で、事業収益を上けをて拡大がはかられるとい

うには及ばない現実を表わしている。両者をあわせると、 70%の事業体の共還した問題点とされてい

る。第二は、 4の「従業員不足Jであり重量平を除く地域で高い割合を示し、 6の「技能技術をもった

従業者の不足Jを含めると食事業体の半数が問題点としてあげている。

第三は、 9の f家族員従業者の健康・老令が心配である。 Jというのが、比較的業主年令の若い

白石を除いていずれも 3-4tJ/を占め、 8の「家族員が多忙であるJというのも 2割ほどみられ、家

族員が就労していく上での不安や悩みが少なくない ζとを物語っている。そして第四として、以上の

3点は、各地域とも比較的多くの事業体が共通して間緩点として認識されていたものであり、今日、

零細事業体が全国主ζででもかかえている根本的な問題点という乙とがいえよう。しかしそれに加え

て、乙 ζでは、地域の持つ特性が反映した地域的特殊性をもっ問題点そ指摘しなくてはならない。そ

れは札幌と夕張という零細事業体が存立せる経営環境それ自体のちがいからくる開題である。つまり、

1の「原料一仕入れ高jについては、競争のはげしい札幌の方が中心的問題として集中度が高いのに

対して、夕張ではそれは低い割合で、むしろ、 13J立地条件の懇化J、14r客の減少」といういわゆ
る経営環境、立地の悪化を指摘するものが呂立って多い。 ζれは事業体のタもにあって、事業体の存立

そのものを規制する存立条件に関する項目であり、あらゆる事業体の持つ特性を越えてその地域全体

の零細事業体が蕊題する問題である。両者をあわせると80%にも達する。石炭産業の崩壊という地域

のまま幹産業の動向に強く規定され、それに依存して成立する卸売・小売業やサービス業といった不生

産的・補完的産業の大部分を担っている 1-4人規模事業体にとって蕊接的かつ、決定的な打撃と受

けとめられている。

次iζζ うした一般的傾向に対し、労働力構成のちがいによる特性をおぐってみよう(表4-3参

照〉。まず、一般的傾向として1.2.の項目、とりわけ 2は一番集中的にとりあげられていたといったが、

それは雇用者のいない家族員のみによって経営されている事業体であって、麗用者のいると ζ ろでは

各地域とも第一の問題点は、 4の「従業員不足Jがあげられており、あきらかに両者の立場の棺巽が

あらわれていよう。雇用を入れている IIの類型では、事業体のもうけを云々するよりも、毒事業体を維

持構成する人員の磁俣に最も強い関心と危機感をもっている ζ とがわかる。(豊平だけは亙でも 9の
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表4-1 経営体としての問題点←(1) 地区別・ 部門知J-

中

卸・小売業 サーピス業

1 原 料 角 43.2 10. 5 

2 も つ け 少 42.2 28.9 

4 従 業 員 不 足 30.4 47.4 

5 従業員賃金高 15. 7 10. 5 
6 技能従業員の不足 9.8 31. 6 

7 税 金 高 16. 7 13. 2 

8 家族長が多忙 15. 7 15. 8 

9 家族の健康・老令が心配 36.3 15. 8 

12 強力な競争相手が出現 6.9 2.6 

13 立地条件の悪化 16. 7 7.9 

14 客 の 滅 少 11. 8 2.6 

15 後 継 者 要量 13.7 26.3 

事 事 体 数 102 38 

表4-2経営体の問題点→2)

(20~彰以上の項呂〉

-50始 I-4096 I -30必 I-20忽
中 G i 1. 2. 4.9. 

央 L i 4. 6. 2.15. 

翠 G l2. fl. 
i81  玉ド L 1. 2. 7. 4.9.1415. 

自 : 2. 4.8.9. 

石 12.4. 6. 7.15. 

タ G i131491 : 4.8. 
張 L L.s.l盛 2.6

央 重量 玉手 自

(全体) 卸・村鵠 サービス業 (全体) 節./J守強

34.2 33.3 37. 5 33.9 38. 5 

36.9 47. 2 33.3 40. 3 46.2 

34.9 11. 1 25.0 16. 1 28.2 

13.4 2.8 12. 5 8. 1 7. 7 

16. 1 11.1 16. 7 14. 5 2.6 

16. 1 16. 7 33.3 22.6 17. 9 

16. 1 27.8 16. 7 22.6 20.5 

31. 5 52.8 25.0 40.3 28. 2 

5.2 13. 9 8.3 11. 3 17. 9 

14. 1 11. 1 8. 3 16. 1 12. 8 

8.7 2.8 25. 0 11.3 10. 3 

16. 8 11. 1 25.0 6.5 12. 8 

36 24 39 

家族の健康、老令心配をあげている)。第二

に、 9の f家族員の健康・老令の心配Jにつ

いては、 Iの家族のみに依存していると ζろ

で高い割合を示し、中央・夕張で比較的はっ

きりその傾向がみられた。

とζろで、労働力構成による差異もさる

乙とながら、経営iζ関する問題はその事業体

の業種内容によっても大きなちがいがある。

ζζでは卸売・小売業とサービス業の比較を

してみる。第一に各地域で卸売・小売業の方

でより多く問題点として指摘されていたのは、

次の五つの項目である。すなわち、項白番号で、1.2.8.9.12である@中でも 9については、その比率

の差がサーピス業の 2倍にも達し、圧倒的に卸売・小売業に家族従業者の悩みが集中している乙と

がわかる。 ζれらの項目からいえる卸売・小売業の経営上の問題点は、 「原料一仕入れの上昇によっ

てもうけが少ないばかりでなく、近くに進出した大手の競争相手Iζ悩まされながらも家族従業者の長

時間労働によって何とか維持してはいるものの、多忙さに悩まされ健康と老令化iζ不安をj惑じつつも

耐えしのんでいる。 Jといった状態としてあらわすζとが出来よう。

第二lζ、サービス業の方がより高い割合を示していた項自は、一部に若干のちがいはあるものの、

4 (夕張は同率〉、 5(中央は逆)、 6.7 (中央では伺率〉と、 15の項釘であった。 ζれによると、

?を除いていずれも人の要素に践するととである ζ とに気付く。中でも 6の「技能・技術司会もった従

業者の不足jというのは、卸売・小売業ではほとんど問題になっていなかったものであった。先にみ

た大分類での比較とあわせると、雇用者のいるサービス業で最も ζの問題は深刻である ζとがわかる。

乙れは、卸売・小売業の雇用者よりもサーピス業のぞれの方が代替牲に欠け、技術的技能的制約がサ
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現下の都市零細規模事業体の主主成過程と労働力構成

ービス業における麗明者に対して強く働いて

いるとみる ζ とが出来よう。

石 タ 張

サービス業 (全体〉 卸・小売業 サービス業 〈全体)

以上によって、ほほ労働力構成類型別、

産業別にみた経営体の持つ問題点にふれて来

たが、集中的に指摘された項目をみるにつけ、

やはり比率の高低で地域的差異がみられる ζ

とを忘れてはならない。中央では、卸売・小

売業で1.2‘9.と一般的傾向と同じものがある

中で 4.という項院が他の地域ではみられぬ高

さを示し、吏i乙サービス業では 4部もあり他よ

14. 3 31. 7 19. 4 

42.9 41. 7 54. 2 

42.9 33.3 25. 0 

14. 3 11. 7 4.2 

35.7 16. 7 6. 9 

28. 6 20.0 18. 1 

14. 3 18. 3 20.8 

14.3 21. 7 40.3 

O 11. 7 5.6 

14. 3 13. 3 45. 8 

14. 3 10. 0 40.3 

21. 4 15. 0 11. 1 

14 72 

12.0 

36.0 

28.0 

16. 0 

32.0 

24.0 

16‘O 

20.0 

O 

40. 0 

44.0 

16. 0 

25 

21. 8 

48.2 

28.2 

6.4 

13.6 

20.9 

18. 2 

34.5 

3.8 

40.9 

38. 2 

13. 6 

りも特別の高さがみられた。とれは中央iζ特

有の開題として従業員不足が共通の問題とし

て意識されている ζ とがうかがわれる。次iζ

豊平は、 9の項自が最も高い割合で、 8.の、

「家族多忙j も加えて家族員の就労状態に対

表4 3 経営体としての問題点ー(3) 上佼項目付位まで)

中 央 上位4I J霊 平 位上位EE4 
位のま比で率 の比で率

①位 @位 @佼④位計(刻。佼 @:位 ③位④位計防)

A I 2 1 15 9 I 52. 9 I 2. 7 8 I 68. 8 
B I 2 9 4. 6.13 I 68. 0 I 2. 8 7 I 63. 0 
c I 9 2 4 I 51. 9 I 2 1. 7. 8. 9. I 100. 0 
D I 4 7 1. 5. 9. 一 70.0I 8 12.13.14.2.7.9.12 - - I 85.8 
E I 4 1 2 9 I 52.0 I 9 1. 4.7.13 I 55.3 
計 2 4 9 I 51. 6 I 2.9 7.8 I 61. 5 
1 I 2 9 15 I 50. 6 I 2 9 8 I 63. 5 
11 I 4 1 2 9 _L 52. 0 I 9 7 1.2.4.13 - I 61. 8 

A 

B 

C 

D 

B 

計

I 

E 

自 石 % タ 張 % 
2 (1. 12.13. 14) 侃.4 2 13 14 9 58. 3 
2 4 8 63.5 2 9 14 8.13 66.6 
9 (2.6.7.8.13.) 81. 3 2.14 13 7.9 71. 6 
2.4.6. 一 一 100.0 1.14 7.9.13 一 62.9 
1. 4. 2. 9 一 46.4 4 13 2.14 56.2 
2 4 l 9 49.3 2 13 14 9 52.6 
2 1. 4 7.9 58. 6 2 13 14.9 59.2 
4 2 6.9 56.1 4 13 14 1.2 62.8 

凡例①原料高@もうけ少③取引先にたたかれる。④従業員不足 @賃金高@技術・技能をもった従

業員不足⑦税金高③家族多忙 ⑨家族の健康・老令化が心配⑩資金不足@金融がひきしめら

れている。⑫強力な競争絡手の出現⑬立地条件の懇化 ⑬客減少@後継者がない ⑮その他
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する不安が集中している。サービス業では他lとみられる技能従業者不足という訴えは少なく、?の税

金の潟さの指摘が目立つのは、市街化の拡大による不動産ム評価の高騰に対する憾みででもあろうか。

白石では、 2がずばぬけて高く、夕張は、卸売・小売業でそれが高く、 13、14の経営環境の悪化

については、先に示した知く、産業部門に関係なく高比率であった。

以上のように、零総事業体がかかえている問題点を列挙して、いくつかの異った角度からみた差

異をそれぞれみて来たが結論的にいって次のような ζ とがいえる。

雰総事業体そのものが全産業構造の中で与えられているいわば共通した問題点と、それに対して

草案業部門、業種内容、地域、雇用依存の度合、家族従業者の属性等々、個々の事業体のもつ特性によ

って生ずる問題とが、一つの事業体には重層的にかぶさっており、いずれが事業体の存立上、緊急か

っ根本的問題であるかという ζ とは、個々の事業体の存立の様態によって様々にちがいがあろう。し

かし、いずれにしてもどれーっとしてそれらの問題は、様々なレベルの問題としてではなく、事業体

そのものの存立を直接的にあやぶませるものとして、側々の事業体には立ちあらわれているといえる。

そしてその中でも特に指摘しなくてはならない点はζの零細規模事業体はいずれにしても、きわめて

強〈人的要素を意識して経営体の存続維持がはかつているという規定性がみられるととである。先に

サーどス業lζおける従業者の開題で指摘したが、卸売.!J、売業でも家族従業者に関する問題が取り上

げられていた ζ とを考えると、人的要素がその質的差異(麗用者と家族従業者という決定的差異)は

あるものの、事業体の存続にとって重要な意味を持っている乙とがいえる。その意味で、零細事業体

のあり方は、その内部を構成する従業者のあり方によって大きく左右されるものである ζ とがうかが

われた。

(2) 零細事業体の継続と継承

零級事業体の直面する諸問題は様々であり、それぞれの存立条件にかかわるものであったが、事

業体はそれらの開題に直面しつつ、事業の拡大あるいは停滞、縮少又は消滅といった動態をたどらね

ばならない。零細事業体も、それ自体経営体である以上何らかの形で営業を維持し、出来うれば拡大

発展させるという志向性は持っている。しかし、現実は家族の生計を維持するに足るものを得る ζと

を第一義的に考えざるをえないというのが実態であり、それ故拡大の密難さが指摘され、従ってその

停滞伎が一般的であるといわれている。その全体的傾向については、すでに 2の項でみたが、いまそ

の大体の特徴を記すると次の如くである。つまり全体として現状維持志向が強く、それは7裂を占め、

拡大志向は多くて2割程度である。それに拡大志向におとらず転廃業が考えられている ζとも、現状

の不安定性を示すものといえよう。 ζれも地域問、産業部門聞における差異がある ζ ともすでにみた

通りであるが、乙とでは労働力構成との関連で以下分析する(表4-4参照)。

まず労働力構成の大分類による差異では、あきらかに雇用者のいる方の拡大志向が強く、雇用者

のいない方は現状維持という特徴がうかがわれ、特に卸売・小売業でその対比が明擦にみられる。そ

の部門では、中央のみは震用者のいない事業体でも 2舗の拡大志向がみられたが、ぬの地域では 1割

程度で、麗用者のいる場合の 3割(札幌の場合〉とはかなりの開きがみられる。しかし経営環境が零

細事業体にとってかならずしもよくない夕張や豊平では逆に雇用者のいる方で、拡大志向iζ比適する

転廃業志向者がいて、蔑局者のいると ζろで矛盾が大きくなっているととをうかがわせる。獲に中分

類による差異では、 AIJイプで中央、夕張の8割、豊平、白"Eの 6割が現状維持を答えているが、白

石では2596もの転廃業が考えられている点が控目される。 Bタイプでは重量王手の9割が現状維持と、き
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わめて高いのに対して、夕張は、それが半分を占めるにとどまり、その代り36%が転廃業を考えてい

るというきわめて対照的数字が出ており、夕張での8亨イプの不安定性がうかがわれる。 E空イプは

現状維持志向が全体平均よりも低く、札幌で 6-7~Jを維持しているものの、夕張は 4 苦手~Iとすぎず急

落している。しかし一方では拡大志向も又平均より高く、愛平を除いてほlま切にあたる事業体で志

向されている。 E亨イプは札幌では現状維持か拡大かという二方向への志向の分化がみられるのに対

し、夕張は現状維持、拡大、転廃業という三つの方向に分れた選択をしていると ζろに両地域の差異

がみられる。 ζのように札幌における事業体はやや安定性か積極性をもった発展的志向性がみられる

のに対し、夕張は拡大か転廃業という二者択一をせまられている。いずれにしても犯者イプが志向性

において最も分化し、動きがある ζとをうかがわせる。

以上の如く全体としては極めて現状維持の志向性が強いζ とがみられたが、拡大志向も含めて、

ζれは事業主の主観的意霞ぞ示すものでしかなく、いわば希望的観測であり、現実的客観的状態を示

すものではない。それは、すでに生成・消滅といった対流化傾向を日常化している零細規模において

は、現状を維持する ζと、その中で生計費の篠保をいかに可能にするか、という ζ とが第一義的な営

業呂的とせざるをえない現実であり大勢であると思われ、拡大志向も志向性以上に具体化を伴うもの

であるかどうかは疑がわしい。その意味では、拡大か否か、現状維持か転廃かといった経営体として

の積極容と、経営体のあり方に対する敏感でかつ深刻な受けとめ方をせざるをえないのは、家計費の

確保のみでは客足りず、雇用者 f労賃Jをも含めての毒事業収支を考え、事業体の積極的維持をはかつ

ていかねばならぬのは、一定の雇用者を入れて事業体構成をはかつている層ではないか。 ζの層 ζそ

最も現状維持をゆるさない様々な磁難さや矛盾が集中するのではないか。そうした点からいうならば、

夕張のB空イプでみられた転廃業志向の高い割合は、最も窮状維持的であり、矛盾ぞ顕在化しにくい

B担イプにみられる ζとを考える時γ その地域における零細事業体のあり方を象徴しているように患

われる。

次にすでに事業維持の方向性が、更に「家業jとして継承されていくものであるかの可能性につ

いて検討しよう。 ζれは、 ζの事業体の再生産一新規参入と継承にかかわる問題でもあり、多産多死

の問題とも関連する(表4-5参照)。

全体的傾向では各地域において、継殺の可能性を持っていると乙ろは少なく、継承されていると

乙ろは、比較的業主年令が高い地域でみられたがそれもわずかに10%台である。いずれにしても「子

供につがせたいJという継漁期待を含めても一番高い地域で3割程度を示すにすぎない。 ζのように

不確実な要素を含めても継承の見通しがあるわけではなく、むしろ「自分の代かぎり、子供にはつが

せないJという明篠な継承断念を考え、又兵体化しているものが、地域を関わず3害賠度みられた。

その他ζれらの意向の中では、 「子供の自由にするJという最も不確定なのが一番多くみられ、とり

わけ業主年令が若い豊平、白石では過半数を占めていた。子供が小さくまだ継承が呉体化される条件

にいたらないととも影響していようが、現状の中で、子供の自由意志がどの程度継承を可能ならしめ

るかどうか「先の乙とはわからぬ」というのが正直なと ζろであろうo

ζれを労働力構成を通してその特質をみてみる。中分類における傾向をみると AとB、CとDが

それぞれ類似の傾向を持っている ζ とがわかり、それらをA十Bベ易、 C+D=@、E詰@とする三

つの区分による特徴を絵討する ζ とにする。

@は単独、又は夫婦という家族員のみによる従業者の最低規模にあるものであるが、 ζ とでは三

つの区分のうち最も継承の可能性が低く、一番多い夕張でも16%を示すにとどまる。その反面、 f自
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表4-4 事業継続の意向開)

中 央 景 平 自 石

全体 イ ロ ノ、 不明 イ ロ ノ、 不明 イ ロ ノ、 不明

A 80.6 6.5 12.9 58. 8 17.6 11. 8 11. 8 58.3 8.3 25.0 8.3 

8 68.6 22.9 8.6 一 部.9 11. 1 70.0 15.0 10.0 5.0 

C 72.2 22.2 5.6 } 75.0 25.0 100.0 

D 91. 7 8.3 一 33.3 33.3 33.3 一 100.0 一
E 62.3 30.2 7.5 一 70.0 15.0 15.0 65.0 35.0 

計 71.1 20. 1 8.7 } 71.0 12.9 12.9 3.2 68.3 20.0 8.3 3.3 

1 73.8 16. 7 9.5 74.4 10.3 10. 3 5.1 71. 8 10.3 12.8 5.1 

E 67. 7 24.6 7.7 一 65. 5 17.4 17.4 61. 9 38. 1 一

.. 

品

E 

〈註) イ現状維持 ロ拡大化 ハ転・廃業

表 4-5 事業継承の見通し悌)

t:t 央 塁塁 平 自 石

1 2 3 不明 1 2 3 不明 2 3 

A 3.2 38. 7 58.1 一 52.9 41. 2 5.9 8.3 41. 7 50.0 

B 8.5 45. 7 42.8 2.9 16.7 44.4 38.9 15.0 55.0 30.0 

C 55.5 22.2 22.2 25.0 75.0 42.9 28.6 28.6 

D 75.0 16.7 8.3 66. 7 33.3 100.0 一
E 22. 7 47.2 30.2 15.5 55.0 30.0 20.0 50. 0 25.0 

(計〉 ニ~主主上虫色 0.7 14.5 I 51. 6 I 32.3 1.6日空oI 46. 7 I 31. 7 

全

体

小
売
業

卸
売
・

ス
業
サ

i
ピ

(註)⑧=A+B ⑥=c十D @回B
1. 継家ずみ+継承期待 2. 子供の自由
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F‘ 

タ

イ

83.3 

48.0 

63.6 

66. 7 

45. 7 

60.0 

68.8 

50.0 

不明

5.0 

1.7 

ロ

6. 7 

16.0 

27.3 

11.1 

31. 4 

19.1 

14.2 

27.3 

1 

16.6 

16.0 

63. 7 

55.5 

22.9 

26‘4 

/、

6、6

36.0 

9.1 

22.2 

22.9 

20.0 

17.2 

22. 7 

タ

2 

20.0 

40.0 

27.3 

22.2 

48.6 

34.5 

張

現下の都市零細規模事業体の生成過程と労働力織成

不明

3‘3 

O. 9 

1.6 

2.1 

張

3 

60.0 

44.0 

9. 1 

22.2 

28.6 r 

分の代限りJというのは白石は若手低いものの40-50%という高

さを示し、 ζの三つの区分中最も高い。いずれにしても最も継承

性のない空イプである ζ とがわかるが、③の中でもAのタイプが

より可能性が少なくなっている。@は夫又は委以外の家族従業者

1人以上いて現実に協働して営業を維持している亨イプであるが、

乙乙では継承の可能性が中央の63~ぢを頂点に最低の豊平で、 43%

と@と比べてきわだって高い割合を示していた。すでに後継者を

具体的に確保されているゲースが多いと思われるが、た Y若干の

地域差もみられる。@は、夫又は妻以外の従業者はすべて雇用者

lと依存しているタイプであるが、 ζζでは「子供の自由にするJ

というのが最も高い割合を示し、@と〈骨のタイプの中間的位置に

ある。乙のように最も継承の可能性を有しているのは@のタイフマとり

わけD類裂であり、最も可能性のないのは、⑧のヲイプ、とりわけ

A類型がそうであるといえよう。その意味では、継承の可能性が

呉体的に考えられる業主家族の生活周期とも関連している ζ とが

うかがわれるが、少なくとも、数年先の事についての意向に関す

る表明は現実味をもって語れるとしても、家業の継殺といった、

「家j経営体としての継承が今日意識されているとはいいがたい。

かろうじて希望としては持っていても、将来的に、子供連を拘束

するような形で継承が考えられているのではない ζ とは

不明

3.3 

0.9 

1.8 

ζれだけでもうかがわれるであろう。

とζろで継続と継承のそれぞれについての傾向をみ

て来たが、乙の両者はいかなる関連をもって、連続して

いるのかを次にみてみたい(表4-6・表4-7参照)e 

現状維持クツレープは「継承及び継承期待jで20必前

後(夕張のみ36%と高いが) r子供の自由にJというの
が40%(夕張は30必と低い)そして「自分の代かぎり j

というのが30必以上という三つの可能性に分化していた

が、 ζれも労働力構成の差によるちがいが目立ち、 A、

Bは全体的比率に比べて、 「継承ずみ、継承期待Jで低

{立に出ており、先のζ とはわからないか、又は自分の代か

2.4 ぎりというのが40-50%(白石は低い〉と、かなり高い

割合を占めていた。 ζ のように現状維持的でしかも将来

的に継承が期待出来ない場合、その経営における現実の

志向性は最も保守的となる。それに反して、 C、Dでは

各地域で「継承、継承期待jの割合が高く、 「自分の代

かぎり Jというのはかなり少なくなっている。 Eではほ

ぼ平均並の割合を示しており、前二者のク勺レープとの対

照的関係がみられた。又拡大志向グループは比較的「継
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表4-6 継続志向と継承の可能樹矧

誌を¥ 1 2 3 不明 ぷミ
イ 22.7 38.8 36、9 1. 0 イ

中 自
ロ 50.0 20.0 30.0 ロ

央 石
7、 8.3 25.0 66. 7 ノ、

イ 17. 4 47.8 32.6 2.2 イ
重量 タ
ロ 11. 1 88.9 ロ

王手 5長
ノ、 42.9 57. 1 一 ノ、

(註) 1. 継承・継承期待 イ 現状維持

ロ拡大化

ハ転・廃業

2. 子供の自由にする

3. 自分の代かぎり

表4-7 労働力構成と継続・継漏刻

!:t 央 重量

類型 1 2 3 不明 2 

現
A 4.0 40.0 56.0 50.0 

B 52.2 47.8 18.8 43.8 
状
C 46.2 30.8 23. 1 50.0 50.0 

維
D 72.7 18.2 9.1 

持
E 30.0 40.0 30.0 18.8 50.0 

拡
A 100.0 100.0 

B 37.5 50.0 12.5 

大 C 100.0 100.0 

イ色
D 

E 50.0 50.0 80.0 

転
A 60.0 40.0 

B 100.0 50.0 

廃 C 100.0 

D 100.0 
業
B 100.0 33.3 

1 2 3 不明

25.0 47.5 27.5 

16. 6 58.3 25. 0 一
14. 3 14. 3 71.4 

35.9 31. 3 35.9 1. 6 

37.5 54.2 8. 3 一
9.0 22.7 68.2 } 

平 白 石

3 不明 2 3 

40.0 10.0 14.3 57.1 28.6 

37.5 21. 4 57. 1 21. 4 

42.9 28.6 28.6 

31. 3 25.0 41. 7 33.3 

100.0 

66.7 33.3 

100.0 

14.3 71. 4 14.3 I 
100.0 25.0 75‘o I 
50.0 33.3 66. 7 

66.7 

承、継承期待jか「子供の自由iとするJというものに集中する可能性があるが、かならずしも明瞭な

傾向とはいえず、拡大志向が、継家与を期待する中で関連して考えられてりるかどうか、又類型との関

連があるかどうか、充分によみとれるにいたらない。転廃業を考えていると乙ろでは自ずと、継殺の

可能性に対する鶏待は{尽くなる。

(3) 零細事業体の労働力構成と家族員の多就業化

乙れまでは主として 1-4人規模事業体の零細事業体の実態的側面に主として焦点があったが、
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もう一つの側面である自営業に焦点をあててみる必要がある。

すでに 3の(2)の「従業者規模とその内部構成Jのと ζ ろで指檎したように、自営業といわれる 1

-4人規模事業体も、その従業者の大部分が家族員によって充当されてはいない部分がかなりあった。

その事と関連して、家族労働力の燃焼による家計充足のための事業体である自営業といっても、実際

には自家保有の労働力のすべてが「家業jにふりむけられているわけではなく、家族員のうちからか

なりの割合の者が、自家営業以外に就労しているととが問題となるo 乙れはいわゆる兼業であり、家

族員の他就業であり、家族の多就業化を示す。 ζのζ とは、家族員による生計の確保と就労がg家営

象 業の中に完結しえてないという議離を生じている状態であり、家族にとって自家営業は生計費確保の

ための一つの手段であり一つの就労の場でしかない。自家営業が「家Jと一体化されてはいないもの

として理解出来るものといえよう。1)

とζろで表4-8は、業主家族員の就労が、自家営業にのみ限られているかどうかの割合をみた

ものである。他就業者を I人以上出している事業主家族は、夕張で最も少く 2割を割っているが札幌

では白石のように 4割弱に及ぶものもあり、若干の地域差がみられる。 ζれを労働力構成別にみると

表4-9にみる如く Aタイプの高比率が包につく。白石の60%弱は例外としても他の三地域も平均以

上の30%を越えている。 ζの空イプの半数を占めている女性業主の夫にあたる者が多くぞ占めてい

ると思われる 2)。次iζBのタイプでもAIζ比適する高さをみせているが、それも札幌のみで夕張は 2

都を割る。 ζζにおいても他就業しているのは女性業主の夫の比率が高いζとが予想されるのと、そ

タ

不明 2 

12.5 29.2 

36.4 36明4

部.3

75.0 12.5 

29.4 47. 1 

50.0 

40.0 60.0 

33.3 66.7 

50.0 50.0 

33.4 58.3 

22.2 

100.0 

50.0 

37.5 

3 

58.3 

27.3 

16. 7 

12.5 

23.5 

50.0 

8.3 

100.0 

77.8 

50.0 

62.5 

張

不明

の子供主義の流出も少なくないであろうという点は、 A

と一致した特徴がみられる。 ζれは、 A!ま業主のみで

営業するが、 Eはイ也iζ雇用者を入れて営業するという

決定的差奥はあるものの両者は業主以外は家族f1iIL:依

存しないという形態であるために、他就業形態やその

内容に共通した点がみられるのかもしれない。反面、

B、C、Dという業主以外の家族員を 1人以上確保し

ていると ζろでの他就業は、 A、EIζ比して割iζ少な

く、せいぜい20%どまりである(但し、白石のC、豊

平のDはサンプJレ数により偏差がみられる)。

以上、事業主家族の専業・兼業の都合をみたが、

次に、家族民の就労状態一偽就業者の割合をみてみよ

う。一部で例外的数値もみられるが、各地域とも、 B

C 、Dの類型では109ぢ前後となり、他就業者を出して

いる事業体の比率からみると少なくなっている。 ζの

類型iζおいては、業主を除く保有している全家族就業者数からみて、一事業体あたりの家族従業者の

方が他就業している者よりも多く確保されている乙とを物語っていよう。 A!ま別としてEのタイプは

地域K関係なく各類型中一番高い比率を示し、他就業者を出している事業体の割合より高い数値とな

っており、 B、C、Dの類型と逆の現象を示している。 ζζでは札幌が比較的高い数値を示していた

のに対して、夕張では他の類型にみられず絡差がみられた。 ζのように雇用者の高い類型で、他就業

者が多くいた ζとは控目されるべき点である。それは、家族員従業者を充当し、なおかつ雇用者を入

れて事業の拡大をはかるという ζとではなく、業主以外は、家族員の従業者ではなくて、直接的に震
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袋4-8 専兼業別事業体数比(地域別・援業部門別)(矧

全 体 G 卸売・小売業

中央 豊平 白石 夕張 中央 重量 王手 白石 夕張

等 業 自 営 75.5 72.3 62.3 81.1 76. 1 78.4 59.0 81. 3 

兼 業 自 営 23.9 27. 7 37. 7 18.0 22.9 21. 6 41. 0 17.5 

不 明 0.6 0.8 0.9 1.3 』

計 〈実数) 159 65 61 122 1的 37 39 80 

註専業自営とあるのは、 a家営業就業者のみを記入しであるもので、他に就業している者の記載のな Z 

の記入もれもかなりあると思われる o しかし記入もれかどうか充分確かめられないので漸定的に築

不明とは、就業者の記載が全くないもの"""Gある。

表 4-9 詞居家族主喜の他就業状態錨 表 4-10 家族員の就業状態と平均就業者人数

よ唱と
A 

8 

C 

D 

E 

計

I 

E 

家族員イ也就業者のいる事業所~

中央 霊堂平 白石 夕張

32.1 35.3 

10.5 16.7 

22.2 

16. 7 66. 7 

30.2 30.0 

23.5 27.4 

58.3 

20.0 

71.4 

35.0 

38.3 

36.7 

8.0 

16‘7 

12.5 

17.1 

20.0 

23.6 

15.0 

17.1 

12?|;;:;12:11; 
用者に依存して、最少限の規模を維持しよう

とするもので、事業体の労働力を構成する上

で麗用者の存在が前提とされている。 ζの

は現在家族内に保有している一事業体家族あ

たりの業主安徐く就業者の数をみるζとによりー

鐙明らかになるであろう(表4-10参照〉。ま

ずEについてみると家族員の他就業の割合も

高い ζ とながら、そもそも就業している家族

良の絶対数がきわめて少ないととがわかる。

つまり中類型Aを除いてo.5人-1人未満と

地域

中

央

重量

平

白

石

タ

張

家(族員業の主就を業徐状く態)比働 業就主族業あを除く一
家均 たり平
者人数

類
家業従業者 従就業者型 (人}

A 一 0.32 

8 89.7 10. 3 1. 03 

C 87.9 12. 1 1. 83 

D 88. 2 11. B 1. 42 

E 57. 9 42. 1 0.72 

74. 8 25.2 0.93 

A O. 35 

B 85. 7 14. 3 1. 17 

C 100.0 O 2.00 

D 71. 4 28.6 2.33 
g 45. 5 54.5 o. 55 

68. 5 31. 5 0.87 

A 0.58 

B 82.6 17. 4 1. 15 

C 66.7 33.3 2. 14 

D 100‘O O 1. 00 

E 65.0 35‘O 1. 00 

65.7 34.3 1. 12 

A 0.37 

8 92.6 7.4 1. 08 

C 80.0 10. 0 1. 67 

D 92.9 7. 1 1. 75 

E 76.0 24.0 o. 71 
77. 3 23.7 0.88 

8、C、Dの類型の半分以下である。 ζのζ とから E空イプという議用lζ依存せざるをえない裂をと

るのは、同居している家族員が何らかの形で多就業しているものがいるためというだけでなく、そも

そもすぐ労働力化して就業するものがいないというニ重の理由によっていると考えられる。 ζの点で
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現下の都市零線規模事業体の生成過程と労働力構成

L サービス業

中央 E霊平 白石 夕張
72.5 66.7 66.7 

27.5 33.3 33.3 

40 24 15 

いものを入れたが、実際は、他就業者

計したものをのせた。

81. 5 

18.5 

27 

はA亨イプはそれがより徹底したものであり家族内にお

ける就業者数がきわめて少ない。一方、 B、C、Dとい

うタイプでは、各地域で平均就業者が]人を越え、 2人

に近い数値を示し、家族内に就業しているものが少なく

とも各家族に業主も含めて 2-3人はいる ζとを物語っ

ている。

以上の ζ とからきわめて仮説的であり、不充分なが

ら冬類型の特質を指檎するならば、以下のようにいえる。

ζれら同居家族長の就業状態をみるといわゆる多就

業形態 z 兼業形態をとるものが地域差もみられるものの

AとEの類型で最も多くみられるのみならず、多数の他就業者を出していた。 ζの点について、最も

よく表われているのが女性業主においてであり、それは表4-11の如くである。とするならば、 ζの

二つの類型の事業体は家族長の労働力を結集して家業を営み、それによる収入で家計を維持している

という、自習業本来の姿をとっているとはいえず、最も家族員の労働力を自家営業に結集する度合が

低いものという ζとがいえようO ζのような規定はそもそも類型設定においてAとEは業主以外の家

族従業者がいないという最少限の家族員しか充実していないタイプであったので当然の指鏑となるカた

その内実は以上においてみて来たような理由によっているのであった。しかし、こうした結論に至る

には更につめた分析を必要とする。そのために少なくとも次のような課題が残されている。

それは、 A及びEという類型の事業体において、何故に家族員が自家営業に充当されないのかと

いう ζ との内実についてである。それは家族員全体の存在状態の把握を、その構成及生活潟期の段階

からみてとりおさえられねばならぬであろうし、又、すでに何らかの理由で家族から他出している他

の家族員の世帯分離、家族分化の形態と内容をも含めて業主を中心とした家族全体の存在構造をその

家族の生活周期の段階とともにとりおさえねばならぬであろう。そして、それが家業としての事業体

の展開過程とどう関連して今日の乙の類型を形成するようになったかという、家族と事業体の関連か

らみる動態分析と、その結果としての現状の分析が結合される乙とも更に必要となろう。その意味では、

零総事業体と家族との就労を媒介としてみた一体性と主主離の動態構造をつきつめる乙とが必要とされ

るのである。

ともあれ、 AとEとではその内実を全く異にするとはいえ、家族従業者の結集という点では、自

営業の純粋規定にはずれるものとして共通に指摘出来るように思われる。それに反して、 B、C、D

の三つのタイプは、少なくても 2人以上の、しかもそれは全従業者の過半数以上の家族従業者を持ち、

又他就業するものもかなり少ないという点では、 A、Eとは巽るものとして未だ自営業の純粋規定の

枠内にあるものとみる ζとが出来るのではないか。

(4) 零細事業体と労働力構成類型の基本的性格

ζれまでは分析用呉としてしばしば労働力構成類型を用いて諸問題の構成類型別の特質を説明し

てきた。しかし 1-4規模のそうした労働力構成そのものの構成割合はどうであったのかが示されね

ばなるまい。

われわれの得たデーターでの 1-4人規模別内部構成についての割合はすでにみた。それが北海

道全体の構成とも大差がない ζ とが示されていた。しかし労働力構成別の内部構成を他と比較するデ
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表4-11 女性業主家庭における家族員の就業伏態(同居者のみ)

札幌中央区

業主 他 就 業 家 族

年令 現 職 種 夫 子 供

A ① 50 薬 局 市役所職員 (長女)病続薬局

@ 30 喫茶活 ? 

@ 40 ノぜ ー ? (娘〉会社事務員

④ 45 食 雪量 洋装活勤務 (娘〉団体職員

⑤ 65 源・タバコ食品小売業 ワ 〈娘〉毘休職員

⑤ 43 貸ふとん底 会社事務員

⑦ 55 米穀販売底

③ 44 頑呉小売業 ? 

⑨ 69 酒 場

員

その他の家族員

(姉)洋裁庖勤務

C ① 51 喫茶活 ? (長女)ファッションザうレクラブ

② 62 おかず小売底 ? 

@ 48 食 蛍 (死l51J)

④ 59 医薬品小売底 ? (娘の夫〕商事会社員

@ 44 菓子小売活 回体織負 〈父)建設会社勤務

⑥ 52 ノマ ー ? 

p ① 41 旅館業 ? 

② 63 事E泊教授 ? 

@ 38 欽食底・パー ? 

@ 49 ノず ー 工業会社勤務

@ 35 ノマ ? (弟)バンドマン

E ① 32 美容院 理容締(つとめ)

@ 33 美容院 会社員

① 38 美容院 広告底勤務

④ 39 灘容院 室内装飾活・自営

@ 38 喫茶庖 商事会社勤務

⑥ 49 食品販売庖 自動車板金・自営

⑦ 42 洋品・化粧品販売!苫 銀行員

札幌豊平区

A ① 48 麻雀荘 貸跨業 {悌2)0ホテル従業員
組1)0(榊JPぱ鋭勤務

② 36 飲食庖 無 職

@ 49 手芸庖 観光会社勤務

@ 55 雑貨・タパコ 不動産会社勤務 (怠子)国鉄職員

@ 53 飲食底 砂利会社勤務

⑥ 不明 欽食!苫 会社員

⑦ 33 洋品}苫 商事会社勤務

D ① 50 滋・タパコ庖 道庁職員 (娘2人)会社事務員
E ① 39 風呂 E量 左g業・ 8営
@ 36 美容院 菓子問屋勤務

@ 47 診療所 病院、薬剤飾

④ 40 美容院 教 員

@ 33 美容院 特殊法人職員
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自家就業家族員続事

夫〈補助)

夫(補助)

次女、三女、四女

長男、長男の嫁

娘

娘

母

島本

妹

娘

長努

長女

妹

長男、長男の嫁

現下の都市零細規模事業体の生成と労働力構成

家族員の就業状
態不明のもの

不明 (6)

① 35才美容院

@ 36才パー

③ 40才古審販売

④ 63才野菜、雑貨

@ 42才食堂
⑥ 52才化粧品販売

不明(1)

CD ? 飲食底

不明(7)

① 34才喫茶底
⑨ ? パー

③ 52才靴小売庖

③ 44才麻雀荘

@ 35才喫茶j苫

⑤ 39才美容院

⑦ 64才歯科医続

不明 (2) 

① 63才緩き物庖
② 26才喫茶スナック

不明 (2)

① 38才美容院

② 61才寿司活

ータがなく、 ζζlζ示された構成内容がどの程度

現実の 1-4人の客観的分布と一致するかは問題

として残るが、一応得られたものの傾向を述べて

みたい〈表4-12、13、14参終)。一見して、三つの

タイプ、A、B 、E の類型が多数あるζとがみられる

が、 C、Dはそれぞれ10労以下と少し前三者とは

開きがあり、現実の 1-4人規模においては少数

である ζとを予想させる。産業部門的lとは卸売・

小売業ではサービス業より B空イプで多くみられ

るのに、 E空イプはサービス業の方が高く出て、

4φ-50%という半数近くも占めており、サーピス

業の震用依存的傾向を示している。

ζの類型と従業者規模は表4-13の如く、か

ならずしも一致するものではなく、 2人以上の場

合三つの類型にまたがっている。かりに各競模を

主要な割合を示している類型でひろうと、 1人は

AIC、2-3人はBとEの類裂に妥当するであろ

つ。

以上、郵送調査によって得られたデータの検

討を終るにあたり若干のまとめを行う。

一つの社会階層として位置づけられている自

営業者層は、抽象的階層概念としての定義は出来

ても、一方ではその具体的実態的把握は、欠かす

ζとは出来ない作業である。

すでに述べたように自営業者層の現実態をそ

の従業者規模1-4人において妥当するとの取扱

がなされているが、階層の現実的、具体的確定の

上でその把握がされるべきである。 ζζではその

内実lとついて労働力構成類型を軸としながら若干

の検討を加え来たが、それらは次のように婆約出

来る。

①従業者規模と類型の関係では、 1-4人規模

内の 4人規模は、実はその従業者の半数以上を雇

用(常藤〉によって構成されており、その意味で

は自営業の性格を競定している家族員の労働力に

よって主として支えられているものではない。類

型としてはEタイプがそれを最もよく代表するも

のであった。

②家族従業者の女子化が目立ち、その内部は
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札幌白石区

業主 イ也 就 業 家 族 長

年令 現 職 穣 夫 子 供 その他の家族

A CD 48 美容院 無職(病院) 領::r)・会社員

@ 33 美容続 鉄工所・自営

⑨ 47 美容院 無 戦 備)・教員

④ 44 菓子庖 会社長

⑤ 52 菓子尽 就業会社勤務

⑥ 40 菓子販売 運送会社勤務 慌 tiJ・写真材料r.5勤務

C ① 69 薬 間 ? 

@ 62 化粧品・装身具 保険会社勤務 Gミ空手・公務員
E ① 37 飲食応 会社員

@ 45 飲食・ラーメン 測量業・自営

③ 37 喫 2実 菓子!苫・自営
問問出圃ーーー一一一一ー一ー一ー 一 -E

夕 張市

A ① 33 美容院 パス運転手

@ 40 米穀雑貨 教 員

@ 27 文呉服 逮転手

④ 35 喫 茶 木材会社勤務

⑤ 46 文具・雑誌 建材会社勤務 (長封・銀行員

⑥ 47 溜・タバコ活 米穀会社勤務

⑦ 57 金魚・烏販売 夜 事年 (二女)・会社事務所勤務

⑧ 57 食料品小売 ? (長男コ・教員

⑨ 54 事務用品・プラモデル 病気療養中 (長男〉市役所職員

C ① 42 旅 鎗 遊戯場勤務

② 71 毒事 道 ? 

③ 48 食堂・ソパ・ウドン ? 

④ 60 薬 局 ? 

@ 63 主主容院 無 理主

D ① 47 飲会業
@ 65 旅 館 ? 

E CD 38 理容院 食堂・自営

@ 29 美容院 製鉄会社勤務

③ 45 呉服}苫 一
@ 42 飲食活 会社長(支底長)

@ 55 化粧品庖 金融会社役員

業主に対する続柄からみて委の都合が高く他の家族民の自家就業が少ない。家族従業者の労働条件は

雇用者のいるととろでは割と雇用者に引き上げられる傾向はみられるものの、雇用者の水準には達し

ていない@しかし、 ζの場合は委という続柄とそれ以外の家族従業者とは問ーのものとはいえず、妻

の場合は最もよく無償労働的性格を代表しており、事業主とともに事業体とは最も一体的存在であり、

他の従業者とは区別きれるべき位鐙にある。又、他の家族員の場合も女子の割合が高く男の子供によ

る継家の可能性が確保されてはいないようにみられる。

@女性業主の割合は全体としても 3割そ占め、今後も増加する可能性がみられるが、特iと、 Aタ

イプの単独従業者の類型で多いのが注目された.しかしそれは、主婦の立場にあるもので、夫の他就
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噛

自家就業家族員続柄

長女

長男の嫁

母

次女

二男・長女

怠子

二男

夫・姉

孫娘

夫(補助〉

ー一一

現下の都市零細規模事業体生成過程と労働力構成

家族負の就業状
態不明のもの

不明(1)

① 48才理容続

不明 (6)

① 48オ欽食底(ラーメの

② 63才衣料品小売

@ 57才食堂(ソパ)
④ 66才助産婦

@ 63才助産婦
⑥ 33才重量容段

不明 (5)

40才食堂
52才洋裁学校
42才美容院
48才美容院

業(その多くは、雇用労働者〉との兼業形態が多

く、副業的性格が強く、事業経営は自立的家計支持

の役割をはたしてはいない。その意味では独立的

自営業という内容をそなえているとはいえず、名

目的性絡を持つものが多い。

@ζ の毒事業体の藤局者は、いわゆる労働者と

しての位置では家族従業者とは間じ性格を有して

いるとはいえず、一般的には労働条件として劣悪

ではあっても賃労働者として成長しつつあるとい

えないか。その意味ではかつての麗用者が使用人

といわれ身分的関係や血縁的関係を色濃く残し、

擬制的家族従業者として、無償労働組織の一端を

担っていたものとは大きく巽るものと思われる。

特κ大都市においては、ある程度開かれた労働市
場の支配の中に組み込まれているものとして考え

られるであろう@ζのζとは毒事業体をして、かつての

生業・家業としてではなく、一定の経営体として

会業的性絡をそなえざるをえない状態に追込むで

あろうo しかし、一方では夕張のように雇用者が

臨時化、パート化、主婦化というような、いわば

半就業、不完全就業の形態がふえている ζ ともみ

のがすζ とは出来ず、地域差も含めて、一方では

麗用者として、賃労働の一定の成熟もみられる反

面、半就業、高IJ業という形態への分化がみられる

とζ ろは注目しなくてはならない。

⑤家族員の他就業や世帯分離、別措という家

業からの離脱は、全体として家族労働力の家業へ

の結集会低め、家族と経営体との一体化がうすれ、

一定の主義離を生ぜしめているように思われる。そ

れは家族が「家Jとしての維持がなされ、継承さ

れていくものとしてあるのではなく、自営業と品、

う家族による就業が完結されている ζ とを意味しなくなる。そのため、 Bタイプにみるよう主夫婦の

みに限定された就業へと収数する ζとによってのみ自営業としての形態を維持する ζとにならざるを子

えない。

@以上の如くみて来ると、 AとBとEというのは、 1-4人規模事業体の相互に異質な三つの性

格を代表する者イプであるととがわかる。それはAにおいては、兼業的高IJ業的形態であって、経営体

というには長も弱い存在であり、実質的iζ自営業としての性絡からはずれたものとして、名目的性格

が強いものという ζ とが出来よう。しかし、その中でも、単独従業者による家計支持がなされている

ものもあるが全体として、衰返的・消滅的である。又、 B空イプは、自営業への新規参入など、再生
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表4-12 労働力構成類型と地域別・産業部門別機成倒

全 体 卸売・小売業
類型 中央 重量平 白石 夕張 中央 豊平 白石 夕張 中央

A 主義 身 裂 18.8 27.4 20.0 25.5 21. 6 33.3 15.4 27倶8 21.1 
B 犬 h議 型 25.5 27.0 33.3 24.5 24.5 38. 9 41. 0 29.2 18.4 

C 家族労働力依存型 12.1 6.5 11.7 10.9 15. 7 5.6 15.4 9. 7 2.6 

D 家族労働・雇用混合型 8.1 4.8 1.7 7.3 6.0 2.8 5.6 13.1 

E 雇用労働力依存型 34.9 32.2 33.3 31. 8 32‘3 19.6 28.3 27.9 44.8 

計 (実数〉 149 62 60 110 102 36 39 72 38 

表4-13 労働力構成比胸

細類型 1-2 3 4-11 4-5 6-8 9-11 12-18 12-13 14-18 19-26 19-20 

小類型 A B C (Cl 仁為 Ca) D (D:t L2) E El 

中
G 18.6 27.5 15. 7 6. 9 6.8 2.0 6.0 3‘O 3.0 32.3 5.8 

L 21. 1 18.4 2.6 2.6 13. 1 7.9 5.2 44.8 21.1 
央
小計 18.8 25.5 12‘l 5.4 5.4 1.3 8.7 4.0 4. 7 34.9 9.4 

G 33.3 38. 9 5. 6 5.6 一 2.8 一 2.8 19.6 2.8 皇室
L 20.8 12.5 8.4 4.2 4.2 4.2 一 4.2 54.2 16.6 一平
小計 27.4 29.0 6.5 1.6 3.2 1.6 4.8 1.6 3.2 32.2 8.1 

G 15.4 41. 0 15.4 7. 7 7. 7 一 一 28.3 2.6 
自
L 28.5. 28.5 42.8 一一 一石
小計 20.0 33.3 11. 7 6.7 5.0 1.7 1.7 33.3 5.0 

タ
G 25.0 31. 9 11. 2 2.8 5.6 2.8 4.2 1.4 2.8 27.9 5.6 

L 36.0 8.0 12.0 12.0 4.0 4.0 40.0 8.0 
張
小計 25.5 24.5 10.9 4.5 4.5 1.8 7. 3 1.8 5.5 31. 8 7.3 

E 11.1 11. 1 一 33.3 33.3 44.4 22.2 

金 F 13.6 22. 7 13.6 9. 1 4.5 22. 7 9‘1 13.6 27.3 9.1 

G 22.1 32.5 12.9 4.8 6.4 1.6 4.0 1.6 2.4 28.5 4.8 

体 L 25. 7 15.8 5.9 4.0 1.0 1.0 6.9 3.0 4.0 45. 5 13.9 

総計 22.3 27.0 10.8 4. 7 4. 7 1.3 6.6 2.4 4.2 33.3 7.9 

皇室においてまずとられる形態であり、最も家族労働として分解しにくい型であゆ、その意味で、今日

における自営業の多数を占める原型であり典型的位置にあるとみていい。夫婦という今日の最も基本

的家族関係をもっ ζとから、最も懇条件にもたえ、安定的で分解しにくいという強さと有利さを持っ

ており、それ故に性格は現状維持的で停滞的性絡が強い。

CとDは、いわば乙のBの類似的、変形的形態であって、一時的又は過渡的形態という ζ とが出

来る。とれ自身が1-4人規模事業体内における独自な特質を示すものとはいえなかった。

また、 Eは雇用依存による事業体の労働力構成をなしており、 ζの中では最も発展、上昇の可能性

を強く持っている反面、経営体としての矛盾は、最も鋭く表われ、たえず拡大か否かという上降化、

又は下降化への可能性がせまられるものでもある。

⑦ζれら類型の中で特にCやDが家族の生活周期との関連が強くみられたζ とも考えると、各

類型そのものが間定的K維持・存続しているのではなく、家族の動態との関係で事業体の労働力構成

も変るものと思われ、各類型開(特にCやD!ま一番変化しやすい〉にも、一定の動態的関係があると
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サービス業

重量平 白石 夕張

20.8 28.5 36.0 

12.5 28.5 8.0 

8.4 12.0 

4.2 4.0 

弘 2 42.8 40.0 

24 14 I 25 

21-23 24-26 

(E2 Ea) 計僕聖路

15. 7 10.8 102 

13.2 10.5 38 

着実4-14労働力持成類型と従業員規模倒

規模 類型 中央 重量平 白石 夕張

1人 A 18.8 27且4 20.0 25.5 

B 25. 5 29.0 33.3 24.5 

2人 Cl 5.4 1.6 6‘7 4.5 

El 9.4 8.1 5.0 7.3 

(計) 40.3 38. 7 45.0 36.3 

C2 5.4 3.2 5.0 4.5 

3人 Dl 4.0 1.6 一 1.8 

E2 14.8 16.1 20.0 16.0 

(計〉 24.2 20.9 25.0 22.3 

Ca 1.3 1.6 1.8 
4人 D2 4. 7 3.2 1.7 5‘5 

Ea 10. 7 8. 1 8.3 8.2 

〈計) 16.7 12.9 10.0 15.5 

思われる。その相互の

関係や位霞を示すと図

lの如くであるo

すでに述べた今日

の自営業の典型的形態

としてのBの空イプは

その類似的変形として

のC、Dとともに純粋

な意味での自営業の内

容を構成していようが、

AとEはそうした内実

を構成しているとはい

えず、それぞれ別個の

性絡ではあるが、自営

14.8 10. 7 149 

36 
業者層の範鳴を逸脱しつつあるように思われる O

11. 2 

25. 1 

16. 1 

18.0 

5.6 

12.5 

8.1 

7. 7 

24 

62 

39 

ζの調査において得られたように、 A及びEの 1-4人規模事業体

内に占める割合が 3......4割であるとするならば、階層と事業体規模の関

係の妥当性が徐

35. 7 7.1 

20.0 8.3 

16.7 5.6 

24.0 8.0 

10.4 8.2 

22.2 

4.5 13.6 

15. 7 8、O

21. 8 9.号

16.3 9.2 

14 

60 

72 
25 

110 

9 

22 

249 

101 

381 

々に失なわれ、

そこに一定の主義

離がみられつつ

あるのではない

か。そしてAと

E は、自営業と

いうよりはEは

より小経営とし

ての性絡を強め

ざるをえないし、 Aは業主が女性化するゆで

兼業化副業化を強め、その自立的性格を弱め、

他の就業、とりわけ麗府労働者との相互依存

関係を深めている。従って ζれらのタイプは

今日における資本一賃労働関係のもつ諮問題

が直接的にせよ経営体内K持込まれるか、そ

ζと接触せざるをえない領域となっていると

思われる。特にE空イプは、ま ζ とに零細で

はありながら、ノト経営、小資本の諸問題に直

接的ぶつからざるをえない佼置にあるものと

思われる。その意味では今日における 1-4

人規模層内において資本一貫労働関係の形成

図1 労働力構成類型の相互関係
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えない領域と、それに程度の差乙そあれ組込まれている領域との分化がみられるのではないかと考え

る。

乙のように、昭和40年以降において、とりわけ大都市において漸矯している 1-4人規模爵の内

実は、以上みて来たように、その性絡を変化させつつあらたな再編成がなされて来ているという ζ と

が出来よう。

海聖

司

設

1)以下、粧の集計結果'CJ:{)分析が進められねばならないが、乙れを明らかにするために、必要な局窓 j 
家族会員の構成とその就業状態に関するデータが、ヰミ記入などがあったり不完全であったりして、数緩lま

金体の傾向を正確に反挟していない。それ故、家族員の就業割合も低自に出ており、多就業化の全般化が

充分証明出来ないうらみがある。また、家業の継承や家族と家業との関係、を追求する上で業主家族全体が、

他出、)5IJ農家族員の状態をも含めて把縫される必婆があるoそれも抱強する上で限度があった。以上のよ

うな限界をもってはいるが、その意味で多就業の割合は得られた数儲を上まわる ζとはあっても下まわる

ζとはない。不充分な点は今後更につめていきたむ、

2) Aのみならず、女性業主の場合は、ほとんど夫又は他の家族員が他就業そしているという乙とがわかる

( 4.ー11を参照〉

5.おわりに

す<:に述べてきたように、かつて中小企業群の下1習にあって家業であり生業といわれ、都市・農

村を含めた地域社会構造の中で広汎な基底的腐としてあった自営業者!習は、今日、従来の無償労働組

織に依拠する形での存立をますます困難にしつつある。しかもその ζ とは、とくに大都市における零

細規模事業体の根強い残存と漸犠傾向に着目するとき、現段階におけるあらたな小零綿企業を惹起せ

ざるをえない事を想定せしめる。 ζれは、今日の資本の強蓄積そのものが広汎な自営業者j習の分解と

いう階級・階層的地伎の変化を大巾にもたらしているが、そのととが必ずしも零細事業体そのものの

解消・消滅を意味せず、あらたな階級階層関係の上に成り立つ零細事業体を更にrt.汎に生みだしてい

るζ とに対応した問題提起である。 ζの意味において同じ規模をとりつつも自営業の範鱒よりはずれ

それにとってかわるあらたな零細「企業j群が生みだされ、そして純粋に自営業としての内実を有す

るものはより狭髄イじされた中で、一定の制限された形態で、あるいは名目的形態号をとる ζ とでしか存

立しえなくなってきているといえるo つまり、従来の自営業の範鱒、また零細企業という範騰ではと

らえきれない事業体の輩出という事態が今日、たしかに惹起している。われわれは、地域社会の構造

分析をするよでの基礎的構造を構成する諸機関の底辺が、 ζ うした部分によって広汎に再構成されつ

つある ζ とを認識する ζ とが、現在ますます重要になってきていると考える。産業諸組織内iζおける

資本一費労働による再編が、かつては蔵ちに及ばぬ領域とされた零細な続撲の事業体にまで、今日、

資本一賃労働環係の浸透がはかられており、その ζ とは同時に、 ζれをめぐっての事業体内務偶人の

労働・生活過程の広汎な変容という問題をも提起せざるをえない。かかる点のより厳密な追究は今回

の調査研究においては、十分はたされているとはいえない。むしろ ζの調査の過程を通し、今後の調

弦研究によって解明さるべきさらにより多くの課題が生じてきているといえる。その意味で、以下、

最後に残された課題の提示をもって終章にかえよう。
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その第ーは、自営業者層の広汎な解体・発展の上にあらたにとってかわって零細規模事業体の形

成がなされているとはいっても、われわれが対象とした 1-4人規模腐は、零細企業の範囲に全て一

致するものではない。われわれが仮説的に述べた諸事演についてもより精細な迫究がなされなくては

ならず、それ故、次の二つの課題が必要となろう。その一つは、零細規模企業といわれるものの全体

的把握の中に ζの1-4人規模腐を位置づけ、それとの関連で自営業者震の位置づけ霞しが必要とな

る。つまり具体的には、さらにわれわれは今回行なった分析をより深めながら、 5人以上規模腐を対

象として研究をおしすすめる必要があるという乙と、そのこは、自営業といわれる階層の一部を構成

守 する形態をとってはいるものの実質的には賃労働者としての位讃しか与えられていないような名目的

!霞の部分の解明、乙の両者の挟撃によって自営業者層の今日的な存立の内実を明らかにし、あわせて

根強く残存・持者消している零細事業体の全体構造を明らかにしていく必要がある。乙の場合、われわ

れは、地域社会そのものが重層的構造をとる以上、地域のその重層的位置、例えば都市開規模格差に

もとづくその支配一系列による差異ならびに産業部門及びその中における資本の価値実現過程におけ

る産業部門内における職種上の差異を蜜筏する。また、事業体存立のための構造連関的なその一定の

社会的ネットワークの形成・展開過程をも考慮しなくてはならないと考える。

第二は、 ζ うした事業体の現実は、形成・発展・ 1首滅を常とする変転過程を示すものとして、そ

の内実的な動態過程が問題とされねばならないというととである。すなわち、 1-4人規模事業体経

営のあり方は、それと深く関わる家族の生活周期との関連において、さらlζ動態的にとらえる必要が

ある。言葉を替えるならば、いわゆる 1-4人燦模事業体をめぐる形成・発展・消滅のサイクノレが、

それを支える家族成員の労働・生活過程との関連でどのように変容せしめられてきたかの、いわlえ全

体的な毒事業体の存立基盤そのものの変容過程を動態的lζ把擬する必婆伎があるO

そして第三には、雇用者の分析が残されている。一定の資本一貫労働関係の形成といっても、麗

用者たるものの労働者としての成熟に関する問題や、他の労働市場との関係、事業体再生産lζ関する

雇用者の地位・役割の変化に関する問題等究明されるべき課題は残されている。

以上、述べてきた諸課題を今後、追究する上での基礎的な認査研究として、本稿は位置づけられ

ている。

なお、本調査研究は昭和48年度の文部省科学研究費による「地域住民の生活過程と地域社会構造

変動lζ関する基機的研究J (研究代表者、布施鉄治)の一環としてあるものであり、調査の企画・立

案もグループ全体の討議の中で行なわれた。したがって、本稿も研究グループ全体の成果である ζと

はいうまでもないが、直接的な執筆分担を示せば、 1、 2 (宕城)、 3、 4(酒井)、 5 (両名)で

ある。
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